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評価評価評価評価調査調査調査調査結果要約表結果要約表結果要約表結果要約表 

1．案件の概要 

国名：ケニア共和国 案件名：理数科教育強化計画 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

主管：人間開発部基礎教育第二課 協力金額（終了時評価時点）：10 億 1,800 万円 

協力期間 （R/D）：2009 年 1 月 1 日～ 

2013 年 12 月 31 日（5 年間） 

先方関係機関：教育・科学・技術省 

日本側協力機関：- 

他の関連協力 

 

 

 

「中等理数科教育強化計画（SMASSE）」1998 年 7 月～2003 年 6 月 

「中等理数科教育強化計画（SMASSE）フェーズ 2」2003 年 7 月～2008 年 12 月 

「理数科教員養成大学機材整備計画」1997 年 

「アフリカ理数科・技術教育センター拡充計画」2011 年 

１－１ 協力の背景と概要 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）では、初等教育無償化政策（2003 年）・中等教育無

償化政策（2008 年）が実施され、教育へのアクセス拡大が図られた一方、質的な改善は進んで

いない。教育の質改善のため、ケニアは日本の協力を受け、1998 年から技術協力プロジェクト

の中等理数科教育強化計画（Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education: 

SMASSE）、同フェーズ 2（以下、「SMASSE フェーズ 2」と記す）を通じ、現職教員研修（In-Service 

Education and Training：INSET）を推進してきた。 

また、このような成果はアフリカ諸国へも普及されるべきという要望が強く、2001 年には域

内連携ネットワーク（Strengthening of Mathematics and Science Education in Western, Eastern, 

Central and Southern Africa：SMASE-WECSA）が発足し、域内各国での理数科教育振興、教員

研修制度構築の取り組みが強化された。SMASSE 及び SMASSE フェーズ 2 を通じた成果・実

績を踏まえ、ケニア教育・科学・技術省（Minisitry of Education, Science and Technology：MOEST）

（以下、「教育省」と記す）は、さらにケニア国内の初等理数科教員研修の実施とアフリカ域

内支援強化を柱とした技術協力に対する支援を日本政府に要請した。 

理数科教育強化計画（Strengthening of Mathematics and Science Education：SMASE）（以下、「本

プロジェクト」と記す）は、教育省及び教育省傘下のアフリカ理数科・技術教育センター（Centre 

for Mathematics, Science and Technology Education in Africa：CEMASTEA）をカウンターパート

（C/P）機関とし、2009 年 1 月より 2013 年 12 月までの 5 年間の予定で実施されている。プロ

ジェクト活動はケニア国内を対象とする「ケニアコンポーネント」と、アフリカ域内の

SMASE-WECSA 加盟国を対象とする「WECSA コンポーネント」の 2 つから構成される。 

 

１－２ 協力内容 

ケニアコンポーネントは、全国の初等理数科教員（6～8 年担当）に対する INSET、中等校長

に対する指導監督ワークショップ（Workshop：WS）の実施を通じた初等・中等理数科授業の

改善を目標とし、WECSA コンポーネントは、SMASE-WECSA メンバー国の INSET 講師、教育

行政官に対するケニアでの研修、ケニア人専門家による技術支援の実施等を通じた各国におけ

る研修制度の強化をめざす。 
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（1）ケニアコンポーネント 

1）上位目標：理数科科目についてのケニアの青少年の能力が向上する。 

2）プロジェクト目標：現職教員研修（INSET）によりケニアの理数科教育が強化される。 

3）成果 

成果 1：初等教員養成校教官への中央研修制度が確立する。 

成果 2：初等教員養成校にて、地域 INSET 制度が確立する。 

成果 3：既存のクラスター（学校群）INSET が強化される。 

成果 4：中等教育における理数科教員の ASEI-PDSI
1
授業実践が強化される。 

成果 5：CEMASTEA の理数科教育に関するリソースセンターとしての役割が強化される。 

 

（2）WECSA コンポーネント 

1）上位目標：SMASE-WECSA メンバー国の理数科教育が改善される。 

2）プロジェクト目標：SMASE-WECSA メンバー国において、INSET 指導員の ASEI-PDSI

に基づいた研修実践能力が強化される。 

3）成果 

成果 1：SMASE-WECSA メンバー国の ASEI-PDSI 授業実践指導員が育成される。 

成果 2：SMASE-WECSA ネットワークが強化される。 

成果 3：CEMASTEA の理数科教育に関するリソースセンターとしての役割が強化され

る。 

 

（3）ケニア・WECSA コンポーネント共通 

投入（終了時評価時点） 

1）日本側 

長期専門家派遣：7 名 

短期専門家派遣：3 名 

本邦・第三国研修：136 名 

機材供与額：1 億 155 万 4,593 ケニア・シリング（約 1 億 1,272 万 6,000 円） 

在外事業強化費（ケニア国内分）：7,936 万 4,693 ケニア・シリング（約 8,809 万 5,000 円） 

WECSA コンポーネント経費：3 億 1,730 万 8,219 ケニア・シリング（約 3 億 5,221 万

2,000 円） 

 

2）ケニア側 

C/P 配置：教育省 5 名、CEMASTEA 45 名 

施設提供：INSET に必要な施設及び設備、プロジェクト事務所等 

ローカルコスト負担：4 億 7,232 万 6,270 ケニア・シリング 

 

                                                        
1 Activity, Student-centred, Experiment and Improvisation / Plan, Do, See and Improvementの略。教員の創意工夫により、身近で入

手可能な材料を教材として活用しながら、実験などの活動を授業に取り入れることで、生徒主体の授業をめざすアプローチ。

教員の授業に対する取り組み、態度の変容をめざすもので、計画（教材研究、指導計画案の検討、教具の準備等）、実施（授

業実践）、評価（授業の振り返り）、改善の一連の行動様式を定着させることをねらっている。 
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２．評価調査団概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

調査者 団長 石原 伸一 JICA人間開発部 参事役 

協力企画 小森 明子 JICA人間開発部基礎教育第二課主任調査役 

評価分析 1 

（ケニアコンポーネ

ント） 

長谷川 さわ 

 

 

株式会社日本開発サービス 

調査研究員 

評価分析 2 

（WECSAコンポー

ネント） 

坪根 千恵 グローバルリンクマネジメント株式会社 

社会開発部 

調査期間 2013 年 7 月 15 日～8 月 11 日（ケニアコンポーネント） 評価種類： 

終了時評価 2013 年 6 月 29 日～8 月 11 日（WECSA コンポーネント） 

３．評価結果概要 

３－１ ケニアコンポーネント 

３－１－１ 実績の確認 

（1）アウトプットの達成度 

・成果 1（中央研修制度の確立）は、現時点でほぼ達成され、CEMASTEA による初等教

員養成校教官（地域研修員）への中央研修実施の制度はほぼ確立されたといえる。 

・成果 2（地域 INSET 制度の確立）に関し、初等教員養成校によるクラスター研修員へ

の地域 INSET 制度の仕組みはできたが、クラスター研修員の養成数、地域研修の質に

関する指標が目標値に達しておらず、研修制度の十分な確立には至っていない。 

・成果 3（クラスターINSET の強化）に関し、クラスター研修員による初等教員への既存

のクラスターINSET 制度における SMASE 研修の組み込みはできたが、ASAL（乾燥・

半乾燥地域）など、クラスター研修が実施されていない地域があり、研修を実施して

いる地域でも十分な数の教員が研修に参加していないなど、研修の参加教員数が目標

値に達しておらず、研修の十分な強化にはまだ時間を要する。 

・成果 4（中等レベルの理数科教員の ASEI-PDSI 授業実践強化）に関し、中等レベルの

校長を対象とした指導監督 WS が計画よりも少ない回数で実施されており、参加人数

も目標値に達していないため、学校現場での理数科教員への ASEI-PDSI 授業実践の強

化もまだ限定的な実施であり、達成レベルは限定的である。プロジェクトの外部条件

である中等レベルのディストリクト（地方）研修が予定どおりに実施されなかったこ

とも成果 4 の達成レベルに多分に影響している。 

・成果 5（CEMASTEA のリソースセンターとしての強化）に係る活動は進行中であり、

現在作成中の ASEI-PDSI 実践集や模範授業ビデオなどが完成されれば、成果 5 はプロ

ジェクト終了までに達成される見込みである。 

 

（2）プロジェクト目標の達成度 

・初等レベルのプロジェクト目標に関し、3 つの指標（授業改善指数、ASEI-PDSI 授業観

察指数、生徒参加指数）は良好な結果を示しており、プロジェクト目標の達成が十分
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期待される。ただし、成果 3 の実績で述べたように、クラスター研修を実施していな

い地域があり、研修に参加した初等教員数も目標値には達していないため、引き続き

クラスター研修の実施と学校レベルでの教員間の研修内容の伝達を強化していく必要

がある。 

・中等レベルのプロジェクト目標に関し、授業改善指数、ASEI-PDSI 授業観察指数の数

値結果（生徒参加指数はデータ未収集）にあまり変化はなく、達成レベルは限定的で

あるといえる。本プロジェクトの外部条件である中等レベルのディストリクト研修が

予定どおりに実施されず、校長を対象とした WS も予算の配賦遅延や実施方法の変更

等により計画どおりに実施されなかったことが、目標の達成度に大きく影響したと考

えられる。 

 

（3）上位目標の達成見込み 

・初等レベルの上位目標の設定指標である「全国統一国家試験のケニア初等教育卒業試

験資格（Kenya Certificate of Primary Education：KCPE）の成績向上」は、年ごとの平均

点の比較ではプロジェクトの効果をみるには適切でない面があるため、他の指標で判

断することが望まれる。 

・中等レベルの上位目標の設定指標である「SMASSE プロジェクト・インパクト評価調

査（SPIAS）」の結果からは、統計的に有効な結果が出ず、現時点での達成見込みの判

断は難しい。 

 

３－１－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：やや高い 

・本プロジェクトのターゲットグループである初等・中等レベルの理数科教員の教授技

術向上におけるニーズを満たしている。ただし、現行では SMASE 研修への参加が資格

取得等には直結していないため、特に初等レベルの教員には、研修参加が昇任・昇給

に結びつかないことに不満をもたれている。 

・ケニアの長期国家開発戦略である“Vision 2030”、教育関連政策である“Session Paper No. 

14 of 2012”“Basic Education Act 2012”“Teachers Service Commission Act 2012”に合致し

ている。 

・日本の ODA 政策である「TICAD IV 横浜行動計画」、対ケニア国援助政策である「対ケ

ニア共和国国別援助方針」「対ケニア共和国事業展開計画」に合致している。 

・プロジェクトのデザインに関し、フェーズ 3 において初等・中等・WECSA の 3 つのコ

ンポーネントを擁したことは、プロジェクト活動が広範囲に及び、活動の調整等に多

大な労力が生じる原因となった。また、初等レベルの研修は最初から全国で実施する

のではなく、パイロット地域での試行を踏まえて全国展開した方が、効果的・効率的

に実施できた可能性がある。 

 

（2）有効性：中程度 

・初等レベルのプロジェクト目標は、指標の結果が良好であり、達成される見込みが高

いが、研修に参加した教員が目標値に届いておらず、まだ研修を受けていない教員も
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多いため、引き続き研修の実施及び学校レベルでの教員間の研修内容の伝達を通して、

ASEI-PDSI を学ぶ教員を増やしていく必要がある。 

・中等レベルのプロジェクト目標は、指標の結果にあまり変化がなく、達成レベルは限

定的である。プロジェクト実施中の諸々の制約により、中等レベルの研修・WS が計画

どおりに実施できなかった影響が大きい。 

・上記のプロジェクト目標の達成レベルは、プロジェクト活動が広範囲に及んだ点、予

算の不足・配賦遅延等により当初の計画どおりに研修・WS が実施できなかった点、憲

法改正に伴う地方行政制度の変更による WS 実施体制の変更、外部条件の影響など、

さまざまな要因が影響したことが考えられる。 

 

（3）効率性：中程度 

・投入は、ケニア・日本国側双方でおおむね計画どおりに実施されたが、ケニア側投入

について、初等教員養成の経験を有する CEMASTEA スタッフの要員追加が行われなか

ったことや、一部の研修・WS 実施に係る予算の不足・配賦遅延などが活動の進捗に影

響を与えた。このように投入の一部に不足があったものの、各投入は活動の実施にも

れなく使用されている。 

・上記のプロジェクト目標の達成レベルと同様、各成果の達成レベルも、一部の投入の

不足、プロジェクト実施途中の地方行政制度の変更に伴う WS 参加者数や実施体制の

変更、外部条件等の影響を受けた。 

 

（4）インパクト：中程度 

・プロジェクト終了後の上位目標の達成見込みは、設定指標が適切でなかったり、統計

的に有効な結果が出なかったりしたため、現時点では判断がつかない。初等レベルの

指標は KCPE などの全国統一試験の平均点の結果ではなく別の指標を使うことが望ま

れる。しかしながら、理数科科目の能力向上という上位目標達成のためには、プロジ

ェクト目標の達成以外にもさまざまな対策が必要であり、目標の達成には相応の時間

がかかると予想される。 

・プラスのインパクトとして、いくつかの学校では SMASE 研修の内容を教員間に広める

ため、教員同士の授業視察等、独自の工夫をしている例がある。また、ディストリク

トレベルで独自の SMASE 研修カリキュラムやコンテンツの作成を計画している例も

みられた。 

 

（5）持続性：やや高い 

・政策・制度面に関し、理数科教育の強化及び SMASE 研修の実施は、ケニア政府により

引き続き政策的に支持されることが見込まれる。CEMASTEA の独立行政法人化〔独法

後はアフリカ教員能力開発研修所（ Institute of Capacity Development of Teachers in 

Africa：ICADETA）〕も政策的な後押しに貢献すると考えられる。 

・組織面に関し、CEMASTEA から ICADETA への実現後、組織的な強化が図られること

が期待されるが、特に要員増加は今後の組織的強化のためにも必要。SMASE 研修実施

における具体的な強化策は、教育省、教員雇用委員会（Teachers Service Commission：



 

vi 

TSC）、ICADETA の三者で今後十分な議論・調整をしていく必要がある。 

・財務面に関し、今後の SMASE 研修予算の安定的な確保のため、中等レベルの“Free Day 

Secondary Education”を通した SMASSE 研修基金制度にならい、初等レベルでも“Free 

Primary Education”を通した研修基金の設立が望まれる。 

・技術面に関し、CEMASTEA スタッフは SMASE 研修における企画、マネジメント、講

義、モニタリング・評価に必要な技能をほぼ身につけている。初等レベル（地域・ク

ラスター研修）・中等レベル（ディストリクト研修）の研修員は、個々の研修員として

の技能にはまだ差があるため、引き続き研修を通してスキルを高めていくことが望ま

れる。 

 

３－１－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・特になし 

（2）実施プロセスに関すること 

・政権交代等により、プロジェクトの途中でケニア側 C/P の多くが異動・変更になった

が、フェーズ 1 時代からプロジェクトが 15 年続いているため、新任担当者の多くが

SMASE プロジェクトの内容について既に知っており、業務の引き継ぎに役立った。 

・2011 年に教育省の主導で“Technical Committee on Re-engineering of CEMASTEA”が開

催され、CEMASTEA のマネジメント上の問題点や、プロジェクトの停滞状況を打開す

るための対策等について、関係者の間で真剣に議論がなされた。 

 

３－１－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

・初等レベルの研修実施は、パイロット活動による試行を経ないで全国展開を行ったた

め、実施運営上の課題を抱えたまま活動を実施・継続せざるを得ない面があった。 

（2）実施プロセスに関すること 

・教育省からの予算の不足・配賦遅延により、当初の計画どおりに研修・WS が実施でき

なかった。 

・いくつかのディストリクトでは、組合等の反対により、中等レベルのディストリクト

研修が実施されなかった。 

・教員のなかには、SMASE 研修への参加が資格取得に結びついておらず、昇任・昇給等

につながらないため、研修に参加しない教員がいた。 

・ケニアでは学校・教員・生徒の数が年々増加しており、また、憲法改正により地方行

政制度が変更になったため、WS の参加人数や実施体制等を途中で変更せざるを得ず、

活動の計画に沿った実施に影響を及ぼした。 

 

３－１－５ 結論 

本終了時評価調査での結果、本プロジェクトでは初等教育レベルにおいて、中央・地域・

クラスター研修から構成される初等 SMASE 研修制度が新たに設立されたが、制度の仕組み

は整ったものの、制度の十分な確立に向けては課題が残る。中等教育レベルにおいては、プ
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ロジェクト期間中は諸々の制約により活動が計画どおりに実施できなかったものの、校長に

対して行った指導監督 WS を通じ、今後、学校現場における理数科教員への ASEI-PDSI 授業

実践の強化が本格的に実施されることが望まれる。 

ケニアの初等・中等両レベルにおける SMASE 研修は、プロジェクトの実施により得られ

た経験・課題等を踏まえ、将来の制度改善に向けて、教育省・CEMASTEA をはじめとした

関係者が今後一層努力を重ねていくことが望まれる。 

 

３－２ WECSA コンポーネント 

３－２－１ 実績の確認 

（成果の達成度） 

（1）成果 1：SMASE-WECSA メンバー国の ASEI-PDSI 授業実践指導員が育成される 

第三国研修（Third Country Training Program：TCTP）は、予定どおり 2013 年 8 月時点

で 4 ラウンド実施されており、目標の 500 名を上回る 692 名が参加した。2013 年 9 月か

ら第 5 ラウンドが実施される予定であり、それぞれのコースの研修教材も開発中である。

研修の質を測る指標として設定されていた「授業改善指標」は教員能力を測る指標であ

ったため使用できなかったが、研修全体の有益度及びファシリテーションの質は研修参

加者より高く評価されており、研修参加者の内容の理解度も高いことが確認された。よ

って、成果 1 はほぼ達成されており、今後計画どおり TCTP の第 5 ラウンドが実施され、

その質が適切なツールで測られ十分なレベルに達していることが証明されることで、本

成果は完全に達成されると考えられる。 

 

（2）成果 2：SMASE-WECSA ネットワークが強化される 

域内会合/代表者会議は既に目標の 4回開催されており、現在第 5回が計画されている。

2011 年及び 2012 年の会合では域内活動の持続性が主な議題となり、議論が活発に行わ

れたことから、会議の内容も域内連携ネットワークの強化に貢献するものであったこと

がうかがえる。技術会合も目標どおり 3 回が実施され、その参加者による評価も高いこ

とが確認された。メンバー国数は 2009 年から 2010 年にかけて 25 カ国から 27 カ国に増

えたが、プロジェクト期間中特にメンバー国を増やす方針はとられなかったため、2010

年以降増加はみられなかった。これらの達成度から判断し、成果 2 は達成されたといえ

る。 

 

（3）成果 3：CEMASTEA のリソースセンターとしての役割が強化される 

プロジェクトチームは、プロジェクト終了までに ASEI-PDSI のひな形授業計画案の取

りまとめ及び TCTP 教材の改訂及び電子化を行う予定であり、これらは CEMASTEA ウ

ェブサイトに掲載される予定である。プロジェクト前半における活動の遅れにより成果

3 はまだ達成されていないが、残りのプロジェクト期間でこれらの活動に注力すること

で、今後の成果の達成は可能であると考えられる。 
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（プロジェクト目標の達成度） 

SMASE-WECSA メンバー国において、INSET 指導員の ASEI-PDSI に基づいた研修実践能力

が強化される。 

（1）研修実践能力強化指標の総合評価が平均 2.5 以上となる 

⇒2011 年実績 3.08（標本数 69、17 カ国）、2013 年 3.3（標本数 58、4 カ国） 

（2）ASEI-PDSI の概念がメンバー国の研修マニュアル/研修教材に反映されている度合 

⇒11 カ国中 3 カ国が ASEI-PDSI の概念の反映は限定的、6 カ国はある程度反映してい

る、1 カ国は今後反映させる予定と回答した。インパクト調査によると、調査を行っ

た 4 カ国すべての研修内容に ASEI-PDSI が反映されていた。しかし、INSET 指導員の

能力は、ASEI-PDSI の研修マニュアル/教材への反映の度合では測れないことがわかっ

たため、プロジェクト目標の達成度を表す指標として使用できなかった。 

自己評価である上記「研修実践能力強化指標」以外に、インパクト調査では実際に 4 カ国の

INSET を観察し、元研修参加者のファシリテーション能力が十分に強化されていることを確認

している。加えて評価チームで配付した質問票の結果、約 96％の回答者（標本数 48）が本プ

ロジェクトからの支援により能力が強化されたと答えたほか、メンバー国の日本人専門家 8 名

中 7 名もケニアでの研修により C/P の能力が伸びたと回答している。よって、設定された指標

のうち 1 つは機能していないが、得られた情報から総合的に判断し、「INSET 指導員の研修実

践能力強化」というプロジェクト目標はおおむね達成されたと考えられる。また、この達成に

はメンバー国における JICA 支援の理数科 INSET プロジェクトからの貢献もあったと考えられ

る。 

 

（上位目標の達成度） 

SMASE-WECSA メンバー国において INSET システムが確立/強化される。 

（1）INSET に係る政策が策定される 

⇒評価チームの質問票への回答によると、44.2％が自国が INSET に係る政策を有する

と回答した（標本数 77）。 

（2）INSET 実施のための行政システムを有している 

⇒評価チームの質問票によると、61.0％が行政システムを有すると回答した（標本数

77）。 

（3）INSET のための資金メカニズムが存在する 

⇒評価チームの質問票によると、53.2％が資金メカニズムを有していると回答した（標

本数 77）。 

（4）INSET のためのモニタリング・評価システムが存在する 

⇒評価チームの質問票によると、53.2％がモニタリング・評価システムを有している

と回答した（標本数 77）。 

上記指標の明確な定義、ベースラインデータ及び目標値がなく、また同じ国の回答者が異な

る回答をしているなど、得られた回答の信頼性も低い。さらに、研修や会合の実施を主たる活

動とする本プロジェクトの介入と、メンバー国での政策の策定や体制の整備をめざす上位目標

との相関関係も限られている。よって、上位目標の達成度は測定不能である。プロジェクト終

了前までに新たな目標及び指標を設定することが必要である。 
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３－２－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

アフリカ連合文書“Second decade of education for Africa（2006-2015）”において教員の

能力開発及び理数科教育の強化が優先課題とされている点や、本プロジェクトがアフリ

カ教育開発連合（Association for the Development of Education in Africa：ADEA）のワーキ

ンググループの活動として位置づけられた点から、本プロジェクトはアフリカ各国に関

する政策に応えていることが示される。また、日本の対ケニア国別援助方針及び 2013

年 6 月に開催された TICAD V の横浜行動計画とも合致している。 

加えて、本プロジェクトは児童中心型教育に関する実践手法の知識を有していなかっ

たメンバー国のニーズに合致していたほか、プロジェクトチームは期間中もメンバー国

のニーズに応えるべく、研修内容の改訂、新設研修コースの開設、研修受入れ人数の変

更、技術会合の頻度の増加などを行った。 

他方、上位目標とプロジェクト目標の間に乖離があること、各成果の質を測る指標が

十分に設定されておらず、活動とほぼ同様のものが指標として設定されていることなど

から、PDM の論理の適切性は限定的であった。 

 

（2）有効性：おおむねね高い 

前述のとおり、プロジェクト目標の達成度は比較的高い。また、プロジェクトにより

提供された TCTP、第三国専門家派遣、技術会合も研修参加者により高く評価されてい

る。一方、言語の問題から、仏語圏及びポルトガル語圏の参加者は英語圏からの参加者

と比較して学びが少ないと考えられ、これは、英語圏の参加者の方が仏語圏よりも本プ

ロジェクトの支援をより高く評価していることからも裏づけられる。 

また、多くの国を一度に対象としたため、研修や技術会合内容が一般的なものになら

ざるを得なかったこと、JICA プロジェクトを実施していない国に対しては TCTP 後のフ

ォローアップの機会がほとんどなかったことが有効性に関する課題として挙げられる。 

 

（3）効率性：中程度 

南南協力の手法を用いた点、過去のケニアへの投入や育成された人材を生かした点、

及び他ドナーの支援や他スキームとの連携を生かした点は効率性の向上に貢献した。一

方で、成果 3 が達成されていないこと、TCTP 受講者の 40％が教員であったこと、プロ

ジェクトの運営管理体制が複雑でコミュニケーションに課題があったことが効率性を

限定的にした要因であるといえる。 

 

（4）インパクト：中程度 

前述のとおり上位目標の達成見込みは測定不能である。正の波及効果としては、

SMASE-WECSA アソシエーションによるプロジェクト終了を見据えた戦略計画の策定

や、決議の採択など、今後の活動を推し進めるための準備が行われていることが挙げら

れる。また、プロジェクトで構築されたネットワークを活用し、ニジェール、ブルキナ

ファソ及びセネガルが経験共有 WS を行ったほか、セネガルとザンビアは、授業研究に

係る WS を共催することを計画している。 
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（5）持続性：中程度 

CEMASTEA スタッフが現在の活動を継続していく能力を十分に有していることや、

2014 年中に CEMASTEA がより独立した組織である ICADETA となることは持続性にプ

ラスには働いているが、ケニア政府の今後の方針を明確に示す文書がない点、実務レベ

ルのオーナーシップやモチベーションが比較的低い点、モニタリングやデータ管理が適

切に行われていないなどの課題も確認されている。なお、財政面の持続性は確保されて

いないが、南南協力のプロジェクトであるため、ケニア側の予算の確保が難しいことを

考慮し、持続性の判断には財政面の要素は考慮していない。 

 

３－２－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）長期にわたる継続的な支援 

ケニアの国内研修で蓄積した知見、継続的に強化された C/P の能力、ケニア側と日

本側との間に構築された信頼関係、CEMASTEA がアフリカ域内で革新的な INSET を

行う機関として広く知られるようになったことが、効果発現にプラスに影響した。 

2）メンバー国における JICA プロジェクトの存在 

本プロジェクトとメンバー国における JICA の理数科 INSET プロジェクトの相乗効

果により、TCTP 参加者/メンバー国 C/P の能力開発が更に強化できた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

3）中央計画委員会（National Planning Committee：NPC）及びプログラム・コーディネ

ーター委員会（Programme Coordinators Committee：PCC）の開催 

これらの会議開催により、活動の進捗確認や課題の共有等が可能となった。特に、

NPC はケニア国教育省が議長を務めることとなったため、教育省とのコミュニケーシ

ョンも増えた。 

 

３－２－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）PDM のロジックの不明瞭さ 

プロジェクト目標と上位目標の間の相関関係が限られている、適切でなかったり定

義が定まっていない指標がある、などの課題があった。 

2）CEMASTEA スタッフ数の不足 

本プロジェクト開始時より活動数が増えたにもかかわらず CEMASTEA スタッフ数

に変更はなかったため、スタッフは同時並行でいくつも仕事を抱えることとなった。

このことにより、締め切りが順守できなかったり、仕事の質が確保できないことがあ

った。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

3）情報共有の不足 

WECSA コンポーネントの実施が 2 つの委員会に分かれていることなどから、プロ
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ジェクトに係る情報共有が十分でなかった部分があった。 

 

３－２－５ 結論 

プロジェクト目標は、成果 1 及び 2 の達成度が高いことから、ほぼ達成されている。5 項

目評価に関しては、妥当性は高く、有効性はおおむね高いが、効率性、インパクト、持続性

は中程度である。評価チームは、本プロジェクトは TCTP、第三国専門家派遣、技術会合、

域内会合・代表者会議、及びその他の技術交換等の活動をおおむね計画どおりに実施し、参

加者もこれらの活動を高く評価しているため、順調に成果を発現してきたと判断した。他方、

質を伴った目標の達成や持続性を確保するには、スタッフのオーナーシップやモチベーショ

ン、コミュニケーション、モニタリングなどの実施プロセスなどに改善の余地があるといえ

る。 

 

３－３ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

３－３－１ ケニアコンポーネント 

（1）持続可能・効果的・質の高い INSET 制度（初等、中等両方）の確立をめざすため以下

を提言 

＜継続的 INSET＞ 

・SMASE INSET の INSET/CPD（継続的職能開発）プログラムとしての義務化 

・初等版 SMASE Fund の確立 

・初等・中等 SMAS（S）E Fund の透明性の確保 

・プロジェクト終了後活動のための予算（2013/2014 年度）の確保 

・十分な人員確保 

＜効果的 INSET＞ 

・戦略的モニタリングの実施と実施報告書の提出率の向上 

・カスケード型研修の各層の活動のモニタリング・フォローの強化 

・質の高い INSET～SMASE スピリットの復活～ 

・学校現場で実施されている好事例（特に授業研究）の発掘・支援 

・CEMASTEA による学校訪問及びニーズ把握をしたうえでの、理数科支援のための新

規アプローチの創出 

・CEMASTEA によるコーディネーション強化 

 

３－３－２ WECSA コンポーネント 

メンバー国に対し技術支援を継続的に提供できる基盤確立のため以下を提言。 

・アフリカ域内における理数科のプラットフォームとしての機能強化 

・域内活動のための CEMASTEA のステータスの付与  

・TCTP への更なる支援 

・ニーズ調査の実施、明確なターゲットと指標の設定 

・（短期的）TCTP レポートのフォーマット統一化 

・（短期的）域内協力に関するレポートの整備、管理職によるモニタリング実施 
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３－４ 教訓 

３－４－１ ケニアコンポーネント 

（1）初等教育レベル 

・本フェーズは、中等理数科教員研修の成功体験・教訓を活用し、全国の初等の既存の

クラスターでの研修を再活性化し、最終的には学校レベルでも横のつながりが生まれ

ることをねらって設計された。CEMASTEA の大多数の職員は中等理数科のバックグ

ラウンドのため、初等理数科のバックグラウンドを有する職員の増員がなされるはず

であったが、中間評価等を通じてケニア教育省に継続的に申し入れを行ってきたにも

かかわらず、人員の追加配置は実現しなかった。このような当初予定と異なった展開

に対応するために、案件設計時に、2～3 年程度のパイロット（実証）フェーズを組み

込んでおいたことが望ましかったと考える。実証フェーズ後、人員増の課題が明らか

になった場合に、JICA としてはその課題の解決を求めることを全国展開の条件として

交渉する、あるいは、適切な計画（規模・時期）の修正が可能となったのではなかっ

たかと思われる。 

・現職教員の INSET 参加を促し、効果的な INSET を継続させるためには、教員個人の

みならず、所属する学校の校長の理解とリーダーシップが重要である。 

 

（2）中等教育レベル 

・全初等学校長への意識啓発活動（sensitization）は、INSET 内容の共有化や学校レベル

での取り組みの促進につながった。 

・校長 WS でディストリクト視学官（District Quality Assurance and Standards Officer：

DQASO）がファシリテーターとしてかかわったことは、ASEI の実践の拡大をもたら

し、同時に DQASO の指導力を高めた。 

 

３－４－２ WECSA コンポーネント 

（1）個別ニーズに対応した協力 

・2009 年に実施された国別特設 TCTP のように、先方ニーズに基づいてオーダーメイド

された TCTP 及びそれに関する第三国専門家の派遣は、各国の INSET に対する意識を

高めるとともに、自ら INSET 制度を開発する能力も醸成した。 

 

（2）第三国専門家 

・CEMASTEA のスタッフが第三国専門家として推薦を受けた際、そのプロセスに受け

入れ国側は加わっていなかった。供給側だけで人選等を行っていたことが、結果的に

第三国専門家への関心の低下を招いてしまった。 

 

３－５ フォローアップ状況 

ケニア政府は、プロジェクト終了後も、独自に TCTP を実施することや、域内協力に関心を

示している。今後、CEMASTEA の研修運営管理力や研修の質を評価したうえで、TCTP を支援

していくかどうか判断する必要がある。本 TCTP のフォローアップの位置づけで、

SMASE-WECSA 域内会合を実施していくことが、アフリカ域内での知見・経験の共有の促進に
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効果的と考えられる。 

また、CEMASETEA の域内協力への助言、ADEA 理数科教育ワーキングループの活動の促進

等のために、域内協力アドバイザーの派遣を検討する必要がある。 
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Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country: The Republic of Kenya Project title: The Strengthening of Mathematics and 

Science Education (SMASE) 

Issue/Sector: Basic Education Cooperation scheme: Technical Cooperation 

Division in charge: 

Human Development Department 

Total cost: 101.8 million yen 

Period of 

Cooperation 

(R/D): 

2009/01/01-2013/12/31 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Ministry of Education, Science and Technology 

Supporting Organization in Japan: - 

1. Background of the Project 

The Government of Kenya (GOK) introduced Free Primary Education (FPE) in 2003 and Free Day 

Secondary Education (FDSE) in 2008, which have rapidly expanded access to education in Kenya. 

However, the quality of education, particularly the learning achievement in mathematics and science has 

been stagnant. To improve the quality of education, the GOK had requested the Government of Japan 

(GOJ) to provide a series of technical cooperation projects such as the “Strengthening of Mathematics 

and Science in Secondary Education (SMASSE) Project (hereinafter referred to as “SMASSE”)” and 

“SMASSE Phase 2,” which aimed to promote in-service education and training (INSET) for mathematics 

and science teachers. 

The successful results of SMASSE project in Kenya led 34 African countries to convene to address 

the current challenges being faced in mathematics and science education and organize the “Strengthening 

of Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central and Southern Africa 

(SMASE-WECSA) Association.” The activities of SMASE-WECSA contributed to the promotion of 

mathematics and science education and the establishment of the INSET system in SMASE-WECSA 

member countries in Africa.  

The achievements in mathematics and science education at the secondary education level and the 

positive influence on other countries in Africa through SMASSE and SMASSE Phase 2, led the GOK to 

request further technical cooperation with GOJ in order to implement the primary INSET in Kenya and 

strengthen the SMASE-WECSA network in Africa. 

Thus, the Japan International Cooperation Agency (JICA) and the Ministry of Education (MOE) of 

Kenya, through cooperation with the Centre for Mathematics, Science and Technology Education in 

Africa (CEMASTEA), started the five-year-project called the “Strengthening of Mathematics and 

Science Education (SMASE)” in January 2009, which is expected to be completed in December 2013. 

The activities of the Project are composed of the following two components: 1) Kenyan Component 

targeting Kenyan education, and 2) SMASE-WECSA Component targeting SMASE-WECSA member 

countries. 
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2.  Project Overview 

2-1. Kenyan Component 

(1) Overall Goal 

Capability of young Kenyans in Mathematics and Science is upgraded. 

(2) Project Purpose 

Quality of Mathematics and Science education at Primary and Secondary school levels in Kenya is 

strengthened through In-Service Education and Training (INSET). 

(3) Outputs 

1) A system of National INSET for Regional Trainers is established at CEMASTEA. 

2) A system of Regional INSET and Regional workshop is established at Primary Teachers’ Training 

Colleges (PTTCs). 

3) Existing system of cluster INSET is strengthened. 

4) Secondary Mathematics and Science teachers’ “Activity, Student Centred, Experiment, and 

Improvisation/Plan, Do, See, and Improve (ASEI/PDSI)” practices in classroom are enhanced. 

5) Role of CEMASTEA as resource centre for mathematics and science education is strengthened. 

 

2-2. WECSA Component 

(1) Overall Goal 

Quality of Teaching and Learning of Mathematics and Science in member countries is improved. 

(2) Project Purpose 

Capability of INSET providers to implement ASEI/PDSI based INSET in member countries is 

strengthened. 

(3) Outputs 
1) ASEI/PDSI based INSET providers from member countries are trained. 

2) SMASE-WECSA network is strengthened. 

3) Role of CEMASTEA is strengthened as resource centre for mathematics and science education in 

Africa. 

 

2-3. Kenya and WECSA Components 

(4) Inputs (at the time of evaluation) 

Japanese side 

No. of long-term Experts: 7        

No. of short-term Experts: 3 

No. of trainees received: 136 

Equipment: Ksh. 101,554,593 (112,726 thousand yen) 

Local cost (Kenya component): Ksh. 79,364,693 (88,095 thousand yen) 

WECSA component-related expense: Ksh. 317,308,219 (352,212 thousand yen) 

Kenyan side 

No. of counterparts: 5 (MOEST), 45 (CEMASTEA), and approx. 6,000 (regional level) 

Land and Facilities: Buildings, offices and other facilities necessary for INSET activities 

Local Cost: Ksh. 472,326,270 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Mr. Shinichi Ishihara Leader (JICA) 

Ms. Akiko Komori Cooperation Planning (JICA) 
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Team Ms. Sawa Hasegawa Evaluation Analysis 1 (Japan Development Service Co., Ltd.) 

Ms. Chie Tsubone Evaluation Analysis 2 (Global Link Management Inc.) 

Period of 

Evaluation 

2013/07/15-08/11 (Kenya Component) 
Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

2013/06/29-08/11 (WECSA Component) 

III. Results of Evaluation 

III-1. Kenya Component 

1. Project Performance 

1-1. Outputs 

(1) Output 1 is considered to be almost achieved and the system of National INSET for Regional 

Trainers has been almost established at CEMASTEA. 

(2) Output 2 is considered to be not achieved to the fullest. Neither the number of Cluster Trainers 

trained by the Regional INSET nor the numbers of TAC Tutors/Zonal QASOs, County QASOs and 

Sub-county QASOs trained by the Regional Workshops has reached the target as well as the quality 

of Regional INSET has not reached the expected level. It is deemed that while the system of 

Regional INSET and Regional workshops has been established at PTTCs to some extent, the system 

in terms of the quality and number of participants has a room for improvement. 

(3) Output 3 is considered to be achieved, but not to the fullest. The number of primary school teachers 

trained by the Cluster INSET has not reached the targeted number. It is deemed that while the system 

of Cluster INSET has been strengthened to some extent, the system in terms of the quality and 

number of participants has a room for improvement. 

(4) Output 4 is considered to be achieved, but not to the fullest. While the reasonable number of 

secondary school principals has participated in the Principal’s Workshops, their supervision on 

ASEI-PDSI practices has not been enhanced or improved to the expected level during the project 

period. Only 2 out of expected 4 Principal’s Workshops have been conducted so far, due to many 

factors such as teachers strike, lack of funds by some DPCs and change of modality of training. It is 

deemed that the secondary M/S teachers’ ASEI-PDSI practices in classroom have been enhanced to 

some extent. 

(5) The achievement of Output 5 is in progress and Output 5 is expected to be achieved by the end of the 

Project. The revised Primary INSET materials (write-ups) for Cycle 1&2 as self-explanatory 

materials, the booklet on ASEI-PDSI practices and the exemplary lesson video are to be completed 

by the end of the project period. 

 

1-2. Project Purpose 

- The Project Purpose for primary level is expected to be achieved. The results of 3 quantitative 

indicators for Project Purpose are found to be positive. Meanwhile, the number of primary school 

teachers who participated in the Cluster INSET has not reached the target number. It is therefore 

desirable that the SMASE INSET will be continuously conducted at the primary level and more 

primary school teachers will be trained to reach the target. 

- The Project Purpose for secondary level has been achieved to some extent. Some activities for 

secondary level were not conducted as expected as well as all districts did not conduct the District 

INSET every year as assumed. It is likely that these issues have affected the achievement of Project 

Purpose for secondary level. 

 

1-3. Overall Goal 

- It would be desirable that the achievement of Overall Goal for primary level be measured by another 

indicator. In regard to the secondary level, based on the result of indicator, the prospect for 

achievement of Overall Goal was not clearly identified by the SPIAS results. 
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2. Summary of Evaluation Results 

2-1. Relevance: Moderately high 

- The Project meets the needs of its targets, i.e. primary and secondary school teachers who teach 

mathematics and science. They have been aspired to upgrade their teaching skills. However, this 

does not meet their demands of career advancement. 

- The Project is consistent with the national development strategy as well as educational development 

policy of the Government of Kenya such as “Vision 2030,” “Sessional Paper No. 14 of 2012,” “Basic 

Education Act 2012” and “Teachers Service Commission Act 2012.” 

- The Project is consistent with the Japan’s ODA policy such as “Action Plan adopted in the TICAD 

IV,” “Country Assistance Policy for the Republic of Kenya” and “Japan's ODA: Rolling Plan for the 

Republic of Kenya.” 

- The 3-in-1design of the Project, comprising primary, secondary and WECSA components caused 

some complication in the implementation of project activities. The design also overlooked piloting 

stage that would have been appropriate. Similarly, targeting only grades 6, 7, or 8 teachers caused a 

challenge in consistent participation of same teachers since teachers teach different classes year by 

year. 

 

2-2. Effectiveness: Medium 

- The Project Purpose for primary level is expected to be achieved as far as the SMASE INSET, 

especially the Cluster INSET, will be continuously conducted and school-based training will be 

developed in schools. The Project Purpose for secondary level has been achieved to some extent. 

- The achievement level of Project Purpose for both primary and secondary levels have been affected 

by factors such as project design, insufficient inputs and issues on the project management. The 

Project has been also affected by the important assumptions towards Outputs and Project Purpose. 

 

2-3. Efficiency: Medium 

- The achievement of Outputs 2, 3 and 4 have been realized, but not to the fullest extent. Output 1 is 

almost achieved and Output 5 is being achieved once the on-going activities are completed. 

- The achievement of Outputs has been affected by the following factors: ambitious project design; a 

shortage in CEMASTEA personnel and delay in disbursement of fund for conducting the SMASE 

INSET and Workshops; project implementation affected by the important assumptions; creation of a 

new administrative structure and transfer of personnel; and change of the implementation system of 

Principals’ Workshops midway through the Project. 

 

2-4. Impact: Medium 

- In regard to the prospect for achieving the Overall Goal of the Project, the present level of 

achievement of Overall Goal was not clearly identified based on the results of indicators. 

- In regard to the project impacts, the following developments have been reported: 1) some schools 

have been trying to exercise some ingenious attempts to improve their teachers’ skills in 

mathematics and science based on the experiences of SMASE INSET and Workshops, one of which 

is the lesson observation among teachers; 2) the Makueni DPC members recognize the necessity of 

improving the SMASE INSET based on the needs assessment of teachers and show their high 

motivation to develop their customized SMASE programme including the training curriculum and 

contents of SMASE INSET by their own. 

 

2-5. Sustainability: Moderately high 

- Concerning the policy and institutional aspects, the strengthening of teacher education as well as the 

improvement of teaching/learning in mathematics and science is considered to be one of the 

important strategies for Kenya in order to realise the national development. The plan for upgrading 

CEMASTEA to one of the Semi-Autonomous Government Agency status, i.e. ICADETA, is an 

evidence of the commitment of the Kenyan government to achieving the purpose as well as overall 

goal of the Project. 
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- Concerning the organizational aspect, the strong government backing described above means that 

CEMASTEA is expected to play a major role in the strengthening of teacher education in Kenya. Its 

organizational authority is therefore likely to grow in the coming years. The upgraded ICADETA is 

planning to continue the SMASE INSET and Workshops, both of which have been developed under 

the Project. 

- Concerning the financial aspect, the proposed SMASE INSET funding for primary level as a part of 

“Free Primary Education” could strengthen the sustainability to meet the expenses of 

implementation cost of SMASE INSET, same just as the secondary SMASE funding through “Free 

Day Secondary Education.” 

- Concerning the technical aspect, CEMASTEA staffs have enough know-how and skills for planning, 

execution and management of National INSET and Workshops. The District, Regional and Cluster 

Trainers have acquired their skills by implementing the INSETs under the Project and it is essential 

for them to continue to improve their skills through the actual works. 

 

3. Factors that Promoted Realization of Effects 

3-1. Factors concerning the Planning 

- None 

 

3-2. Factors concerning the Implementation Process 

- The SMASSE/SMASE Project has lasted for 15 years in Kenya and succeeded in reaching many 

project stakeholders who belong to the education sector in Kenya. In spite the changes in 

administrative personnel both at national and local levels during the Phase 3, the newly assigned 

persons, including PTTC principals and tutors, CDE and CQASO, DEO and DQASO and TAC tutors 

have known of and understood the SMASE Project somehow since they had been engaged in the 

Project in their previous positions. 

- MOEST set up the “Technical Committee on Re-engineering of CEMASTEA” in 2011, where key 

stakeholders of the Project discussed how to improve the management of CEMASTEA and 

implementation of SMASE Programme. 

 

4. Factors that Impeded Realization of Effects 

4-1. Factors concerning the Planning 

- The design of conducting the SMASE INSET at primary level across the country would be 

speed-before-quality decision. It would be more appropriate and effective if the SMASE 

INSET for the primary level had been introduced to some pilot regions at first and a stable 

model of primary level, including the guidelines, training manuals and implementation system, 

had been firmly established through the enough experiences and lessons of pilot regions. 

 

4-2. Factors concerning the Implementation Process 

- In Kenya the numbers of schools, teachers and students have been increasing over time. The 

local administrative system and personnel have also been changed with constitutional revision. 

This forced the Project to change numbers of some target groups, e.g. DEOs and QASOs. The 

implementation system of Principals’ Workshops was also changed in the middle of project 

period. 

- The delayed disbursement of budget from MOEST has affected the planned implementation of 

SMASE INSET and Workshops. 

- In some districts, the District INSET for secondary level was not conducted due to the 

interference by Teacher’s Trade Union which negatively affected the implementation of 

INSET. 

- Many teachers who participated in the INSET are not satisfied with the fact that SMASE 

INSET does not lead to their promotion. This interfered with attendance of INSET. 
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5. Conclusion 
- Based on the findings of the Terminal Evaluation, it is concluded that the Project has achieved 

expected outputs, but not to the fullest extent. Output 1, 2 and 3 is concerned with the newly 

introduced National, Regional and Cluster INSETs as well as Workshops. These were developed and 

implemented, though some were behind the schedule. Secondary level activities in Output 4 were 

implemented, but only to some extent. The achievement of Output 5 is in progress and is expected to 

be achieved by the end of the Project. The SMASE INSET system both at the primary and secondary 

levels still has issues to be considered and modified for the future improvement. 

III-2. WECSA Component 

1. Project Performance 

2. Project Performance 

1-1. Project Purpose 

Project Purpose: Capability of INSET providers to implement ASEI/PDSI based INSET in member 

countries is strengthened. 

� Verifiable indicator (a): INSET providers obtain a mean of 2.5 on a scale of 0-4 in the overall 

assessment of Capacity Building Index for INSET provision 

⇒3.08 in 2011 (N=69, 17 countries), and 3.3in 2013 (N=58, 4 countries) 

� Verifiable indicator (b): The extent to which the ASEI-PDSI concept is reflected in the 

training manual/materials in the member countries. 

⇒Among 11 countries, training manuals/materials of three countries have limited reflection of the 

concept of ASEI-PDSI, six countries have certain reflection of the concept, one country has a will 

to reflect, and one answer was not pertinent to the question. According to the impact survey results, 

all the four sample countries incorporated the concept in their training contents. However, this 

indicator does not necessarily prove the degree of capacity developed.  

Besides above indicators, the impact survey team observed INSET sessions, and objectively 

confirmed that the ex-participants’ facilitation skills have been developed sufficiently in the four 

sample countries. 

Moreover, 96% of ex-participants assessed that their capacities were developed by assistance 

provided by the Project (N=48), and seven out of eight Japanese experts in member countries 

answered that the capacities of their counterparts were developed by TCTP. Therefore, judging 

from these information and the status of Indicator (a), the Project Purpose was mostly achieved 

although Indicator (b) was not pertinent. 

 

1-2. Overall Goal 

Overall Goal: INSET systems in member countries are established/strengthened. 

� Verifiable indicator (a): Existence of policy on INSET 

⇒According to the results of the questionnaire of the evaluation team, 44.2% responded that their 

countries own INSET policies (N=77). 

� Verifiable indicator (b): Existence of administrative structure on INSET system 

⇒According to the results of the questionnaire of the evaluation team, 61.0% responded that they 

have administrative structures (N=77). 

� Verifiable indicator (c): Existence of a funding mechanism for INSET 

⇒According to the results of the questionnaire of the evaluation team, 53.2% responded that they 

have funding mechanisms (N=77). 

� Verifiable indicator (d): Existence of M&E systems of INSET 

⇒According to the results of the questionnaire of the evaluation team, 53.2% answered that they 

have M&E structures (N=77). 

It is impossible to assess the achievement level of the Overall Goal due to the absence of definitions, 

baseline data and targets for the indicators, and limited reliability of obtained information. Also, the 
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causality between the intervention of the Project and the indicators is limited. Therefore, setting new 

indicators is recommended. 

 

1-2. Outputs 
(1) Output 1: ASEI-PDSI based INSET providers from member countries are trained. 

� Verifiable Indicator (a): TCTP at CEMASTEA is carried out five times 

⇒Four rounds of regular TCTP have been carried out to date. The fifth round is planned to be held 

from September to October 2013. 

� Verifiable indicator (b): At least 500 participants attend the TCTP at CEMASTEA 

⇒In total, 692 participants have attended since January 2009.  

� Verifiable indicator (c): At least 15 sets of training materials are produced 

⇒In total, 12 regular TCTPs, and one customized TCTP were organized, and one set of training 

material was produced for each course. As the Project plans to conduct three more TCTPs, and is 

developing a set of material for each, 16 sets of training materials will be developed in total by the 

end of the Project. 

� Verifiable indicator (d): Lesson Innovation Index attains a mean of 2.5 

⇒The impact survey was conducted by the project team in the Gambia, South Sudan, Uganda and 

Zambia from March to May 2013, and the team found that the mean of Lesson Innovation Index was 

3.06. However, Lesson Innovation Index is not an appropriate indicator because it is a tool to 

measure the level of practice of ASEI-PDSI in classroom.  

Though Indicator (d) could not be used, it was confirmed that the usefulness of training and quality of 

facilitation are evaluated highly by participants, and the level of understanding of the training contents is 

satisfactory through project documents and the response to the questionnaire of the evaluation team. 

Therefore, Output 1 has been mostly achieved. It will be fully achieved by the end of the project period 

if the planned activities are implemented, and the quality of upcoming TCTPs and the level of 

knowledge gained by participants, which are to be assessed by more relevant tool, are proved to be 

satisfactory. 

 

(2) Output 2: SMASE-WECSA network is strengthened. 

� Verifiable indicator 2(a): Regional conferences and SMASE-WECSA delegates meetings are held at 

least four times 

⇒SMASE-WECSA Regional Conference and Delegates Meeting were held four times. The fifth 

Regional Conference will be held from October 28 to November 1, 2013, and Delegate Meeting will 

be held from 28 to 29 October, 2013. 

� Verifiable indicator 2(b): Increased number of countries participating in SMASE-WECSA activities 

and implementing INSET 

⇒The number has increased from 25 to 27. There was no increase since 2010. 

� Verifiable indicator 2(c): Technical workshops organized by Kenya or in collaboration with member 

countries are held at least three times. 

⇒Three technical workshops were conducted in Swaziland in 2009, Kenya in 2012 and Zambia in 

2013.  

Output 2 has been fully achieved judging from the status of the indicators. It was also confirmed that the 

contents of conferences were appropriate to strengthen the network, and Technical Workshops were 
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highly appreciated by the participants. 

 

(3) Output 3: Role of CEMASTEA is strengthened as a resource center for Mathematics and Science 

education in Africa. 

� Verifiable indicator 3(a): ASEI/PDSI prototype lesson plans, developed by member countries, are 

compiled and disseminated. 

� Verifiable indicator 3(b): One of the TCTP materials (write-ups) is revised/refined for publication. 

� Verifiable indicator 3(c): The revised material is digitized and made available through the 

CEMASTEA website. 

All the three indicators have not achieved yet. The project team plans to finalize all the related activities 

by the end of the project period. Therefore, Output 3 has not yet been achieved, but it is possible to 

achieve it if the planned activities are conducted. 

 

3. Summary of Evaluation Results 

2-1. Relevance: High 

WECSA component is relevant to the needs and policies of African nations as follows:(1) African Union 

prioritizes teacher development along with mathematics and science education in its recent strategic 

paper “Second decade of education for Africa (2006-2015)” and (2) the activities of the WECSA 

component are at the same time activities of working group of mathematics and science education of the 

Association for the Development of Education in Africa. It is also consistent with Japanese ODA/foreign 

policy for Kenya, and Yokohama Action Plan (2013-2017) of TICAD V. 

The means that the Project adopted, which is South-South Cooperation, was appropriate considering the 

experiences and knowledge Kenya has accumulated over a decade, and the similarity of context and 

challenges other African countries have. The Project also matched the needs of the member countries, 

which do not have practical knowledge about how to practice child-centered teaching in classroom. The 

Project also revised the contents of the training in response to emerging needs of the member countries. 

Meanwhile, the appropriateness of logic of PDM was limited due to the gap between the Overall goal 

and the Project Purpose, and inappropriate indicators. 

 

2-2. Effectiveness: Moderately High 

As explained, the achievement level of the Project Purpose is relatively high. Also, TCTP, Third Country 

Expert Dispatch and Technical Workshop are evaluated highly by participants. Meanwhile, the 

effectiveness for participants from Francophone and Lusophone countries is considered to be limited due 

to the barrier of language. Also, the contents of TCTP and Technical Workshop tend to be general to 

cover interests of all the member countries. It is assumed, from the experience of conducting a special 

course for South Sudan, that a country-specific TCTP would enhance the effectiveness. Another 

challenge is the difficulty for ex-participants to adapt and spread ASEI/PDSI without additional support 

and follow-ups in their own countries. The effectiveness for these countries would have been more 

visible by leveraging the follow-up activities. 
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2-3. Efficiency: Medium 

While Output 1 and 2 have been mostly achieved, the achievement level of Output 3 is low due to the 

delay in the activities. The fact that the Project adopt the scheme of South-South cooperation, and 

utilized past inputs to Kenya, which are Kenyan human resources and experiences strengthened, as well 

as equipment provided previously contributed to raise the efficiency. In addition, the Project benefitted 

from the cooperation provided for CEMASTEA by the Belgium NPO. Also, additional buildings being 

constructed by JICA grant will strengthen Output 3 (establishment of resource center). Meanwhile, the 

fact that 40% of TCTP participants were teachers, and the system in which the WECSA Component 

activities were delegated to two different committees decreased the efficiency.  

 

2-4. Impact: Medium 

It is impossible to assess the achievement level of the Overall Goal due to unclear definitions, targets, 

baseline data, and obtained information on the indicators. Also, the causality between intervention of the 

Project and the indicators is limited. Other impacts include active discussions and initiatives taken by 

SMASE-WECSA Association to sustain the network after the termination of the Project, COMEDAF’s 

recognition of CEMASTEA as the lead agency for improving science, mathematics and technology in 

Africa, and active technical exchanges among member countries and ex-participants.  

 

2-5. Sustainability: Medium 

(1) Policy: CEMASTEA is mandated by MOEST to conduct WECSA Component activities. There are 

indications, through the bill to convert CEMASTEA to ICADETA and the commitment of MOEST to 

COMEDAF that CEMASTEA will serve as a lead agency for improving science, mathematics and 

technology, that the Kenyan government will continue to support WECSA activities. 

(2) Finance: No alternative funding has been confirmed to run WECSA Component activities after the 

project period.  

(3) Institutional/ Personnel/Organizational: The bill to convert CEMASTEA to the Institute of Capacity 

Development of Teachers in Africa (ICADETA) is expected to be approved by the parliaments 

within this year. It will be easier, under this more autonomous system, to create a section solely in 

charge of WECSA Component. Meanwhile, it was pointed out, through interviews, that ownership 

and motivation for routine activities such as TCTP is limited among working-staff levels. Also, the 

documentation and the quality of reports need significant improvement so that information and 

lessons learned can be shared and retained. 

(4) Technical: CEMASTEA staff have sufficient capacities to continue the current activities. Meanwhile, 

it is important to keep upgrading their capacities in order to further improve the current activities and 

to meet the needs of the member countries. Moreover, their capacities to conduct quality evaluation 

and impact studies need to be further improved. 

 

4. Factors that promoted realization of effects 

There are several contributing factors of the Project, which includes: (1) long-term and continuous 

assistance and collaboration between Kenya and JICA, (2) existence of JICA projects in member 

countries, and (3) establishing NPC and PPC meetings 
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5. Factors that impeded realization of effects  

4-1. Inadequate logic of PDM  

The definition of the narrative summary of the Project Purpose, logic between the Project Purpose and 

the Overall Goal, and definitions as well as relevance of some of the indicators were not sufficient. 

Moreover, common understandings regarding the PDM among the project team are missing.  

4-2. Inadequate number of staff at CEMASTEA 

Efforts were made by CEMASTEA staff to implement project activities as scheduled. However, due to 

the limited number of staff, they have been occupied with competing tasks, and observance of deadlines 

and the quality of work may have been compromised. 

4-3. Inadequate information sharing on the WECSA Component activities 

Sharing of information regarding WECSA Component between a temporary committee and WECSA 

Committee, as well as among WECSA Committee is not sufficient. Because results of activities such as 

Regional Conference, Technical Workshop, and other WECSA activities are not sufficiently shared with 

the committee members, it was sometimes difficult for them to pursue allocated tasks without 

information resulted from these activities.  

 

6. Conclusion 

The Project Purpose was mostly achieved mainly by the high achievement levels of Output 1 and 2. 

Regarding evaluation by the five criteria, while Relevance is high and Effectiveness is moderately high, 

Impact, Efficiency and Sustainability are medium. 

The evaluation team concluded that the Project has made steady progress towards the target by 

conducting TCTP, Technical Workshop, Regional Conference/Delegates Meeting, and other technical 

supports and exchanges, which have been highly appreciated by the member countries. Meanwhile, the 

implementation process, which includes ownership/motivation regarding routine WECSA activities, 

communication, and monitoring requires further improvement in order to achieve the target with quality 

and to ensure sustainability of the component. 

 

6. Recommendations 

6-1. Kenya Component 

6-1-1. For Sustainable INSET 

(1) SMASE INSET at all levels as Mandatory INSET/Continuous Professional Development 

(CPD) Program 

(2) Establishment of Primary SMASE Fund 

(3) Reinforcement of Accountability for SMASE Fund 

(4) Securing CEMASTEA budget for FY2013/14. 

(5) Providing adequate staffing level 

(6) Institutional sustainability 

6-1-2. For Effective INSET 
(1) Implementation of strategic monitoring 

(2) Effective follow-up on SMASE activities at cascaded levels 

6-1-3. For Quality INSET 

Re-vitalizing SMASE Spirits – Learning from the Ground 
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6-2. WECSA Component 

6-2-1 CEMASTEA’s function as a platform for Mathematics and Science Education in Africa 

6-2-2 Legal Status for CEMASTEA for Regional Activities for further regional cooperation 

6-2-3 Further Enforcement of the Support of Regional Activities 

6-2-4 Improvement in TCTP procedures; Improvement of TCTP Report, and Record Keeping, 

monitoring, indicators, needs analysis 

 

7. Lessons Learned 

7-1. Kenya Component 

(1) Primary Level 
- Pilot approach must be considered when the target level was changed from Secondary to 

Primary. It would be more effective if the SMASE INSET at primary level had been 

introduced to some pilot regions to develop the adjusted model for nation-wide INSET 

including guidelines, training manuals and implementation system. The experiences and 

lessons of pilot activities may contribute to minimize various challenges for the scaling-up as 

well as to improve training contents based on the ground needs. 

- Involvement of Head teachers was quite effective. Facilitation of the ASEI-PDSI concepts with 

broad coverage produced the certain impacts. 

(2) Secondary Level 

- Involvement of sensitization for all principles (instead of only one in Phase 1) led to enhanced 

support at the school level. It was acknowledged and appreciated by  many stakeholders. 

- The use of lesson study at the school level goes along with the understanding of ASEI practice. 

- Use of DQASO as facilitators in Principals WS helped them internalize ASEI practice which in 

turn enhance their supervision. 

 

5-2. WECSA Component 

(1) Effectiveness of Customized Assistance 

For South Sudan, a customized TCTP course was developed based on the country needs, and it was 

conducted attended by 73 participants in 2009. At the same time, Third Country Experts were 

dispatched three times to provide assistance for project formulation, development of training 

curriculum/ modules, and tools for evaluation and baseline survey. It was proved, by the 

observation of INSET sessions by the impact survey team, that this country-specific assistance was 

effective to develop their INSET capacities. 

(2) TCE 
When the staffs of CEMASTEA were nominated as TCE, beneficiary country was not involved the 

nomination of the staff. This could be one of the reasons for the declining number of TCE mission. 

This service should be assessed to take into account the interest of the beneficiary countries. 
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第１章第１章第１章第１章    評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ケニア教育セクターでは、初等教育無償化政策（2003 年）に続いて、中等教育無償化政策（2008

年）が実施され、教育へのアクセス拡大が図られた結果、初等教育純就学率は 68.8％（1999 年）

から 91.4％（2010 年）へ、また中等教育純就学率は 13.7％（1999 年）から 32.6％（2010 年）（EMIS

教育省）へと増加し、量的拡大が進んだ。一方、初等、中等教育修了資格試験（特に中等理数科）

では、受験者の半数以上が成績下位 2 ランクに集中するなど非常に低く、教育の質的な改善は進

んでいない。 

ケニア教育セクター開発計画（Kenya Education Sector Support Programme：KESSP）（2005～2010

年）では、理数科の成績が低い理由として「教科書保有率の低さ」「教員の教授技術や理解度の

低さ」が指摘されている。また、長期開発計画（Vision 2030）では、「ケニアの経済の持続的発展

には産業構造の工業化が不可欠」であり、その原動力として「教育・研究の質的向上」が重点課

題の 1 つとされている。 

教育の質的改善を進めるため、ケニアは日本の協力を受け、1998 年から一連の技術協力プロジ

ェクトの中等理数科教育強化計画（Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education: 

SMASSE）、同フェーズ 2（以下、「SMASSE フェーズ 2」と記す）を通じて、ケニアにおける現

職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）を推進してきた。これらの協力の結果、

SMASSE フェーズ 2 終了時評価調査においては、INSET 制度の構築、その有効性、持続発展性が

確認された。 

このような成果は、理数科教育においてケニアと同様の問題を抱えるアフリカ諸国へも、普及

されるべきであるという要望が高く、2001 年には域内連携ネットワーク（Strengthening of 

Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central, and Southern Africa：SMASE-WECSA）

が発足し、定期的な域内関係者会合、ケニアでの中核人材育成研修が実施されるなど、域内各国

での理数科教育振興、教員研修制度の構築の取り組みが強化された。SMASSE 及び SMASSE フ

ェーズ 2 を通じた中等教育レベルでの、理数科教育強化による成果、アフリカ域内への成果普及

の実績を踏まえ、ケニア政府は、さらにケニア国内の初等理数科教員研修の実施、及びアフリカ

域内支援強化を柱とした技術協力に対する支援を日本政府に要請した。 

理数科教育強化計画（SMASE）（以下、「本プロジェクト」と記す）は、ケニア教育・科学・技

術省（Minisitry of Education, Science and Technology）（以下、「教育省」と記す）及び教育省参加

のアフリカ理数科・技術教育センター（Centre for Mathematics, Science and Technology Education in 

Africa：CEMASTEA）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2009 年 1 月より 2013

年 12 月までの 5 年間の予定で実施されており、プロジェクト活動はケニア国内を対象とする「ケ

ニアコンポーネント」と、アフリカ域内の SMASE-WECSA メンバー国を対象とする「WECSA コ

ンポーネント」の 2 つから構成される。 

本終了時評価調査は、教育省と合同でプロジェクトの目標達成度や成果等を確認するとともに、

プロジェクト終了後を含む今後の課題及び方向性について議論し、その結果を合同評価報告書に

取りまとめ、関係者間で合意することを目的とする。本調査団の主な調査項目は以下のとおり。 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に沿って、プロジ

ェクト活動の進捗状況や成果の達成度、実施プロセスを確認する。 
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（2）計画達成度、実施プロセスを踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から、プロジェクトの成果、実施上の課題を確認し、プロジェクトチーム及

びケニア側関係者とともにプロジェクトの評価を行う。 

（3）評価結果に基づき、プロジェクト終了（2013 年 12 月）までに取り組むべき課題を明確に

するとともに、より長期的なケニア側の自主的な取り組みの方向性についてもプロジェクト

チーム及びケニア側関係機関と協議し、提言として取りまとめる。また、今後 JICA がケニ

アあるいは他国において実施する類似の教育支援案件に役立つ教訓があれば取りまとめる。 

（4）評価・協議結果を合同報告書として取りまとめてケニア側と合意する（合同評価報告書は、

付属資料 1 のミニッツを参照）。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 石原 伸一 JICA 人間開発部 参事役 

協力企画 小森 明子 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

評価分析 1 

（ケニアコンポーネント） 

長谷川 さわ 株式会社 日本開発サービス 

調査部研究員 

評価分析 2 

（WECSA コンポーネント） 

坪根 千恵 グローバルリンクマネジメント株式会社 

社会開発部 

 

１－３ 調査日程 

調査日程は、次のとおりである。 

2013 年 6 月 29 日（土）～8 月 11 日（日） （評価分析 2） 

2013 年 7 月 15 日（月）～8 月 11 日（日） （評価分析 1） 

2013 年 7 月 28 日（日）～8 月 11 日（日） （団長） 

2013 年 7 月 31 日（水）～8 月 11 日（日） （協力企画） 

詳細は付属資料 2 の Annex 1 及び付属資料 3 の Annex 5 を参照。 

 

１－４ 主要面談者 

調査団は、ケニア教育省、CEMASTEA、地方教育事務所、初等教員養成校、プロジェクト活動

で能力強化された教員が働いている初等学校、中等学校等の視察、関係者との協議、インタビュ

ーを行った。（面談者リストは付属資料 2 の Annex 2 及び付属資料 3 の Annex 6 を参照）。 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

２－１ 基本計画 

本プロジェクトはケニア国内を対象とする「ケニアコンポーネント」と、アフリカ域内の

SMASE-WECSA メンバー国を対象とする「WECSA コンポーネント」の 2 つから構成されており、

それぞれのコンポーネントについて、PDM を作成している。ケニアコンポーネントは、初等教員

を対象とする活動と中等教員に対する活動とに大別される。 

【ケニアコンポーネント】 

名称 ケニア国 理数科教育強化計画プロジェクト 

Strengthening of Mathematics and Science Education（SMASE） 

協力期間 2009 年 1 月～2013 年 12 月まで（5 年間） 

上位目標 理数科目についてのケニアの青少年の能力が向上する。 

プロジェクト目標 INSET によりケニアの初等及び中等教育レベルの理数科教育が強化さ

れる。 

期待される成果 

（アウトプット） 

（1）初等教員養成校教官への中央研修制度が確立する。 

（2）初等教員養成校にて、地域 INSET 制度が確立する。 

（3）既存のクラスターINSET が強化される。 

（4）中等教育における理数科教員の ASEI/PDSI 授業実践が強化される。 

（5）CEMASTEA のリソースセンターとしての役割が強化される。 

 

【WECSA コンポーネント】 

名称 同上 

協力期間 同上 

上位目標 SMASE-WECSA メンバー国の理数科教育が改善される。 

プロジェクト目標 SMASE-WECSA メンバー国において、INSET 指導員の ASEI/PDSI に基

づいた研修実践能力が強化される。 

期待される成果 

（アウトプット） 

（1）SMASE-WECSA メンバー国の ASEI/PDSI 授業実践指導員が育成さ

れる。 

（2）SMASE-WECSA ネットワークが強化される。 

（3）CEMASTEA のリソースセンターとしての役割が強化される。 

 

２－２ PDM 

本プロジェクトの計画概要表である PDM は、中間レビューの提言を踏まえ、2011 年 11 月に改

訂合意された。初版からの主な改訂点及びその理由は以下のとおり。本終了時評価は改訂版 PDM

（Ver.2.1）に基づき実施した。 

 

２－３ プロジェクト実施体制 

本プロジェクトは、ケニア教育省及びその傘下の CEMASTEA を実施機関として実施されてい

る。教育省の責任部局はフィールド・その他のサービス局（Field and Other Services：FS）である。
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実施体制は図－1 のとおり。CEMASTEA は、理科、数学、技術分野におけるケニア及びアフリカ

地域の人材育成を担う組織として、2004 年に設立された。 

設立以来、主に理数科教員に対する研修の企画、教材開発、行政官、校長等に対する研修を実

施している。約 50 名のアカデミックスタッフ、32 名のノンアカデミックスタッフが配置されて

おり、プロジェクト活動に携わる研修実施部門は数学、物理、化学、生物及び情報通信技術（ICT）、

研究開発（Research and Development：R&D）の 5 課からなる。アカデミックスタッフはいずれか

の課に所属するが、実際のプロジェクト活動は課をまたがって組織される「委員会（Committee）」

単位で行われることが多い。日本人専門家のうち、チーフアドバイザー及び業務調整員は、ナイ

ロビ大学ケニア・サイエンス・キャンパス内にあるプロジェクトオフィスにて日常業務を行って

いる

2
が、プロジェクト活動は、主に CEMASTEA で行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ プロジェクト実施体制図 

 

                                                        
2 フェーズ 1 及び 2 の経緯からこのような配置になっていた。CEMASTEA への関与を強化するために、2012 年 7 月以降、チ

ーフアドバイザーも CEMASTEA に常駐。 
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Head of Dept.

Dean of Dept.

中央研修講師

Head of Dept.

Dean of Dept.

中央研修講師

Head of Dept.

数学数学数学数学 物理物理物理物理 化学化学化学化学 生物生物生物生物 ICT、、、、R&D

初等委員会初等委員会初等委員会初等委員会

中等委員会中等委員会中等委員会中等委員会

WECSA委員会委員会委員会委員会

副所長
数学教育

理科教育

次官（PS)

活動別

委員会

所長

JICAJICAJICAJICAケニア事務所ケニア事務所ケニア事務所ケニア事務所

所長

専門家チーム（専門家チーム（専門家チーム（専門家チーム（KSTC)KSTC)KSTC)KSTC)

チーフアドバイザー

業務調整
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２－４ 協力内容 

２－４－１ プロジェクトのロジックモデル 

本プロジェクトの基本的なロジック（活動と期待される効果の因果関係）は、理数科教員に

対する INSET の実施を通じて、授業実践力の向上を図り、将来的に生徒の理数科学力の向上を

めざす構造となっている。また、教員に対する研修に加えて、INSET の実施を支援する地方教

育行政官（ディストリクト教育長、ディストリクト視学官）や教員養成校校長などに対するワ

ークショップ（Workshop：WS）を実施し、INSET の意義や必要性、研修実施にあたって各自

に期待される役割、職務等に関する理解促進をねらっている。 

    

PDM に示される活動及び期待される効果について示した詳細は、図－２ 初等 INSET のロジ

ックモデル、図－３ 中等 INSET のロジックモデルのとおりである。 

初等レベルでは、研修制度の構築（地域研修講師及びクラスター研修指導員の育成、教材開

発、研修実施ガイドラインの開発）に関する活動が多く設定されている。 

一方、中等レベルでは、INSET はケニア側主体の活動として実施され、プロジェクト活動の

なかでは教員による授業改善活動の 1 つである授業研究導入のための参考教材（中央、地方研

修の教材として利用）の開発、及び校長に対する WS の実施に対する支援を行っている。 

    

SMASSE/SMASE による INSET は、単発の研修ではなく、1 年を 1 サイクルとして同じ教員

を対象として一定期間継続的に研修が実施されることをねらって計画されており、地域研修や

クラスター（学校群）研修の実施報告やモニタリング結果等から確認された課題や教訓、改善

事項などは次年度の研修教材や関係者向け WS の内容にフィードバックされる仕組みとなって

いる。特に、関係者向け WS は CEMASTEA からの一方的な情報伝達ではなく各研修センター

や地方での前年度の研修実施結果を踏まえ改善策を検討する場としても機能している。 

    

INSET 及び行政官や校長を対象とする WS の仕組み、目的、対象者等の詳細は後述する。 
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図－２ 初等 INSET のロジックモデル

ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）

（ケニア国内コンポーネント・初等現職教員研修）（ケニア国内コンポーネント・初等現職教員研修）（ケニア国内コンポーネント・初等現職教員研修）（ケニア国内コンポーネント・初等現職教員研修）

（上位目標） 生徒の理数科学が向上する

授業における生徒の学習の質が向上する

（プロジェクト目標） 理数科授業が効果的に行われるようになる

研修に参加した教員が研修で習得したことを実践する

研修を通じて教員の授業実践に関する知識・意欲が向上する

成果3 教員が毎年クラスター研

修に参加する

3-2 地域研修を受けたクラスター

研修講師がクラスター研修を実施

する

成果2 地域研修により、毎年クラ

スター研修講師を育成する

2-6 中央研修を受けた地域研修

講師（教員養成校教官）が、地域

研修を実施する

成果1

中央研修により、毎年地域研修講

師（教員養成校教官）の現職教員

研修実施能力を強化する

3-4 クラスター研修の質に関するM&Eを行う

1-4 中央研修講師が、中央研修を

実施する

1-1 初等理数科教員の研修ニー

ズアセスメントを行う

1-2 現職教員研修（中央、地域、ク

ラスター）の実施マニュアルおよび

教材を開発する

1-3 現職教員研修（中央、地域、クラスター）

のM&Eツールを開発する

1-5 初等教員養成校校長、学科

長等に対する啓発ワークショップ

を実施する

1-6 中央研修の質に関するM&Eを行う

2-7 地域研修の質に関するM&Eを行う

1-7 中央研修の効果に関するM&Eを行う

2-8 地域研修の効果に関するM&Eを行う

2-2 クラスター研修講師を選定する 2-3 地域研修センター（教員養成

校）に対し研修教材、ワークショッ

プ用資材を供与する

2-1 DEO対象の中央

WSを実施する

2-4 CEMASTEAがWS用の教材を開発する

2-5 地域研修講師がZQASO、TAC 

Tutorを対象として地域WSを実施する

3-1 クラスター研修センター（拠

点校）に対し研修教材を供与する

2-1 DQASO対象の中央

WSを実施する

3-3 初等校長を対象として地方

WSを実施する

3-5 ASEI/PDSIの実践度に関する

M&Eを行う。

3-6 クラスター研修の実施運営ガイドラインを

開発する

教員養成校校長、DEOがSMASE研修（地域研修

＆クラスター研修）の目的、運営方法、地域研修

センターとして期待されることを理解する。

SMASE研修実施にあたっての

QASOの役割（地域WSの実施、ク

ラスター研修のモニタリング、品質

管理）を理解する。

ZQASO、TAC TutorがクラスターINSETの意

義、効果的な実施戦略、地方WSの実施内

容を理解する。

適切な地域研修講師（中央研修

受講者）を選定する。

校長がクラスター研修の意義、校

長の役割（研修後の教員に対す

る支援）を理解する

中央研修の課題、改善点を把握す

る。

クラスター研修の課題、改善点を

把握する。

地域研修の課題、改善点を把握す

る。

活動項目

期待される活動の効果

（Assumption）

PDMに記載されていない

活動、成果項目

前年度研修の課題を分析し、WS教材に反映

させる改善点を抽出する。

活動の連係

支援

フィードバック
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図－３ 中等 INSET のロジックモデル 

ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）ロジックモデル（活動と期待される成果の因果モデル）

（ケニア国内コンポーネント・中等現職教員研修）（ケニア国内コンポーネント・中等現職教員研修）（ケニア国内コンポーネント・中等現職教員研修）（ケニア国内コンポーネント・中等現職教員研修）

　　活動の連係

　　支援

　　フィードバック

（上位目標） 生徒の理数科学が向上する

授業における生徒の学習の質が向上する

（プロジェクト目標） 理数科授業が効果的に行われるようになる

研修に参加した教員が研修で習得したこと（授業研究、ICT活用

等）を実践する

研修を通じて教員の授業実践に関する知識・意欲が向上する

教員が毎年地方研修に参加する。

中央研修を受けた地方研修講師

が地方研修を実施する。

中央研修講師が、中央研修を実

施する

4-2 授業研究導入のための教材

開発（中央研修、地方研修向け）

地方研修の質に関するM&Eを行う

4-1 ASEI-PDSI授業実践の現状把

握

現職教員研修（中央、地域、クラスター）の

M&Eツールを開発する

中央研修の質に関するM&Eを行う

中央研修の効果に関するM&Eを行う

2-1 DEO対象の中央

WSを実施する

2-4 CEMASTEAがWS用の教材を開発する

2-1 DQASO対象の中央

WSを実施する

4-5 中等校長を対象としてWSを

実施する

4-7 ASEI/PDSIの実践度に関する

M&Eを行う。

DEOがSMASE研修（地域研修＆クラスター研

修）の目的、運営方法、地方研修センターとし

て期待されることを理解する。

SMASE研修実施にあたっての

QASOの役割（地方WSの実施、ク

ラスター研修のモニタリング、品質

管理）を理解する。

活動項目

期待される活動の効果

（Assumption）

成果4 中等教育における理数科

教員のASEI/PDSI授業実践が強化

される

地方研修の課題、改善点を把握す

る。

中央研修の課題、改善点を把握す

る。

PDMに記載されていない

活動、成果項目

4-3 校長のASEI/PDSI授業実践監

督能力把握

初等WSと同時に実施

校長が現職教員研修の意義、校

長の役割（授業研究の実践に対

する支援）を理解する
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２－４－２ 授業改善アプローチとしての ASEI-PDSI 

本プロジェクトでは、めざす授業改善のアプローチを「ASEI-PDSI（Activity, Student-centred, 

Experiment, Improvisation/ Plan, Do, See, Improve）」という標語で表している。 

ASEI-PDSI アプローチは、第 1 フェーズのときに SMASSE C/P と当時の日本人専門家との議

論のなかから生み出されたものであり、生徒の積極的な参加を通じて、生きた知識をともに育

てるとともに、科学的・論理的思考の発達と科学的態度の育成を促す授業に変えていこうとい

う授業改善の方向性とそのための方法論を表したものである

3
。 

プロジェクトでは、教員研修を通じてこの ASEI-PDSI アプローチに基づく授業実践に関する

教授技術、理数科授業での ASEI/PDSI アプローチの実践方法を教員が習得することをめざして

いる。 

 

Box 1：ASEI-PDSI アプローチとは 

・めざす授業：ASEI 授業 

○Activity：活動に基づいて知識を得る授業へ 

○Student Centred：教師中心の授業から生徒中心の授業へ 

○Experiment：講義中心から実験や実習を取り入れた授業へ 

○Improvisation：身近な教材を使った簡易実験のある授業へ 

・授業改善のプロセス：PDSI アプローチ 

○Plan：授業の計画作成、準備 

○Do：実践 

○See：評価 

○Improve：フィードバック、改善 

 

２－４－３ 初等 INSET〔研修及びワークショップ（WS）〕の概要 

（1）初等 INSET 

1）研修の仕組み 

初等レベルの INSET は、図－４で示すように中央、地域、クラスターレベルで順々に

行われる三段階のカスケード式研修である。中央研修は地域研修の、地域研修はクラス

ター研修の講師・指導員育成を主眼とする。中央研修講師は全員 CEMASTEA アカデミ

ックスタッフ、地域研修講師は教員養成校教官（理科、数学担当教官）、クラスター研

修指導員は現職教員のなかから選定される。 

 

  

                                                        
3 詳細は JICA 国際協力総合研修所（2007）『キャパシティ・ディベロップメントに関する事例分析 ケニア中等理数科教育強

化計画プロジェクト』p.20 を参照。 
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図－４ 初等 INSET の基本的な構造 

 

2）研修の対象者、実施場所、研修期間等 

各段階における INSET の対象者、実施責任機関等は表－1 のとおりとなっている。下

表は、当初計画

4
を基に調査時点での現状を踏まえ、一部修正を加えたものである。 

 

表－１ 初等 INSET 概要 

研修 対象者 
対象 

計画数 
研修場所 

研修

期間 
責任機関 

中央研修 教員養成校教官 320 CEMASTEA 2 週 

間/年 

CEMASTEA 

地域研修 クラスター研修

指導員 

5,600 教員養成校 

（18 校） 

2 週 

間/年 

デ ィ ス ト リ ク ト 教 育 長

（District Education Officer：

DEO）及び教員養成校

5
 

ク ラ ス タ

ー研修 

理数科教員 

（ 6～ 8 年生担

当） 

60,000 クラスター拠

点校 

（4,293 校）

6
 

5 日 

間/年 

DEO、クラスター拠点校、

教員指導センター（Teacher 

Advisory Centre：TAC）教官

7
 

 

3）研修カリキュラム、研修教材の開発方法 

2009 年に実施したベースライン調査を基に、教員の研修ニーズを把握し、合計 4 年間

の研修計画を策定した。各年度の研修は以下の当初策定されたグランドデザインに沿っ

て作成されている。各年度の研修教材はいずれの段階の研修についても CEMASTEA が

中心となって作成し、配付している。 

 

                                                        
4 プロジェクトドキュメントに記載のもの。 
5 計画では運営責任機関はディストリクト計画委員会（District Planning Committee：DPC）となっているが、教員への通知、

財務管理は DEO が担当、研修施設の運営や研修の実施管理は教員養成校校長が担当している。 
6 2010 年実績（出所：SMASE Project Information for Mid-Term Evaluation 2011） 
7 計画では、クラスター研修についても地域研修同様に DPC が運営責任機関となっているが、教員に対する通知等は DEO、

研修施設の運営、研修実施管理はクラスター拠点校の校長、クラスター研修講師に対するサポートは校長や TAC 教官が行

っている。 
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第３章第３章第３章第３章    評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法 

 

３－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価調査のため、ケニア国内コンポーネントを対象とした評価フレームワーク（図－

５）と WECSA コンポーネント評価フレームワーク（図－６）が作成された。同フレームワーク

に従い、調査は、①プロジェクトの現状把握・検証（実施協議で合意された活動計画（PO）に即

して活動が実施されており、PDM に定められた期待される効果を上げられる見込みか）、②

Development Assistance Committee（DAC）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）

8
の評価基準からの判断、③プロジェクトの軌道修正の必要はないかの検討、④提言や教

訓の導出という手順で行われた。また、調査実施のために必要なデータ・評価指標が検討され、

評価グリッドが作成された（ケニア国内コンポーネントは付属資料 2 の Annex 6、WECSA コンポ

ーネントは付属資料 3 の Annex 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ ケニアコンポーネント評価フレームワーク 

 

  

                                                        
8 妥当性とは、「開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針との整合性の度合い」。有効性

とは、「開発援助の目標の達成度合いを測る尺度」。効率性とは、「インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）

を計測する。開発援助が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源かを確認するため、通常、他のアプ

ローチとの比較を必要とする」。インパクトとは、「開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にもたらす主要な影響や効果を含む」。持続

性とは、「ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発援助は、環境面でも財政面でも

持続可能でなければならない」（JICA評価部（2010）『新JICA事業評価ガイドライン第1版』）。 

 

①期待される効果

を上げられるか 

（見込み） 

実績は計画通りか（計画値との比較） 

実施プロセス上、目標達成の阻害要因はないか 

投入は計画通りか 

成果は計画通り達成されているか 

プロジェクト目標は達成される見通しか 

プロジェクト運営体制は機能しているか（JICA

側、JCC、ケニア側、SMASE 内） 

活動は計画通り実施されたか 

カスケード型研修システムは機能しているか 

実績、実施プロセスの検証実績、実施プロセスの検証実績、実施プロセスの検証実績、実施プロセスの検証 

研修対象者からの評価は高いか 

 

 
計画、実施戦略の妥当

性の検証 

 
インパクト（予測） 

 
持続性（予測） 

 
有効性の検証 

 
効率性の検証 

 
③軌道修正の必要 

はないか 

② 5項目評価の検証項目評価の検証項目評価の検証項目評価の検証
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図－６ WECSA コンポーネント評価フレームワーク 

 

３－２ 評価実施体制 

本終了時評価実施のため、日本・ケニア国側双方による合同評価委員会が設置された。合同評

価委員会のメンバーは、以下のとおりである。 

 

 氏 名（担当） 所 属 

ケニア側 Mr. Milton M. Mokah 教育・科学・技術省シニア副教育長 

Mr. Darius Mogaka 教育・科学・技術省フィールド・その他サービス局 

Mr. Charles Kanja 教育・科学・技術省フィールド・その他サービス局 

Mr. Moses O. Kawa CEMASTEA 所長 

Ms. Lydia Muriithi CEMASTEA 副所長 

Mr. Patrick Kogolla CEMASTEA アカデミック・プログラム・コーディネ

ーター 

Mr. Joseph Kamau Mathenge CEMASTEA アカデミック・プログラム・副コーディ

ネーター 

Ms. Nancy Nui CEMASTEA 中等委員会コーディネーター 

Mr. Ernest Ng'eny CEMASTEA R&D 委員会コーディネーター 

Mr. George Kiruja Kiria CEMASTEA 初等委員会副コーディネーター 

Mr. Makanda J. L CEMASTEA WECSA 委員会副コーディネーター 

Mr. Makobu Kizito CEMASTEA ICT 委員会メンバー 

日本側 石原 伸一 （団長） JICA 人間開発部 参事役 

小森 明子 （協力企画） JICA 人間開発部 基礎教育第二課 主任調査役 

長谷川 さわ（評価分析 1） 株式会社日本開発サービス 調査部 コンサルタント 

 

 

①期待される効果

を上げられるか 

（見込み） 

実績は計画通りか（計画値との比較） 

実施プロセス上、目標達成の阻害要因はないか 

投入は計画通りか 

成果は計画通り達成されているか 

プロジェクト目標は達成される見通しか 

WECSA 活動実施体制は機能しているか（JCC,

プロジェクト内、ケニア、JICA、WECSA） 

活動は計画通り実施されたか 

実績、実施プロセスの検証実績、実施プロセスの検証実績、実施プロセスの検証実績、実施プロセスの検証 

各国プロジェクト（C/P、専門家）との連携は

円滑に実施されたか 

③軌道修正の必要 

はないか 

計画、実施戦略の

妥当性の検証 

有効性の検証 

②②②②5 項目評価の検証項目評価の検証項目評価の検証項目評価の検証 

インパクト（予測） 

持続性（予測） 

効率性の検証 
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 氏 名（担当） 所 属 

坪根 千恵 （評価分析 2） グローバルリンクマネジメント㈱ 社会開発部 

 

３－３ 評価実施方法 

本終了時評価調査の実施プロセスと評価方法は、以下のとおりである。 

３－３－１ 評価実施プロセス 

（1）ケニアコンポーネント 

1）当初計画（PDM 第 2 版）に沿って、投入実績、活動実績、計画達成度を確認する。 

2）計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点から、プロジェクトの目標達成度及び成果等を評価する。 

 

（2）WECSA コンポーネント 

1）ケニアとの二国間合意（R/D）に基づき、WECSA コンポーネント PDM（第 1 版）に

沿って、投入実績、活動実績、計画達成度を確認する。 

2）計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点から、プロジェクトの目標達成度及び成果等を評価する。なお、5 項目評価の評

価項目については WECSA コンポーネントの特性に照らして、評価項目として適当と考

えられる項目について、限定的に評価を行う。 

 

（3）共通 

1）上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題及び今後の活動計画について

プロジェクトチーム、ケニア側関係機関と協議し、提言、教訓を取りまとめる。 

2）評価・協議結果を評価報告書（英語）として取りまとめる。 

3）調査結果を踏まえプロジェクト基本計画の修正点に関する協議を行い、必要に応じて

R/D、Minutes of Meeting（M/M）（プロジェクトドキュメント）、PDM、PO の関連部分の

変更について合意する。 

 

３－３－２ 評価方法 

（1）ケニアコンポーネント 

1）文献レビュー 

2）プロジェクト作成モニタリング・評価報告書等、既存報告書の分析 

3）CEMASTEA 関係者、地方教育行政官、教員に対する質問票調査 

4）関係者ヒアリング 

 

（2）WECSA コンポーネント 

1）文献レビュー（プロジェクト月報、プロジェクト事業進捗報告書、TCTP 報告書、TCTP

マニュアル、カントリーレポート、第三国専門家派遣報告書、オンライン調査報告書、

インパクト調査報告書、技術交換報告書、メンバー国 WS 参加報告書、技術会合報告書、

地域会合報告書、関連会合参加報告書、ニュースレター等） 

2）WECSA 活動の裨益者、関連プロジェクト専門家に対する質問票調査 
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表－２ 質問票回収数 

 回収数 回答を得た国の数 

CEMASTEA スタッフ  8 -- 

ケニア国日本人専門家  5 -- 

WECSA コンポーネント

活動参加者 

77 16 カ国（エチオピア、ウガンダ、ガーナ、カメル

ーン、ザンビア、シエラレオネ、ジンバブエ、ス

ワジランド、セネガル、ナミビア、ナイジェリア、

ニジェール、ボツワナ、マラウイ、ルワンダ、レ

ソト） 

メンバー国日本人専門家  8 8 カ国（エチオピア、ガーナ、ザンビア、セネガル、

ナイジェリア、ニジェール、シエラレオネ、マラ

ウイ） 

 

3）WECSA 活動関係者ヒアリング 

本調査では、セネガル及びカメルーンを訪問し、両国において、本プロジェクトの研

修参加者にインタビューしたほか、セネガルでは、「理数科教育改善プロジェクトフェ

ーズ 2」の日本人専門家より聞き取りを行った。ケニアにおいては、日本人専門家、

CEMASTEA スタッフ及び教育省担当官に聞き取りを行った（詳細は付属資料 3 の Annex 

6 を参照のこと）。 

 

３－４ 評価調査の制約・限界 

本終了時評価調査実施にあたり、以下の制約・限界があった。 

３－４－１ ケニアコンポーネント 

（1）調査日数の制約 

ケニアコンポーネントの現地調査期間中に充てられた情報分析・報告書作成期間は、

WECSA コンポーネントと比較して限定的であった。ケニア国内における調査期間は

WECSA コンポーネントの 30 日間に対し、ケニアコンポーネントは 24 日間であり、情報

分析・報告書作成期間は WECSA コンポーネントの 14 日間に対し、ケニアコンポーネン

トは 6 日間であり、ケニアコンポーネントの調査日数に制約があった。 

 

３－４－２ WECSA コンポーネント 

（1）調査対象国数の制約 

WECSA メンバー国は 27 カ国であるが、今回の評価では、2 カ国のみを訪問調査するこ

とができた。これを補完するため、この 2 カ国以外に 13 カ国より質問票回答を得て、分

析材料としたが、他の 12 カ国からは回答が得られなかった。特にポルトガル語圏からは

回答が得られておらず、調査の制約となった。 
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（2）時間の制約と質問票による情報収集の限界 

時間の制約のため、質問票のプレテスト

9
ができなかった。これにより、上位目標の指標

に関し、同じ国からの回答者であるのに異なる回答が得られるなど、得られた回答の信頼

性が低かった。また、各国で質問票の回答を確認するインタビューが行えなかったため、

正しい回答を得たり、深く状況を把握・分析する機会がなかった。 

 

                                                        
9 質問票案を試験的に少数の回答者に配付し、回答を収集・分析することで、質問文や解答欄などに問題がないか確認する作

業。 
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第４章第４章第４章第４章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

４－１ 実績の確認（ケニアコンポーネント） 

４－１－１ 投入実績 

日本・ケニア国側双方の投入は、おおむね計画どおり実施されたが、以下のケニア側からの

投入に一部不足があった。 

・初等教育のバックグラウンドをもつ CEMASTEA スタッフが追加されなかった。 

・2009/2010 年度予算において、初等教育レベルの研修予算が教育省の予算として年度計画

に計上されておらず、研修の予算確保に相当の労力を要した。また、プロジェクト開始当

初に合意した予算計画のうち、ケニア側の予算は、インフレや地方レベルの教育事務所数

増加に伴うコスト増などが反映されておらず、食費や宿泊費以外の費目（研修参加者の交

通費、視学官のモニタリング実施のための交通費、研修会場が遠方にある地域における宿

泊研修の費用等）が含まれていなかったため、必ずしも十分な積算ではなかった。2012/2013

年度予算から、一部の費目が加算された。 

両者の投入実績の概要を、以下に示す（各項目の詳細は、付属資料 2 の Annex 5 を参照）。 

 

（1）日本側投入 

項 目 実 績 

長期専門家派遣 7 名の以下の担当分野の長期専門家が派遣された。 

1）チーフアドバイザー 

2）副総括/WECSA 域内協力 

3）理科教育 

4）数学教育 

5）業務調整 1 

6）業務調整 2/INSET 運営管理 

7）アカデミック・アドバイザー 

派遣専門家のリストは、付属資料 2 の Annex 5-1 を参照。 

短期専門家派遣 3 名の以下の担当分野の短期専門家が派遣された。 

1）アカデミック・アドバイザー 

2）教育評価 

3）カリキュラム開発 

派遣専門家のリストは、付属資料 2 の Annex 5-1 を参照。 

本邦研修・TCTP 計 136名のケニア人 C/Pが本邦研修及び TCTPに参加した（本

邦研修 124 名、マレーシア研修 12 名）。研修参加者のリスト

は、付属資料 2 の Annex 5-2 を参照。 

INSET 活動用の研修教

材及び機材の供与 

計 1 億 155 万 4,593.03 ケニアシリング（約 1 億 1,272 万 6,000

円

10
）（2009 年 1 月～2013 年 6 月実績）。研修教材・供与機材

のリストは、付属資料 2 の Annex 5-3 を参照。 

                                                        
10 1ケニアシリング＝1.11円（2013年8月為替レート）で換算。 
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項 目 実 績 

プロジェクトの運営経

費 

計 7,936 万 4,692.56 ケニアシリング（約 8,809 万 5,000 円

11
）

（2009 年 1 月～2013 年 6 月実績）。経費支出の年度ごとの内

訳は、付属資料 2 の Annex 5-4 を参照。 

 

（2）ケニア側投入 

項 目 実 績 

INSET 活動に必要な施

設・設備及び CEMASTEA

施設の修理・維持・改善

費用 

INSET に必要な施設及び設備等は、CEMASTEA により提供

された。施設等の修理・維持・改善費用も CEMASTEA 側か

ら提供された。提供された施設・設備のリストは、付属資料

2 の Annex 5-5 を参照。 

CEMASTEA のフルタイ

ムのアカデミック C/P

の配置 

45 名のアカデミック・スタッフが CEMASTEA に配置された。

だが、当初の計画では、初等教育のバックグラウンドをもつ

スタッフが増員される予定であった。また、各アカデミッ

ク・スタッフはプロジェクト活動に専従ではなく、

CEMASTEA 職員としての他の業務を兼任していた。教育省

及び CEMASTEA C/P のリストは、付属資料 2 の Annex 5-6

を参照。 

CEMASTEA の適切なノ

ンアカデミック C/P の

配置 

適切な人数（32 名）のノンアカデミック・スタッフが

CEMASTEA に配置された。 

ケニアで実施されるプ

ロジェクト活動に必要

な経費 

計 4 億 7,232 万 6,269.80 ケニアシリング（2009 年 7 月～2013

年 6 月実績、2009 年 1～6 月期の実績額は不明）。経費支出の

年度ごとの内訳は、付属資料 2 の Annex 5-7 を参照。 

 

４－１－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、おおむね PDM 及び PO に沿って実施されているが、上記の投入実績

でも述べたように、SMASE 研修及び WS 実施に係る予算の不足及び配賦遅延等があったこと

や、プロジェクトの実施過程で起きた不測の事態等により、主に以下の活動が影響を受け、当

初の計画どおりには実施されなかった。 

・2013 年に実施された初等教育レベルの地域 INSET が当初のスケジュールより遅れて実施

された。また、地域 INSET 及びクラスター研修は、当初の計画より少ない参加者数で実施

されている。 

・中等教育レベルの各 WS も、それぞれ当初のスケジュールより遅れて実施されている。ま

た、校長を対象とした指導監督 WS は、計画策定が 1 年以上遅れたうえ、カスケード方式

による実施から CEMASTEA による直接実施方式に変更されたことや、教員によるストラ

イキの影響などにより、当初計画の 4 回ではなく 2 回のみ実施されている。 

活動実績の詳細は、付属資料 2 の Annex 3 を参照。  

                                                        

11 同上。 



 

－17－ 

４－１－３ 成果の達成状況 

終了時評価調査時点でプロジェクトの各成果がどの程度達成されているかについて、主に

PDM で各成果に設定された指標の結果から、その達成状況を判断する。なお、成果指標の目標

値の設定については、プロジェクト資料に明確な算出根拠が記載されていないため、目標値の

数字の設定が適切であったかの判断は困難となっている。 

各成果における指標と現時点での結果を、以下に示す。 

 

成果成果成果成果 1：：：：地域研修指導員地域研修指導員地域研修指導員地域研修指導員（（（（初等教員養成校教官初等教員養成校教官初等教員養成校教官初等教員養成校教官））））を対象とする中央研修制度が確立する。を対象とする中央研修制度が確立する。を対象とする中央研修制度が確立する。を対象とする中央研修制度が確立する。 

指 標 結 果 

1（a）4 サイクル分の初等教

育向け中央研修教材と

プログラムが開発され

る。 

4 サイクル分の初等教育向け中央研修教材とプログラムが開

発された。 

1（b）250 名以上の地域研修

指 導 員 が 毎 年

CEMASTEA で研修を

受ける。 

各サイクルの中央研修を受講した地域研修指導員の数は、以

下のとおり。 

 

サイクル 実施期間 
地域研修

指導員数 

サイクル 1 2010 年 2 月 14～27 日 82 名 

2010 年 2 月 28 日～3 月 13 日 73 名 

2010 年 3 月 14～27 日 117 名 

計 272 名 

サイクル 2 2011 年 2 月 13～26 日 87 名 

2011 年 2 月 27 日～3 月 12 日 79 名 

2011 年 3 月 13～26 日 120 名 

計 286 名 

サイクル 3 2012 年 2 月 12～25 日 69 名 

2012 年 2 月 26 日～3 月 10 日 87 名 

2012 年 3 月 11～24 日 128 名 

計 284 名 

サイクル 4 2013 年 1 月 28 日～2 月 8 日 58 名 

2013 年 2 月 11～22 日 83 名 

2013 年 3 月 11～22 日 116 名 

計 257 名 

 

上記のとおり、毎年 250 名以上の地域研修指導員が中央研修

を受講した。 

1（c）中央研修が研修評価指

数において 0～4段階で

中央研修の各サイクルにおける研修評価指数の結果は、以下

のとおり。 
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指 標 結 果 

平均 3.0 以上を得る。  

科目 サイクル 1 

（2010 年） 

サイクル 2 

（2011 年） 

サイクル 3 

（2012 年） 

サイクル 4 

（2013 年） 

数学 1.9 2.3 3.6 3.8 

理科 2.3 2.4 3.4 3.5 

 

上記のとおり、指数の結果は毎年上昇しており、サイクル 3

及び 4 の結果は、数学・理科ともに 3.0 以上になっている。 

1（d）100％の中央研修及び

WS の実施報告書（出席

者リスト・研修報告）

が期限内（1 カ月以内）

に CEMASTEA スタッ

フにより提出される。 

本指標はプロジェクトの中間レビュー調査後に追加された

ため、該当結果は中間レビュー調査後に実施された中央研修

及び WS からの分が当てはまる。中央研修及び WS の実施報

告書の提出率は、以下のとおり。 

 

2012 年、2013 年に実施された中央研修の数 2 

期限内（1 カ月以内）に CEMASTEA スタッフに

より提出された実施報告書の数 

0 

提出率 0％ 

2012 年、2013 年に実施された中央ワークショッ

プの数 

8 

期限内（1 カ月以内）に CEMASTEA スタッフに

より提出された実施報告書の数 

2 

提出率 25％ 

 

上記のとおり、両提出率とも 100％には届いていないが、実

施報告書自体は期限後に提出されている。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、成果 1 はほぼ達成され、CEMASTEA における地域研

修指導員（初等教員養成校教官）を対象とする中央研修制度はほぼ確立されたといえる。4 サ

イクル分の初等教育向け中央研修教材とプログラムが開発され、すべてのサイクルにおいて目

標数の地域研修指導員が中央研修を受講し、中央研修の質に関する研修評価指数も目標レベル

に達した。 

 

成果成果成果成果 2：：：：初等教員養成校における地域初等教員養成校における地域初等教員養成校における地域初等教員養成校における地域 INSET 制度が確立する。制度が確立する。制度が確立する。制度が確立する。 

指 標 結 果 

2（a）クラスター研修指導員

への地域 INSET が 4 回

実施される。 

 

各サイクルの地域 INSET を受講したクラスター研修指導員

の数は、以下のとおり。サイクル 4 は 2013 年 8 月に実施予

定。 
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指 標 結 果 

2（b）4,500 名（少なくとも

4,400 名）のクラスター

研修指導員が毎年研修

を受ける。 

初等教員 

養成校 

サイクル 1 

（2010 年） 

サイクル 2 

（2011 年） 

サイクル 3 

（2012 年） 

Asumbi 331 名 325 名 288 名 

Baringo 170 名 96 名 220 名 

Bondo - - 190 名 

Egoji 213 名 233 名 112 名 

Eregi 329 名 308 名 292 名 

Garissa 82 名 67 名 31 名 

Kaimosi 396 名 382 名 217 名 

Kamwenja 219 名 186 名 143 名 

Kericho 284 名 360 名 294 名 

Kigari 272 名 145 名 198 名 

Kilimambogo 79 名 213 名 202 名 

Machakos 307 名 317 名 187 名 

Meru 136 名 94 名 119 名 

Migori 337 名 399 名 352 名 

Mosoriot 260 名 279 名 216 名 

Murang’a 225 名 122 名 181 名 

Shanzu 265 名 240 名 252 名 

Tambach 302 名 117 名 276 名 

Thogoto 213 名 265 名 251 名 

計 4,420 名 4,164 名 4,021 名 

注：Bondo 初等教員養成校では、サイクル 1 及び 2 は実施されていな

い。 

 

上記のとおり、サイクル 2 及び 3 を受講したクラスター研修

指導員の数は、4,400 名以下になっている。 

2（c）1,200 名以上の教員指

導センター教官/ゾーン

視学官、47 名のカウン

ティ視学官、285 名のサ

ブカウンティ視学官が

研修を受ける。 

各年の地域 WS に参加した教員指導センター（TAC）教官/

ゾーン視学官の数は、以下のとおり。 

 

初等教員 

養成校 

TAC 教官/ゾーン視学官 

2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 

Kericho 123 名 192 名 163 名 61 名 

Egoji 136 名 211 名 166 名 75 名 

Kamwenja 95 名 - - 75 名 

Shanzu 55 名 - 36 名 50 名 

Garissa 29 名 - 29 名 - 

Migori 160 名 - - 184 名 
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指 標 結 果 

Kilimambogo - - - 93 名 

Kaimosi 160 名 129 名 166 名 77 名 

Tambach 184 名 137 名 184 名 135 名 

Thogoto 171 名 228 名 88 名 91 名 

計 1,113 名 897 名 832 名 841 名 

注：表中の「-」は、当該年における地域 WS が当該初等教員養成校で

は実施されなかったことを意味する。地域 WS が行われた初等教員養

成校は年によって異なる。 

 

上記のとおり、参加者数は毎年 1,200 名以下になっている。 

しかしながら、プロジェクト関係者によると、「1,200 名以上」

という数は目標値として適切かどうか議論の余地があると

の意見があった。 

 

中央WSに参加したカウンティ視学官及びサブカウンティ視

学官（ディストリクト視学官）の数は、以下のとおり。2013

年のディストリクト視学官用の中央 WS は、今後実施される

予定。 

 

 2012 年 2013 年 

カウンティ視学官 - 47 名 

ディストリクト視学官 242 名 - 

 

上記のとおり、47 名のカウンティ視学官が WS に参加した

が、ディストリクト視学官の参加者数は 285 名以下になって

いる。 

2（d）地域研修指導員が能力

強化指数のすべての項

目において 0～4 段階で

平均 2.5 以上を得る。 

各サイクルにおける地域研修指導員の能力強化指数の結果

は、以下のとおり。 

 

サイクル 1 

（2010 年） 

サイクル 2 

（2011 年） 

サイクル 3 

（2012 年） 

2.5 2.4 2.1 

 

上記のとおり、指数の結果は年々下降しており、サイクル 3

時点での結果は 2.5 以下になっている。 
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2（e）地域研修が研修評価指

数において 0～4 段階で

平均 2.5 以上を得る。 

地域研修の各サイクルにおける研修評価指数の結果は、以下

のとおり。 

 

サイクル 1 

（2010 年） 

サイクル 2 

（2011 年） 

サイクル 3 

（2012 年） 

2.1 2.5 2.0 

 

上記のとおり、サイクル 3 時点での指数の結果は 2.5 以下に

なっている。 

2（f）100％の地域研修及び

WS の M&E 報告書が期

限内（1 カ月以内）に

CEMASTEA スタッフ

により提出される。 

本指標はプロジェクトの中間レビュー調査後に追加された

ため、該当結果は中間レビュー調査後に実施された地域研修

及び WS からの分が当てはまる。地域研修及び WS の M&E

（モニタリング・評価）報告書の提出率は、以下のとおり。 

 

2012 年に実施された地域研修の数（年回数） 1 

期限内（1 カ月以内）に CEMASTEA スタッフによ

り提出された M&E 報告書の数 

1 

提出率 100％ 

2012 年に実施された地域 WS の数（年回数） 1 

期限内（1 カ月以内）に CEMASTEA スタッフによ

り提出された M&E 報告書の数 

0 

提出率 0％ 

 

上記のとおり、地域研修の M&E 報告書提出率は 100％であ

るのに対し、地域 WS の提出率は 0％になっている。だが、

地域 WS の M&E 報告書も期限後には提出された。 

2（g）100％の地域研修及び

WS の実施報告書（出席

者リスト・研修報告）

が期限内（1 カ月以内）

に初等教員養成校によ

り提出される。 

本指標はプロジェクトの中間レビュー調査後に追加された

ため、該当結果は中間レビュー調査後に実施された地域研修

及び WS からの分が当てはまる。地域研修及び WS の実施報

告書の提出率は、以下のとおり。 

 

2012 年に各初等教員養成校で実施された地域研

修の数 

19 

期限内（1 カ月以内）に各初等教員養成校により

提出された実施報告書の数 

0 

提出率 0％ 

2012 年に各初等教員養成校で実施された地域 WS

の数 

9 

  



 

－22－ 

期限内（1 カ月以内）に各初等教員養成校により

提出された実施報告書の数 

2 

提出率 22％ 

上記のとおり、両提出率とも 100％には届いていないが、実

施報告書は期限後に提出されている。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、成果 2 に係るほとんどの指標の結果が十分な達成には

至っておらず、初等教員養成校における地域 INSET 制度の確立は、十分な達成には至っていな

いといえる。地域研修を受講したクラスター研修指導員数、地域 WS に参加した TAC 教官/ゾ

ーン視学官数、サブカウンティ視学官数とも目標数には達しておらず、地域研修の質に関する

能力強化指数・研修評価指数とも目標レベルには達しなかった。よって、各初等教員養成校に

おける地域 INSET の仕組み自体は確立されたが、研修参加者数及び研修の質において課題があ

り、制度としてまだ改善の余地があると判断される。 

 

成果成果成果成果 3：：：：既存のクラスター研修制度が強化される。既存のクラスター研修制度が強化される。既存のクラスター研修制度が強化される。既存のクラスター研修制度が強化される。 

指 標 結 果 

3（a）初等教員への効果的な

理数科 INSET 実施に

関 す る ガ イ ド ラ イ

ン・マニュアルが開発

される。 

初等教員用の理数科 INSET 実施に関するガイドライン及び

マニュアルのドラフト最終案が作成され、プロジェクト終了

までに完成される予定。 

3（b）少なくとも 60,000 名の

6、7、8 学年の理数科

を担当する初等教員

が毎年クラスター研

修に参加する。 

各サイクルのクラスター研修を受講した初等教員の数は、以

下のとおり。サイクル 4 は 2013 年 8 月に実施予定。 

 

 サイクル 1 

（2010 年） 

サイクル 2 

（2011 年） 

サイクル 3 

（2012 年） 

サイクル 4 

（2013 年） 

ク ラ ス

ター数 
4,249 4,253 4,132 4,196 

初等 

教員数 
55,393 名 46,933 名 43,006 名 - 

注：サイクル 4（2013 年）のクラスター数は、推定値。 

 

上記のとおり、すべてのサイクルにおいて、クラスター研修

を受講した初等教員の数は 60,000 名を下回っており、数も

年々減少している。受講者数が目標値に届かなかった原因

は、クラスター研修が一部地域（「ASAL」と呼ばれる乾燥・

半乾燥地域）において実施されなかったことや、一部の地域

において組合の反対により教員が研修に参加しなかったこ

となどが挙げられる。 
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指 標 結 果 

3（c）100％のクラスター研

修の M&E 報告書が期

限内（1 カ月以内）に

CEMASTEA スタッフ

により提出される。 

本指標はプロジェクトの中間レビュー調査後に追加された

ため、該当結果は中間レビュー調査後に実施されたクラスタ

ー研修からの分が当てはまる。クラスター研修の M&E 報告

書の提出率は、以下のとおり。 

 

2012 年に実施されたクラスター研修の数（年回

数） 

1 

期限内（1 カ月以内）に CEMASTEA スタッフに

より提出された M&E 報告書の数 

0 

提出率 0％ 

 

上記のとおり、提出率は 100％ではないが、報告書は期限後

に提出されている。 

3（d）100％のクラスター研

修の実施報告書（出席

者リスト・研修報告）

が期限内（3 カ月以内）

にディストリクト教

育長により提出され

る。 

本指標はプロジェクトの中間レビュー調査後に追加された

ため、該当結果は中間レビュー調査後に実施されたクラスタ

ー研修及び校長用ディストリクト WS からの分が当てはま

る。クラスター研修及び校長用ディストリクト WS の実施報

告書の提出率は、以下のとおり。 

 

2012 年に各ディストリクトで実施されたクラス

ター研修の数 

287 

期限内（3 カ月以内）に各ディストリクト教育長

により提出された実施報告書の数 

227 

提出率 79％ 

2012 年に各ディストリクトで実施された校長用

ディストリクト WS の数 

287 

期限内（3 カ月以内）に各ディストリクト教育長

により提出された実施報告書の数 

27 

提出率 9％ 

2013 年に各ディストリクトで実施された校長用

ディストリクト WS の数 

287 

期限内（3 カ月以内）に各ディストリクト教育長

により提出された実施報告書の数 

167 

提出率 58％ 

 

上記のとおり、提出率はどれも 100％に届いていない。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、成果 3 の既存のクラスター研修制度の強化は、十分な
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強化には至っていないといえる。初等教員用の理数科 INSET 実施に関するガイドライン及びマ

ニュアルは開発されたが、成果 3 に係る他の指標の結果が十分な達成には至っておらず、特に

クラスター研修を受講した初等教員数が目標数に達しなかった。よって、既存のクラスター研

修制度はある程度強化されたが、研修参加者数及び報告書の提出等において、制度はまだ強化

すべき余地があると判断される。 

 

成果成果成果成果 4：：：：中等教育における理数科教員の中等教育における理数科教員の中等教育における理数科教員の中等教育における理数科教員の ASEI-PDSI 授授授授業実践が強化される。業実践が強化される。業実践が強化される。業実践が強化される。 

指 標 結 果 

4（a）授業研究導入のための

研修と WS の内容が開

発される。 

授業研究導入のための研修と WS の内容が開発された。 

4（b）授業研究のガイドブッ

クが開発される。 

授業研究に関するガイドブックのドラフトが開発され、プロ

ジェクト終了までに完成される予定。 

4（c）少なくとも 90％の中等

学校校長が授業研究を

含む教育学的リーダー

シップの研修を受け

る。 

中等学校校長を対象にした授業研究を含む教育学的リーダ

ーシップに係る WS は、2010 年から毎年実施される計画に

なっていたが、WS の実施計画の策定が遅れ、WS 自体の実

施方式も、当初計画のカスケード方式による実施から

CEMASTEA による直接実施方式に変更された。その結果、

第 1 回目の WS が 2010 年、2011 年、2012 年にかけて実施さ

れ、82％の中等学校校長（6,125 名中 5,040 名）が参加した。

第 2 回目の WS は当初 2012 年 9 月から実施される予定であ

ったが、教員のストライキにより延期され、2013 年 1 月か

ら順次実施されている。 

4（d）47 名のカウンティ教育

長及びカウンティ視学

官、285 名のディスト

リクト教育長及びディ

ストリクト視学官が校

長用ディストリクト

WS に参加する。 

中央 WS に参加したカウンティ教育長及び視学官、TSC カウ

ンティ長、ディストリクト教育長及び視学官の数は、以下の

とおり。2013 年のディストリクト教育長及び視学官用の中

央 WS は、今後実施される予定。 

 

 2012 年 2013 年 

カウンティ教育長 - 47 名 

カウンティ視学官 - 47 名 

TSC カウンティ長 - 42 名 

ディストリクト教育長 258 名 - 

ディストリクト視学官 242 名 - 

 

上記のとおり、カウンティ教育長及び視学官の参加者数は目

標数に達しているものの、ディストリクト教育長及び視学官

の参加者数は目標数より少ない。 
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4（e）80％以上のカウンティ

が授業研究の経験を共

有するための中等学校

校長向け WS を開催す

る。 

中等学校校長を対象にした授業研究の経験を共有するため

の WS は、毎年実施される計画であったが、2013 年まで実

施されなかった。2013 年には 80％の地域（クラスターディ

ストリクト単位、59 地域中 47 地域）が WS を実施した。 

4（f）校長の ASEI-PDSI 実践

に関する指導が現状分

析調査時の結果に比べ

て 10％向上する。 

校長の ASEI-PDSI 実践指導に関する結果は、以下の 3 点の

質問項目に対し、「いつも」「時々」と回答した校長の割合に

よって判断した。2009 年の現状分析調査時及び 2013 年時の

割合、それらの差の結果は、以下のとおり。 

 

項 目 2009 年 2013 年 差 

プロフェッショナルツー

ルのチェック 

87.5％ 83.3％ -4.2 

理数科授業の視察 24.3％ 33.3％ +9.0 

教授/学習リソースの効果

的活用のチェック 
60.6％ 64.8％ +4.2 

平均 57.5％ 60.5％ +3.0 

 

上記のとおり、2009 年と 2013 年時の割合の差は 3.0 であり、

10％には届かなかった。2013 年の調査時には関連するワー

クショップがまだ 1 回のみ実施されただけであるので、この

ような結果になったといえる。 

4（g）100％の校長WS のM&E

報告書が期限内（1 カ

月以内）に CEMASTEA

スタッフにより提出さ

れる。 

本指標はプロジェクトの中間レビュー調査後に追加された

ため、該当結果は中間レビュー調査後に実施された校長用

WS からの分が当てはまる。WS は 2012 年には教員のストラ

イキにより実施されず、2013 年はいくつかのカウンティに

おいてまだ WS が実施中であり、CEMASTEA スタッフによ

る M&E 報告書はすべての WS が完了してから提出されるこ

とになっている。 

4（h）少なくとも 50％の校長

WS の実施報告書が期

限内（3 カ月以内）に

DPC により提出され

る。 

上記の指標と同様に、該当結果は 2013 年に実施された校長

用 WS の分が当てはまる。2013 年実施の WS はまだ継続中

であるが、現時点で 18 カウンティにおいて実施報告書の提

出期限が過ぎているものの、提出された報告書の数は 0 であ

る。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、成果 4 の中等教育における理数科教員の ASEI-PDSI

授業実践の強化は、十分な達成には至っていないといえる。授業研究導入のための研修と WS

の内容及び授業研究に関するガイドブックのドラフトは開発されたが、成果 4 に係る他の指標

の結果は十分な達成には至っていない。 
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中等学校校長を対象にした WS にはほぼ目標数の校長が参加したが、彼らの ASEI-PDSI 実践

に関する指導は、プロジェクト期間中にはまだ目標のレベルまで強化・向上されていない。こ

れは、当初 4 回実施する予定だった校長用の WS が、教員のストライキやディストリクトの予

算不足、WS の実施方式の変更等、さまざまな理由により 2 回しか実施されなかったことが大

きく影響している。 

他方、中等学校教員へのインタビュー結果から、教員同士で互いの授業を観察してディスカ

ッションを行うチーム・ティーチング（team teaching）やピア・ティーチング（peer teaching）

の実施等、中等教員の ASEI-PDSI の現場での実践は改善されてきていることも確認された。よ

って、中等教育における理数科教員の ASEI-PDSI 授業実践の強化は、限定的であると判断され

る。 

 

成果成果成果成果 5：：：：CEMASTEA の理数科教育リソーの理数科教育リソーの理数科教育リソーの理数科教育リソーススススセンターとしての役割が強化される。センターとしての役割が強化される。センターとしての役割が強化される。センターとしての役割が強化される。 

指 標 結 果 

5（a）サイクル 1 及び 2 の初

等教育向け INSET 教

材が改訂され、初等教

員用に出版される。 

サイクル 1 及び 2 の初等教育向け INSET 教材が、初等教員

の自習用に改訂され、300 コピーがパイロット地域の初等教

員に配付された。 

5（b）改訂されたサイクル 1

及び 2 の初等教育向け

INSET 教 材 が

CEMASTEA のウェブ

サイトに掲載される。 

改訂されたサイクル 1 及び 2 の初等教育向け INSET 教材は、

今後 CEMASTEA のウェブサイトに掲載される予定。 

5（ c）少なくとも 1 つの

ASEI-PDSI 実践集が作

成され、配付される。 

ASEI-PDSI 実践集は、2013 年 7 月に開催されたシンポジウム

での結果を踏まえ、発行・配付される予定。 

5（d）少なくとも 1 つの模範

授業ビデオが作成さ

れ、配付される。 

模範授業ビデオも、2013 年 7 月に開催されたシンポジウム

での結果を踏まえ、作成・配付される予定。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、成果 5 に係る活動は進行中であり、成果 5 はプロジェ

クトの終了までに達成されることが見込まれる。サイクル 1 及び 2 の初等教育向け INSET 教材

が初等教員の自習用に改訂され、今後 CEMASTEA のウェブサイトに掲載される予定であり、

ASEI-PDSI 実践集及び模範授業ビデオもプロジェクト終了までに完成される予定である。 

 

４－１－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の達成状況についても、成果の達成状況と同様、主に PDM でプロジェク

ト目標に設定された指標から、その達成状況を判断する。 

プロジェクト目標における各指標と現時点での結果を、以下に示す。 

 

プロジェクト目標：INSET により、ケニアの初等・中等教育レベルの理数科教育が強化される。 
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＜初等教育レベル＞ 

指 標 結 果 

（a）授業改善指数が 0～4 段

階で 3.3 以上になる。 

2009 年、2011 年、2013 年における授業改善指数の結果は、以

下のとおり。 

 

科 目 2009 年 2011 年 2013 年 

数学 3.17 3.25 3.31 

理科 3.28 3.20 3.26 

サンプル数：数学 111 名、理科 82 名（2009 年）、数学 78 名、理科 78 名

（2011 年）、数学 38 名、理科 38 名（2013 年） 

 

2013 年の数学の結果は 3.3 以上であるが、理科の結果は 3.3 を

やや下回った。 

（b）ASEI-PDSI 授業観察指

数が 0～4 段階で 2.0 以

上になる。 

2009 年、2011 年、2013 年における ASEI-PDSI 授業観察指数の

結果は、以下のとおり。 

 

2009 年 2011 年 2013 年 

1.54 2.14 2.34 

サンプル数：202 名（2009 年）、62 名（2011 年）、62 名（2013 年） 

 

2011 年、2013 年の結果はともに 2.0 以上であり、2009 年の結

果と比べて順調に上昇している。 

（c）生徒参加指数が 0～4 段

階で 2.5 以上になる。 

2009 年、2011 年、2013 年における生徒参加指数の結果は、以

下のとおり。なお、生徒参加指数のデータは 0～4 段階ではな

く 0～2 段階で収集され、2009 年時のデータは数学と理科の平

均データのみ入手可能であった。 

 

科 目 2009 年 2011 年 2013 年 

数学 
1.33 

1.51 1.71 

理科 1.57 1.75 

サンプル数：2,302 名（2009 年）、1,406 名（2011 年）、1,033 名（2013 年） 

 

2011 年、2013 年の数学と理科の結果はともに 0～2 段階で 1.5

以上であり、2009 年の結果と比べて順調に上昇している。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、初等教育レベルのプロジェクト目標は達成されること

が期待される。上記のとおり、初等教育レベルにおける 3 つの量的指標が良好な結果を示して

いる。しかしながら、上記成果 3 の結果で述べたように、一部の地域においてクラスター研修

が実施されておらず、クラスター研修を受講した初等教員の数も目標数には達していない。よ
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って、初等教育レベルで引き続き SMASE 研修が実施され、目標数を達成するためより多くの

初等教員が今後も研修を受講することが望まれる。 

 

＜中等教育レベル＞ 

指 標 結 果 

（a）ASEI-PDSI 授業観察指

数が 0～4 段階で 3.0 以

上になる。 

2009 年、2013 年における ASEI-PDSI 授業観察指数の結果は、

以下のとおり。 

 

2009 年 2013 年 

2.7 2.9 

サンプル数：72 名（2009 年）、134 名（2013 年） 

 

2013 年の結果は、2009 年の結果に比べてわずかに上昇して

いるが、3.0 以下である。 

（b）授業改善指数が 0～4 段

階で 3.0 以上になる。 

2009 年、2013 年における授業改善指数の結果は、以下のと

おり。 

 

2009 年 2013 年 

2.8 2.9 

サンプル数：232 名（2009 年）、140 名（2013 年） 

 

2013 年の結果は、2009 年の結果に比べてわずかに上昇して

いるが、3.0 以下である。 

（c）生徒参加指数が 0～4 段

階で 3.0 以上になる。 

2009 年、2013 年は教員の視点から見た生徒の参加度、2011

年は生徒本人に対し参加度を聞いている。調査対象が異なる

ので比較対象ができず、本指標の達成度は判断できないが、

一貫して生徒の参加度を見ている。 

 

上記の各指標の結果から判断すると、中等教育レベルのプロジェクト目標の達成状況は、限

定的であるといえる。成果 4 の結果で述べたように、中等教育レベルではプロジェクト活動で

ある校長用の WS が計画どおりに実施されず、プロジェクト外の活動であるディストリクト研

修も当初計画していたように毎年は実施されなかった。よって、これらの要因が中等教育レベ

ルのプロジェクト目標の達成度に大きく影響したと考えられる。 

 

４－１－５ 上位目標の達成状況（見込み） 

上位目標の達成見込みについても、成果とプロジェクト目標の達成状況と同様、主に PDM

で上位目標に設定された指標から、その達成見込みを判断する。 

上位目標における各指標と現時点での結果を、以下に示す。 
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上位目標：理数科目についてのケニアの青少年の能力が向上する。 

指 標 結 果 

初等教育レベルの国家試験

（KCPE）の成績が向上する。 

2008 年、2009 年、2010 年、2011 年における KCPE（Kenya 

Certificate of Primary Education）の数学と理科の平均点は、以

下のとおり。2012 年の平均点の結果はまだ公表されていな

い。 

 

科目 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 

数学 47.16 49.56 53.80 52.18 

理科 55.24 59.92 60.86 67.48 

 

上記のとおり、数学と理科両方の平均点は年々上昇してい

る。しかしながら、KCPE の試験内容は毎年変わるため、そ

の平均点もその年の試験の難易度によって変わることが考

えられ、経年変化を表しているとはいえない。よって、初等

教育レベルの国家試験の成績向上は、KCPE の平均点ではな

く、中等教育レベルの SPIAS のようなツールによって判断

することが必要である。もしくは、他の適切な指標を設定す

ることが望ましい。 

中等教育レベルの SMASSE

プロジェクト・インパクト評

価 調 査 （ SMASSE Project 

Impact Assessment Survey：

SPIAS）の結果がフェーズ 2

終了時の結果と比べて向上

する。 

2008 年と 2012 年に実施された中等教育レベルの SPIAS の調

査内容のうち、生徒の変化に関する調査項目についての結果

は、以下のとおり。 

 

調査項目：生徒の態度、授業参加、成績に関しての変化 

・生徒の ASEI-PDSI に対する態度及び ASEI-PDSI 実践

に関する認識は、2008 年と 2012 年とを比較してわず

かに向上した。 

・生徒の ASEI-PDSI 授業への参加は、2008 年と 2012 年

とを比較してわずかに向上した。 

・生徒の生物と物理における成績は、2008 年と 2012 年

とを比較してわずかに下降しているが、化学と数学は

2008 年と 2012 年とを比較してわずかに上昇してい

る。 

 

上記の生徒の成績に関し、各科目の具体的な試験の結果は、

以下のとおり。 
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指 標 結 果 

 

科目 2008 年 2012 年 差 

生物 50.56 48.54 -2.02 

化学 50.49 52.74 +2.25 

物理 51.61 50.37 -1.24 

数学 46.15 46.18 +0.03 

平均 49.70 49.46 -0.24 

 

上記のとおり、SPIAS の結果からはほとんど顕著な変化が確

認できず、本指標の達成度についてははっきりした傾向が表

れなかった。 

 

上述のように、初等教育レベルの上位目標の達成見込みは、他の指標で判断するのが望まし

い。中等教育レベルに関しては、指標である SPIAS の結果からははっきりした傾向が表れなか

ったため、上位目標の達成見込みは現時点で判断がつかない。 

 

４－１－６ 外部条件の影響 

PDM に示された外部条件のうち、本プロジェクトでは以下の影響がみられた。 

 

＜成果達成に向けての外部条件＞ 

外部条件 結 果 

CEMASTEA C/P や養成され

た研修指導員が仕事を続け

るだけの十分な動機づけを

得る。 

プロジェクト関係者へのインタビューによると、ほとんどの

CEMASTEA スタッフは SMASE プロジェクトにフェーズ 2

から引き続き従事しているものの、本プロジェクトにおい

て、スタッフの増員が図られることなく中等教育に加えて初

等教育レベルの活動も増えたため、彼らの業務量が多大にな

ったことから、彼らの本プロジェクトに対するモチベーショ

ンは、フェーズ 2 のころに比べて下がってきている。 

 

＜プロジェクト目標達成に向けての外部条件＞ 

外部条件 結 果 

他のプログラムが教員の研

修への参加を阻害しない。 

一部の教員は、SMASE 研修よりも、教員としての職階の昇

格につながる教員資格付与研修（Teacher Proficiency Course）

や学位取得プログラムへの参加を優先させている。 

すべての中等理数科教員を

対象としたディストリクト

研修が毎年実施される。 

2009 年と 2010 年には、一部のディストリクトのみでディス

トリクト研修が実施された。だが、2011 年と 2012 年にはす

べてのディストリクトにおいて、中央からのカスケード方式

による SMASE 研修が実施された。 
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４－１－７ 実施プロセスに関する特記事項 

実施プロセスに関する特記事項として、①マネジメント体制の適切性、②モニタリング体制

の適切性、③研修システムの適切性、④その他の実施プロセス上の課題、の 4 点について現状

を確認し、課題を抽出した。 

 

（1）マネジメント体制の適切性 

本プロジェクトのマネジメント体制に関し、初等教育・中等教育レベルにおいて、研修

やワークショップ等のさまざまな活動を実施・管理するために、以下の 6 つの委員会がプ

ロジェクトの下で設立された。中央レベルにおいては、合同調整委員会（Joint Coordinating 

Committee：JCC）、中央計画委員会（National Planning Committee：NPC）、プログラム・コ

ーディネーター委員会（Programme Coordinators Committee：PCC）が設立され、地方レベ

ルにおいては、各地域に地域計画委員会（Regional Planning Committee：RPC）、ディスト

リクト計画委員会（District Planning Committee：DPC）、ゾーン計画委員会（Zonal Planning 

Committee：ZPC）が設立された。本プロジェクト全体の実施体制、初等教育・中等教育各

レベルの研修及び WS の実施体制については、付属資料 2 の Annex 4 を参照。 

中央レベルにおいて、JCC は、教育省、TSC、CEMASTEA、JICA、他の関係機関の関係

者で構成され、プロジェクトに係る全体の方針決定を行う責任機関として設立されている。

NPC は、教育省、CEMASTEA、JICA の関係者で構成され、最初は CEMASTEA 幹部と JICA

専門家のみであったが、教育省の関与を高めるため、中間レビュー調査後に教育省関係者

をメンバーに追加して再編された。PCC は、CEMASTEA のアカデミック・プログラム・

コーディネーター、各プログラム・コーディネーター、JICA 専門家から構成され、

CEMASTEA の中核人材と JICA 専門家間の情報共有・連携機能を高め、プロジェクトの運

営管理を向上させるため、中間レビュー調査後に新たに設立された。 

地方レベルにおいて、RPC は、カウンティ教育長、カウンティ視学官、初等教員養成校

の校長により構成され、各カウンティにおいて設立されている。DPC は、ディストリクト

教育長、ディストリクト視学官、他のディストリクトレベルの関係者によって構成され、

初等教育・中等教育レベルそれぞれにおいて設立されている。初等教育レベルでは 289 の

DPC があり、中等教育レベルでは 80 の DPC が存在する。ZPC は、ゾーン視学官、TAC 教

官及び他の関係者から構成され、初等教育レベルの各ゾーンで設立されている。ZPC は

1,455 存在する。 

 

本プロジェクトにおけるマネジメント体制に関し、以下の点が課題として挙げられる。 

1）本プロジェクトは初等教育・中等教育レベルとも全国を対象規模としていたため、地

方レベルで設立された委員会の数が 1 プロジェクトにしては多く、限られた人数の

CEMASTEA スタッフでプロジェクト活動を効率的に実施し、適切に管理するには限界

があった。本プロジェクトにおいて設立された地方レベルの委員会の数は約 1,870 委員

会であり、C/P 数も 4,000 名を超える。対象が全国規模となっていれば、関係機関・関

係者の数が多くなるのは必然のことではあるが、これによりプロジェクトがマネジメン

ト・調整業務に多大な労力を割かざるを得なくなった。 

2）CEMASTEA は SMASE 研修や WS の実施に係る実務を担っているが、研修の予算配賦
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の責任機関は教育省であり、CEMASTEA スタッフの雇用についての責任機関は TSC で

あるため、予算の不足や配賦遅延、スタッフの増員等に関しての決定権が CEMASTEA

にはなく、プロジェクト活動を実施するうえで複雑化を招いた。 

3）CEMASTEA 内部の実施体制として、現在 CEMASTEA には 3 つの実施部署が存在す

る。1 つ目は科目ごとの部署（生物、化学、数学、物理の 4 部門）、2 つ目はプログラム

委員会（初等、中等、ICT、SMASE-WECSA、R&D の 5 委員会）、3 つ目は“Specialized 

Committees”と呼ばれる委員会（ISO やジェンダー等、ケニアにおける公的機関として

配慮すべき事項を取り扱い、10 事項以上の委員会から成る）である。CEMASTEA のす

べてのアカデミック・スタッフは、これら 3 つの実施部署に兼任して所属し、それぞれ

の業務に従事している。この影響もあり、アカデミック・スタッフの一部、特にプログ

ラム・コーディネーターの業務量が多大になっているとの意見が CEMASTEA スタッフ

から複数寄せられた。この複合的な業務の実施が、プロジェクト活動の効果的な調整や

多岐にわたる活動の効率的な進捗管理、バランスのとれた業務配分を阻害し、JICA 専門

家と CEMASTEA スタッフとの間の効果的なコミュニケーションも阻害している。 

 

上記の課題等に対処するため、教育省は 2011 年 6 月に「CEMASTEA の改革に関する技

術委員会（Technical Committee on Re-engineering of CEMASTEA）」を設置し、CEMASTEA

のマネジメント上の課題や SMASE プログラムの活動の停滞状況を改善させるための対策

について、プロジェクトの関係者が真剣に議論を重ねた。 

 

（2）モニタリング体制の適切性 

本プロジェクトのモニタリング体制に関し、JCC 会合は当初、少なくとも年 1 回開催さ

れる計画になっていたが、2009 年と 2010 年には開催されなかった。このため、JCC メン

バーがプロジェクトの抱えていた課題等を認識するのが遅れ、関係者間で長期にわたって

課題が共有されないなど、プロジェクト運営上の支障が生じた。プロジェクトの開始から

中間レビュー調査時点までで、2011 年 5 月に第 1 回会合が開催されたが、会合で提起され

たプロジェクト運営上のさまざまな課題については、上述の「CEMASTEA の改革に関す

る技術委員会」を設置して議論することとなり、解決が先送りされ、2011 年 11 月に第 2

回会合が開催された。中間レビュー調査以後、JCC 会合は年 2 回開催されるように計画さ

れたが、これまで 2012 年 1 月と 2013 年 3 月の 2 回開催され、年 2 回ではないものの、年

1 回の頻度で開催されている。 

第 2 フェーズから継続されていた NPC 会合は本来、プロジェクトの運営管理に関する

事項を議論する場であったが、今フェーズに入ってからは実際には CEMASTEA スタッフ

の人事や福利厚生等、CEMASTEA の運営体制等に係る議論に多くの時間が割かれ、事実

上 CEMASTEA という組織の管理職会議になっており、プロジェクト活動に特化した議論

が十分にできなかった。さらに、そのような背景から NPC の実施も CEMASTEA 側が一方

的に決めることが多くなり、当初の計画では NPC 会合の開催頻度を明確に規定していな

かったことから、期待される頻度では開催されていなかった。 

そこで、中間レビュー調査以後、それまでの NPCを CEMASTEAマネジメント会議とし、

プロジェクトに特化して事案を議論する場として NPC を再編した。新 NPC には、メンバ
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ーとして教育省関係者及び JICA 事務所関係者を加え、会合の開催頻度も月 1 回と規定さ

れた。その後、月 1 回の頻度で会合が開催されており、プロジェクトの進捗状況や課題等

が教育省や JICA 事務所などプロジェクト関係者間で共有されるようになった。加えて、

PCC 会合も、中間レビュー調査後に設立されて以降、月 2 回の頻度で定期的に開催されて

おり、プロジェクトの進捗状況や課題等が CEMASTEA 内の管理職レベルで共有されるよ

うになった。 

地方レベルにおける各 RPC、DPC、ZPC の活動状況は、各委員会によって異なる。積極

的に会合を行い関係者間で情報共有が行われている委員会もあれば、ほとんど集まってい

ない委員会もある。 

本プロジェクトのモニタリングに関しての課題として、報告書の提出が挙げられる。上

記の成果の達成状況でも述べたように、CEMASTEA スタッフによる報告書の提出は期限

を過ぎることが頻繁にあり、また、報告書の内容の質にも向上の余地がある。 

上記に加えて、本プロジェクトでは、PDM 指標のデータの記録・管理がケニア・日本国

側双方によって適切に行われていなかったことが大きな課題として挙げられる。いくつか

の指標データは収集されていなかったり、指標の設定とは異なる形でデータが収集されて

いたりした。結果として、指標結果に基づくプロジェクトの進捗状況が効果的にフォロー

されていなかった。 

さらに、ディストリクトレベルで運営・管理する中等教育レベルのケニア側による

SMASSE 研修基金

12
が適切に使用されているかについて、プロジェクト関係者の間で大き

な懸念事項となっており、基金に対するケニア国内での会計監査の必要性が求められてい

る。中等教育レベルにおけるディストリクト研修の実施はケニア側独自の活動とされ、プ

ロジェクト外の活動となっているが、ディストリクトレベルにおける中等教育研修用の資

金の会計監理について適切な注意が払われず、CEMASTEA と教育省によって、ディスト

リクトレベルでの資金使途をモニタリングするための適切なアレンジが行われなかった。 

 

（3）研修システムの適切性 

本プロジェクトにおける研修アプローチは、理数科分野の教員の教授法を向上させる目

的で、カスケード方式によって SMASE 研修を実施することである。このアプローチは比

較的短期間で多くの理数科教員を訓練するのに有効である一方、カスケード方式を含む研

修全体の内容に関して、以下の課題が指摘されている。 

1）カスケード方式による研修の実施は、カスケードの最下層、つまり教員に研修の正確

な内容が伝わりにくくなるという課題がある。 

2）SMASE 研修の主な目的は、ASEI-PDSI アプローチを基に、理数科科目の教授法や教

授スキルを向上させることであるが、各年の研修によってカバーされる単元は限られて

おり、すべての単元において ASEI-PDSI の方法論を扱うことは難しい。 

3）ディストリクト視学官や TAC 教官へのインタビューによると、一部の教員にとっては、

SMASE 研修に参加して ASEI-PDSI アプローチの内容を理解できても、そのアプローチ

                                                        
12 各学校の授業料の一部をディストリクト研修実施のための徴収し、積み立てている基金。1998年開始のフェーズ1のときよ

りケニア側による持続的な財政基盤の1つとして制度化されているもの。 
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を実際の授業で適用することが難しいとのことである。研修内容は適切でも、担当クラ

スのサイズやカリキュラムで規定されている単元の範囲等の制約により、授業での

ASEI-PDSI 実践に困難を抱える教員もいる。 

4）ケニアでは、学校・教員・生徒の数が年々増加している。さらに、憲法の改正により、

プロジェクトの途中で地方行政システムやディストリクト教育行政官も変更された。こ

れにより、ディストリクト教育長や視学官等のターゲット数や、校長用 WS の実施体制

などをプロジェクト期間の途中で変更せざるを得なかった。 

 

（4）その他の実施プロセス上の課題 

上記のほか、本プロジェクトでは以下の課題が指摘された。 

1）クラスター研修では、1 日 1 人当たり 200 シリングがランチ代として研修参加者に支

払われている。初等教員や地方関係者へのインタビューによると、ランチ代の支払いが

後払いのうえ、交通費が支払われないためランチ代を交通費に充てている参加者も多い

ため、この金額は多くの参加者にとって十分でなく、金額の少なさから研修に参加する

ことを辞める教員もいるとのことである。 

2）すべてのディストリクト教育事務所は、クラスター研修で使用する教材をナイロビの

倉庫まで引き取りに来るようになっている。しかし、各事務所から CEMASTEA に伝え

られる教材の必要数が正確でないことがたびたびあり、CEMASTEA から各事務所に伝

えられた教材の数や大きさ等に関する情報を各事務所がきちんと把握していなかった

こともあり、車両の容量が不足し、教材の運搬・配付に支障が生じた。 

3）中等レベルに関しては、プロジェクト関係者へのインタビューを総合すると、SMASE

研修への参加と ASEI-PDSI 授業実践のモチベーションの両方において、継続性の欠如が

指摘されている。教員は、初めは SMASE 研修や ASEI-PDSI アプローチに対して興味を

示すが、研修のサイクル（回数）を重ねるごとに、研修が「マンネリ状態」であると感

じたり、研修コンテンツの内容に新鮮さを感じなくなったりするなど、段々と興味を失

い、ついには研修に参加しなくなる例が報告されている。また、教員が授業で ASEI-PDSI

を実践することが面倒だと感じ、実践しなくなる例も報告されている。 

4）NPC と PCC は、中間レビュー調査後、プロジェクトのマネジメント体制を強化する

ために新たに組織・設立され、それに従いプロジェクトにおける関連会議の数が増加し

た。その結果、プロジェクトの進捗管理に関して一定の改善はみられたものの、会議の

ための準備や参加で特に CEMASTEA のプログラム・コーディネーターに負担がかかり、

彼らのプロジェクト活動の実施に支障を来たすようになっている。 

5）中間レビュー調査時の合意では、ケニア・日本国側双方はプロジェクトのマネジメン

ト面の強化を図る必要性を認識した。このため、特に中間レビュー調査以降、JICA 専門

家は CEMASTEA の技術面の強化よりもマネジメント機能を強化させることを優先させ

た。このアプローチは CEMASTEA のマネジメント強化の面においては有効であったが、

CEMASTEA スタッフのなかには、フェーズ 1 や 2 のときのように JICA 専門家から直接

技術的なサポートを望む声も聞かれた。 

6）本プロジェクトでは、プロジェクトの広報が効果的に行われなかった。プロジェクト

のニュースレターやパンフレット等が発行されず、関係者に効果的に情報を伝えるため
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の広報活動は不十分であった。 

 

４－２ 実績の確認（WECSA コンポーネント） 

４－２－１ 投入実績 

本プロジェクトのほとんどの人的、物的投入はケニアコンポーネントと WECSA コンポーネ

ントに共通の投入である。WECSA コンポーネントに限定した投入は、日本側からの予算及び

ケニア側の海外出張費上乗せ分のみであり、これら投入は、おおむね計画どおり行われた。 

 

（1）日本側投入実績 

1）専門家の投入 

専門家のすべてが、ケニアコンポーネントと WECSA コンポーネントの双方の活動に

従事している。 

2）予算 

2013 年 6 月 30 日時点の日本側の支出実績は約 3 億 1,728 万ケニアシリングに上る。

これらは、主として、TCTP、第三国専門家派遣、WECSA 域内会合・代表者会合、技術

会合の費用として支出された。 

3）機材供与 

日本側が CEMASTEA に供与した資機材は、ケニアコンポーネント、WECSA コンポ

ーネント共通で利用されている。 

4）本邦研修 

2012 年 1 月 29 日から 2 月 4 日にかけて、南南協力における研修実施能力強化の本邦

研修に CEMASTEA スタッフ 2 名が参加した。 

 

（2）ケニア側投入実績 

1）C/P の配置 

すべての CEMASTEA スタッフが WECSA コンポーネントの活動に従事したが、特に

以下の 2 つの委員会が WECSA コンポーネントの活動の計画・実施のために特別に組織

され、活動にあたった。 

・WECSA 委員会：TCTP 及び技術会合の調整を担当 

・臨時委員会：域内会合の度にアカデミック・プログラム・コーディネーターの下に

臨時に組織され、同会合の調整を担当 

 

表－４ WECSA 委員会メンバー 

委員会内の役割 氏 名 所属学科 

コーディネーター Mr. Chesire Berge 物理 

メンバー Mr. John Makanda 物理 

メンバー Mr. Thuo Karanja 生物 

メンバー Mr. Masoka Ndelela 化学 

メンバー Ms. Priscilla Ombati 数学 
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また、CEMASTEA は総務担当スタッフを 1 名配置し、WECSA 活動全般の後方支援に

充てている。 

2）施設 

WECSA コンポーネントの活動は、ケニアコンポーネントと同様、CEMASTEA の施設

を利用して実施されている。 

3）予算 

CEMSTEA スタッフが海外出張する際は、日本側が支給する海外出張経費に上乗せす

る形で、JICA 規定の 4 分の 1 に該当する金額を、ケニア側が CEMASTEA 経常経費より

支出している。 

 

４－２－２ 活動実績 

計画された活動はおおむね実施された。しかし、以下のとおりいくつかの活動はスケジュー

ルどおりに実施することができなかった。成果 1 の活動に関しては、①インパクト調査で観察

予定であったマラウイの INSET の突然のキャンセルにより、インパクト調査の実施予定が変更

された、②2011 年末に行われた中間レビューのため TCTP
13

18 及び 19 が 2012 年 1 月及び 2 月

に延期された、③TCTP22 は計画どおり実施されたものの、CEMASTEA スタッフが並行して多

くの業務を担っていたため、準備が遅れた。以上のことが遅れとして挙げられる。 

成果 2 に関しては、ザンビアでの技術会合は予定どおり開催されたものの、ザンビアのタス

クチームが多忙であったこと及びケニアから準備プロセスを管理することが困難であったこ

とから、準備が遅れた。 

成果 3 に関しては、プロジェクトチーム

14
が、研修の実施等、より明確な締め切りが設けら

れている他の業務で多忙であったことや、当初プロジェクトチーム内でリソースセンターのあ

り方に関して共通した認識がなく、その醸成に時間を要したことなどから実施が遅れた。 

プロジェクトの主な活動実績は表－５のとおりである。 

 

表－５ 活動実績 

計 画 活動実績 

1-1 SMASE-WECSA メ ン バ ー 国 の

INSET システムの現状及びニー

ズを把握する。 

 

・2013 年 3 月から 5 月にかけて 4 カ国（ザンビア、

ウガンダ、南スーダン、ガンビア）でインパク

ト調査が行われ、TCTP のインパクトや今後のニ

ーズが調査された。レポートは 2013 年 8 月に最

終化された。詳細は活動 1-7 を参照のこと。 

・毎年代表者会合の際、各メンバー国は INSET の

現状をまとめたカントリーレポートを提出し

た。 

  

                                                        
13 Third Country Training Program = 第三国研修 
14 CEMASTEAスタッフ及び日本人専門家 
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1-2 SMASE-WECSA メンバー国に対

する TCTP の内容を見直し、開発

する。 

 

・以下の 5 種類の TCTP コースが開発された：1）

英語圏初等コース、2）英語圏中等コース、3）

英語圏中等上級コース、4）仏語圏初等コース、

5）南スーダン特別コース 

1-3 SMASE-WECSA メンバー国への

TCTP 教材を見直し、開発する。 

・1-2 で記述したコースそれぞれに対し研修教材が

開発された。それぞれの内容はプロジェクト期

間中改善された。 

1-4 SMSE-WECSA メ ン バ ー 国 の

INSET 指導員へトレーニングを

行う。 

・2013 年 8 月時点で通常の TCTP が 4 ラウンド（計

12 コース）、南スーダン向けの特別研修コースが

1 回実施され、計 694 名が参加した。 

・第 5 ラウンド（計 3 コース）が新たに計画され

ており、2013 年 9 月から 10 月にかけて実施され

る予定。 

1-5 SMASE-WECSA メ ン バ ー 国 へ

INSET 構築及び強化に関する技

術支援を行う。 

 

・OJT がウガンダ（2 名参加、2009 年 9 月 13 日～

27 日）、ルワンダ（5 名参加、2010 年 7 月 11 日

～15 日）、南スーダン（4 名参加、2011 年 1 月 24

日～2 月 4 日）に対し、行われた。 

1-6 TCTP の質に関するモニタリン

グ・評価を行う。 

・プロジェクトチームは、TCTP 中に参加者に 2 種

類のアンケートを配付し、その回答結果をまと

め、研修の質のモニタリングを行った。 

1-7 TCTP の効果に関するモニタリン

グ・評価を行う。 

・2011 年 11 月に、17 カ国の 69 名の研修参加者に

対しオンライン調査を行った。 

・インパクト調査のためのツールがプロジェクト

チームにより開発され、インパクト調査が 2013

年 3～5 月にかけて実施された（1-1 で記述のと

おり）。調査は、INSET のセッションの観察、政

府関係者、INSET 指導員（元研修参加者）及び

INSET 参加者へのインタビュー、並びに関連文

書の分析を通して行われた。 

2-1 SMASE-WECSA メンバー国の教

育省行政官への ASEI-PDSI 授業

実践に関する啓発活動を実施す

る。 

・教育省関係者の CEMASTEA への技術訪問がセネ

ガル（17 名、2009 年 2 月 23 日～28 日）、マリ（12

名、2010 年 3 月 7 日～14 日）、南アフリカ（12 名、

2010 年 10 月 3 日）、ナイジェリア（16 名、2012

年 9 月 17 日～21 日）により行われた。 

2-2 SMASE-WECSA メンバー国との

技術交換を行う。 

・40 名の第三国専門家が計 17 回、8 カ国（アンゴ

ラ、ニジェール、ナイジェリア、ルワンダ、セ

ネガル、南スーダン、タンザニア、ブルキナフ

ァソ）に派遣された。中間レビュー以降新たな

第三国専門家の派遣はない。 
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・プロジェクトチームはメンバー国で開催された

以下の WS に参加、または実施支援と参加を行っ

た。 

2-3 技術会合を開催する（ケニア主催

またはメンバー国との共催）。 

・技術会合は、2009 年にスワジランド、2012 年に

ケニア、2013 年にザンビアで開催された。詳細

は、表－13 を参照のこと。 

2-4 SMASE-WECSA 域内会合を主宰

し、参加する。 

・2009 年以降、域内会合及び代表者会議は毎年開

催された。詳細は表－10 及び表－11 を参照のこ

と。 

2-5 関連する地域会合及び国際会議

へ参加する。 

 

・プロジェクトチーム（参加者 5 名）は 2009 年 11

月 COMEDAF IV 会合に参加し、CEMASTEA に

関する展示を行った。 

・プロジェクトチーム（参加者 4名）は 2012年ADEA

総会に参加し、SMASE-WECSA アソシエーショ

ンの戦略計画を紹介した。 

・プロジェクトチーム（参加者 2 名）は 2013 年 5

月 11日～16日の ADEA運営委員会会議に参加し

た。 

・プロジェクトチーム（参加者 1 名）は 2012 年 9

月に AMC International 主催の理数科・技術教育

改善サミットに参加した。 

3-1 関係地域機関及び国際機関との

ネットワークを構築・強化する。 

・アフリカ連合（African Union：AU）と CEMASTEA

の間で、WECSA 活動を AU とより緊密に連携さ

せる話し合いが続いている。 

・2013 年 1 月にアフリカ女性教育者フォーラム

（ Forum for African Women Educationalists ：

FAWE）と共同でジェンダーに関する WS が行わ

れた。これをきっかけに、今後 SMASE-WECSA

アソシエーションの持続性に関する情報交換が

行われる予定。 

3-2 SMASE-WECSA 活動に必要な教

材及び参考書を収集する。 

・リソースセンターに関するコンセプトペーパー

案が 2012 年 11 月に CEMASTEA スタッフ全員と

作成・共有された。最終版が 2013 年 9 月に完成

予定。 

・メンバー国のシラバスや教科書が TCTP や技術会

合参加者より収集され、文書や教材のリストが

策定された。 

3-3 図書機能を充実・整備する。 ・収集された文書等は仮設図書館の棚に整理され

つつある。 
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3-4 TCTP 教材を出版用に改訂する。 ・初等及び中等の TCTP 教材は 2013 年 8 月現在改

訂中である。2013 年の TCTP 後最終化され、ウ

ェブサイトに掲載される予定。 

3-5 改訂された教材を電子化する。 

3-6 SMASE-WECSA に関する広報を

ウェブサイトや出版物を用いて

実施する。 

・ CEMASTEA の ウ ェ ブ サ イ ト は 2012 年 に

CEMASTEA により作られ開設された。 

・2013 年 8 月現在ニュースレターを作成中で、2013

年の TCTP 中に配付される予定。 

 

 



 

 

－
4

0
－

 

表－６ WECSA コンポーネント活動計画・実績対象表（中間レビュー以降） 
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7) 第三国研修の効果に関するモニタリング・評価を行う。

2011

成果 1 . SMASE-WECSAメンバー国のASEI/PDSI授業実践指導員が育成される成果 1 . SMASE-WECSAメンバー国のASEI/PDSI授業実践指導員が育成される成果 1 . SMASE-WECSAメンバー国のASEI/PDSI授業実践指導員が育成される成果 1 . SMASE-WECSAメンバー国のASEI/PDSI授業実践指導員が育成される

1) SMASE-WECSAメンバー国のINSETシステムの現状およびニーズを把握する。

2) SMASE-WECSAメンバー国に対する第三国研修の内容を見直し、開発する。

3) SMASE-WECSAメンバー国への第三国研修教材を見直し、開発する。

4) SMSE-WECSAメンバー国の現職教員研修指導員へトレーニングを行う。

5) 改訂された教材を電子化する。

6) SMASE-WECSAに関する広報をウェブサイトや出版物を用いて実施する。

2011

5) 関連する地域会合および国際会議へ参加する。

成果 3 . CEMASTEAのリソースセンターとしての役割が強化される成果 3 . CEMASTEAのリソースセンターとしての役割が強化される成果 3 . CEMASTEAのリソースセンターとしての役割が強化される成果 3 . CEMASTEAのリソースセンターとしての役割が強化される

1) 関係地域機関および国際機関とのネットワークを構築・強化する。

2) SMASE-WECSA活動に必要な教材及び参考書を収集する。

3) 図書機能を充実・整備する。

4) 第三国研修教材を出版用に改訂する。

2013

2013

2011 2012 2013

2012

2012

成果 2 . SMASE-WECSAネットワークが強化される成果 2 . SMASE-WECSAネットワークが強化される成果 2 . SMASE-WECSAネットワークが強化される成果 2 . SMASE-WECSAネットワークが強化される

1) SMASE-WECSAメンバー国の教育省行政官へのASEI-PDSI授業実践に関する啓発活動を

実施する。

2) SMASE-WECSAメンバー国との技術交換を行う。

3) 技術会合を開催する（ケニア主催またはメンバー国との共催）。

4) SMASE-WECSA地域会合を主宰し、参加する。

5) SMASE-WECSAメンバー国へ現職教員研修構築および強化に関する技術支援を行う。

6) 第三国研修の質に関するモニタリング・評価を行う。
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４－２－３ 成果の達成状況 

成果成果成果成果 1：：：：SMASE-WECSA メンバー国のメンバー国のメンバー国のメンバー国の ASEI/PDSI 授業実践指導員が育成される。授業実践指導員が育成される。授業実践指導員が育成される。授業実践指導員が育成される。 

成果 1 の達成度は以下のとおりである。 

指標 a）CEMASTEA における TCTP が 5 回実施される。 

TCTP には、現在、英語圏初等コース、英語圏中等コース、仏語圏初等コース、英語圏中等

上級コースの 4 種類のコースがあり、毎年このなかから 3 コース（＝1 ラウンド）が実施され

る。表－７のとおり、2013 年 8 月時点で、第 4 ラウンドまで実施された。第 5 ラウンドは、9

月 2 日～10 月 18 日にかけて実施予定である（TCTP23 英語圏中等上級コース：2013 年 9 月 2

日～20 日、TCTP24 仏語圏初等コース：2013 年 9 月 2 日～13 日、TCTP25 英語圏初等コース 2013

年 9 月 30 日～10 月 18 日） 

 

指標 b）500 名以上が TCTP に参加する。 

2009 年 1 月より現在まで、合計 692 名の参加者が TCTP に参加した。そのうち、410 名が、

中央・州・地域レベルの INSET 指導員または校長・副校長・JOCV C/P の教員であり、他の教

員を指導する立場にあることがわかっている。 

 

表－７ TCTP 実施実績 

年 タイトル 期間 参加国 参加者数 

2009 年 

 

TCTP 南

スーダン 

1/19～ 

2/13 

南スーダン 74 

2009 年 

第 1 回 

TCTP11 9/19～

10/10 

10（英語圏中等）：アンゴラ（8）、ボツワナ（8）、

カメルーン（4）、エチオピア（9）、ガンビア（8）、

マラウイ（10）、モザンビーク（7）、タンザニ

ア（8）、ウガンダ（7）、ザンジバル（8） 

77 

TCTP 12 9/19～

10/31 

5（仏語圏初等）：ベナン（6）、ブルキナファソ

（9）、ブルンジ（6）、カメルーン（3）、セネガ

ル（8） 

32 

TCTP 13 10/19～

11/6 

 

7（英語圏初等）：ガーナ（6）、ナイジェリア（8）、

ルワンダ（8）、シエラレオネ（8）、南スーダン

（8）、スワジランド（8）、ザンビア（6） 

52 

2010 年 

第 2 回 

TCTP 14 9/19～

10/5 

12（英語圏中等）：アンゴラ（8）、ボツワナ（8）、

カメルーン（4）、ガンビア（8）、レソト（4）、

マラウイ（11）、モザンビーク（3）、ナミビア

（8）、スワジランド（4）、タンザニア（8）、ウ

ガンダ（8）、ザンジバル（8） 

82 

TCTP 15 10/24～

11/5 

7（仏語圏初等）：ベナン（4）、ブルキナファソ

（5）、ブルンジ（4）、カメルーン（3）、マリ（4）、

ニジェール（5）、セネガル（5） 

30 
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TCTP 16 10/20～

11/12 

10（英語圏初等）：エチオピア（6）、ガーナ（6）、

レソト（4）、モザンビーク（3）、ナイジェリア

（6）、ルワンダ（6）、シエラレオネ（6）、南ス

ーダン（5）、スワジランド（4）、ザンビア（4） 

50 

2011 年

第 3 回 

 

TCTP 17 10/17～

11/4 

11（英語圏初等）：ボツワナ（6）、エチオピア

（4）、ガーナ（6）、モザンビーク（5）、ナミビ

ア（6）、ナイジェリア（6）、シエラレオネ（6）、

南スーダン（6）、スワジランド（6）、ザンビア

（6）、ジンバブエ（4） 

61 

2012 年

第 3 回 

（続き） 

 

TCTP 18 1/16～

1/27 

6（仏語圏初等）：ベナン（5）、ブルキナファソ

（5）、ブルンジ（5）、マリ（5）、ニジェール（5）、

セネガル（5） 

30 

TCTP 19 1/16～

2/10 

8（英語圏中等）：アンゴラ（7）、カメルーン（6）、

ガンビア（7）、マラウイ（6）、ルワンダ（7）、

タンザニア（7）、ウガンダ（7）、ザンジバル（5） 

52 

2012 年

第 4 回 

 

TCTP 20 9/3～9/21 12（英語圏初等）：ボツワナ（6）、エチオピア

（6）、ガーナ（6）、レソト（6）、モザンビーク

（5）、ナミビア（6）、ナイジェリア（6）、シエ

ラレオネ（6）、南スーダン（6）、スワジランド

（6）、ザンビア（7）、ジンバブエ（6） 

72 

TCTP 21 9/24～

10/5 

7（仏語圏初等）：ベナン（5）、ブルキナファソ

（5）、ブルンジ（5）、マリ（5）、ニジェール（5）、

セネガル（5）、ジブチ（1） 

31 

TCTP 22 9/24～

10/12 

8（英語圏中等）：アンゴラ（6）、カメルーン（7）、

ガンビア（6）、マラウイ（7）、ルワンダ（5）、

タンザニア（6）、ウガンダ（7）、タンザニア（7） 

51 

合計 26 694 

 

 

指標 c）15 種類以上の研修教材が開発される。 

2013 年 8 月時点で、通常の TCTP コースは TCTP11 から TCTP22 まで 12 回、南スーダンへ

の特別コースが 1 回実施されており、それぞれに対し 1 種類の研修教材が作成された。本プロ

ジェクトでは今後さらに TCTP コースを 3 回実施する予定であるため、プロジェクト終了まで

に合計 16 の研修教材が開発されることとなる。通常のコースは 4 種類（英語圏初等コース、

英語圏中等コース、仏語圏初等コース、英語圏中等上級コース）に分かれており、毎年改良が

加えられていることから、プロジェクト終了までに 4 種類の研修教材の最終版が完成すること

となる。 
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指標 d）授業改善指標（Lesson Innovation Index）が平均 2.5 以上となる。 

本来、本指標 d）は INSET 指導員を養成する TCTP 参加者の研修内容の理解度を測ることを

意図し、それを通して研修の質も判断することを意図していた。しかし、「授業改善指標」は、

初等及び中等教員の教室での ASEI-PDSI の実践度合を測るツールであるため、「授業改善指標」

は、本成果の指標として適切でない

15
，

16
。研修参加者の理解度や研修の質を測るためには、研

修後のテストの実施が適切であったと考えられる。このため、本評価では研修参加者の理解度

及び研修の質を測るための代替指標を以下のとおり設けた。 

（1）研修内容の理解度と有用性 

本評価チームは過去の研修参加者に質問票を配付し、TCTP で学んだことをどの程度実

践で活用しているかを聞いた。その結果、表－８のとおり、78％が研修で学んだことを十

分に活用しているとの回答が得られた。本結果により、参加者は研修を通じて知識やスキ

ルを身につけることができており、かつ研修の内容も妥当性が高かったといえる。 

 

表－８ TCTP 内容の有用性についての評価 

［F＝仏語圏、A＝英語圏、T＝合計* **］                     （％） 

質 問  1（低） 2 3 4（高） 

1 TCTP で学んだことを

実地で活用しています

か。 

 全 く 活 用

し て い な

い 

時 々 活 用

している 

お お む ね

活 用 し て

いる 

大 変 活 用

している 

F（N=24） 0.0 12.5 54.2 33.3 

A（N=53） 1.9 13.2 22.6 50.9 

T（N=77） 1.3 13.0 32.5 45.5 

*回答者のなかには、プロジェクト開始前（2009 年 1 月以前）の研修参加者も含まれる。 

**回答は 16 カ国 77 名より得られた。 

 

（2）研修参加者による研修の質の評価 

プロジェクトチームは研修期間中に評価セッションを設け、参加者にアンケートを配付

し、研修を評価させている。その結果を表－９に示す。以下の 2 つの項目は 5 段階（0-強

く反対、1-反対、2-どちらでもない、3-賛成、4-強く賛成）で評価されている。すべて 3

以上であり、研修参加者の評価は高いといえる。 

 

  

                                                        
15 47の質問（例：授業中生徒が論理的な思考をするよう奨励されている、生徒の興味や好奇心を高めるよう手に入る物を使っ

て工夫した授業が行われるなど）から構成されており、各項目が5段階で評価される。 
16 2011年に実施されたオンライン調査では授業改善指標の平均値は3.07、2013年3月から5月にかけガンビア、南スーダン、ウ

ガンダ及びザンビアで行われたインパクト調査の結果では授業改善指標の平均は3.06であった。これらの調査では、質問票

が過去の研修参加者（INSET指導員及び教員）に配付され、INSET指導員兼教員、及び教員は自らが子どもに教える際の授

業について評価し、専属のINSET指導員は、他の教員がどのように教えているかを評価するよう指示された。 
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表－９ 参加者による研修評価 

 TCTP 17 TCTP 18 TCTP 19 TCTP 20 TCTP 21 TCTP 22 

研修全体の有益度 3.9 3.6 N/A 3.7 3.5 3.7 

ファシリテーショ

ンの質 
3.7 3.6 N/A 3.6 3.4 N/A 

 

成果 1 の達成度のまとめ 

PDM に設定されている指標 a）から c）に加え、指標ｄ）の代替指標による評価を総合し、

2013 年 8 月時点で、成果 1 はほぼ達成されているといえる。今後計画されている TCTP が滞り

なく実施されること、及びその研修の質と参加者の理解度が指標ｄ）以外のより適切なツール

で測られ、十分なレベルに達していることが証明されることで、本成果は完全に達成されると

考えらえる。なお、指標 a）から c）は活動を実施することでほぼ自動的に達成される指標であ

ることから、成果の指標としてはより高次なレベルの指標設定も必要であった。 

 

成果成果成果成果 2：：：：SMASE-WECSA ネットワークが強化される。ネットワークが強化される。ネットワークが強化される。ネットワークが強化される。 

成果 2 の達成度は以下のとおりである。 

指標 a）域内会合及び SMASE-WECSA 代表者会議が 4 回以上実施される。 

表－10 及び表－11 のとおり、SMASE-WECSA 域内会合及び代表者会議は 4 回実施された。

日本人専門家及びケニア側 C/P からの聞き取りによると、2011 年及び 2012 年の域内会合では

域内活動の持続性が主な議題となり、議論が活発に行われたことから、会議の内容も域内のネ

ットワークの強化に貢献するものであったことがうかがえる。第 5 回域内会合は 2013 年 10 月

28 日～11 月 1 日にかけて、代表者会議は 2013 年 10 月 28 日～29 日にかけて開催される予定で

ある。 

 

表－10 SMASE-WECSA 域内会合 

タイトル 場所 日程 テーマ 参加国 

参加者数 

（ゲスト

含む） 

第 9 回 

SMASE-

WECSA 

域内会合 

ナイロビ 2009 年

11/16～

11/19 

Successful & 

Sustainable INSET 

Activities and 

Government Support 

for Quality Teaching 

and Learning 

ボツワナ、ブルキナファソ、

ブルンジ、カメルーン、エチ

オピア、ガンビア、ガーナ、

ケニア、 マラウイ、モザン

ビーク、 ニジェール、ナイ

ジェリア、 ルワンダ、セネ

ガル、南スーダン、スワジラ

ンド、タンザニア、 ウガン

ダ、ザンビア、ザンジバル、

ジンバブエ 

103 

 

  



 

－45－ 

第 10 回

SMASE- 

WECSA 

域内会合 

ナイロビ 2010 年 12/6

～12/9 

A Reflection on a 

Decade of Promoting 

Mathematics and 

Science Education in 

Africa 

アンゴラ、ボツワナ、ブルキ

ナファソ、ブルンジ、カメル

ーン、エチオピア、ガンビア、

ガーナ、ケニア、レソト、マ

リ、マラウイ、モザンビーク、

ナミビア、ニジェール、ナイ

ジェリア、ルワンダ、セネガ

ル、シエラレオネ、南スーダ

ン、スワジランド、タンザニ

ア、ウガンダ、ザンビア、ザ

ンジバル、ジンバブエ 

87 

 

第 11 回

SMASE- 

WECSA 

域内会合 

ナイロビ 2011 年

12/13～

12/16 

The Way Forward of 

SMASE WECSA： 

Sustainability beyond 

2013 

アンゴラ、ベナン、ボツワナ、

ブルキナファソ、ブルンジ、

エチオピア、ガンビア、ガー

ナ、ケニア、レソト、マラウ

イ、マリ、モザンビーク、ナ

ミビア、ニジェール、ナイジ

ェリア、ルワンダ、セネガル、

シエラレオネ、南スーダン、

スワジランド、タンザニア、

ウガンダ、ザンビア、ザンジ

バル、ジンバブエ 

65 

 

第 12 回

SMASE- 

WECSA 

域内会合 

ナイロビ 2012 年

11/12～

11/16 

Strategizing for 

Sustainable SMASE 

Africa Beyond 2013 

アンゴラ、ベナン、ボツワナ、

ブルキナファソ、ブルンジ、

カメルーン、エチオピア、ガ

ンビア、ガーナ、ケニア、レ

ソト、マラウイ、マリ、モザ

ンビーク、ナミビア、ニジェ

ール、ナイジェリア、ルワン

ダ、セネガル、シエラレオネ、

南スーダン、スワジランド、

タンザニア、ウガンダ、ザン

ビア、ザンジバル、ジンバブ

エ 

100 
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表－11 SMASE-WECSA 代表者会合 

タイトル 場所 日程 参加国 

第 9 回代

表者会議 

ナイロビ 2009 年

11/16 

ブルキナファソ、エチオピア、ガンビア、 ガーナ、ケニ

ア、レソト、モザンビーク、ニジェール、 ナイジェリア、

ルワンダ、セネガル、シエラレオネ、スーダン、タンザニ

ア、ウガンダ、ザンビア、ザンジバル、 ジンバブエ、ブ

ルンジ、カメルーン、マラウイ（21 カ国） 

第 10 回

代表者会

議 

ナイロビ 2010 年 

12/9 

ブルキナファソ、エチオピア、ガンビア、ガーナ、ケニア、

レソト、モザンビーク、ニジェール、ナイジェリア、ルワ

ンダ、セネガル、シエラレオネ、スーダン、タンザニア、

ウガンダ、ザンビア、ザンジバル、ジンバブエ、ブルンジ、

カメルーン、マラウイ、スワジランド、ナミビア（24 カ国） 

第 11 回

代表者会

議 

ナイロビ 2011 年

12/13 

アンゴラ、ベナン、ボツワナ、ブルキナファソ、ブルンジ、

エチオピア、ガンビア、ガーナ、ケニア、レソト、マラウ

イ、マリ、モザンビーク、ナミビア、ニジェール、ナイジ

ェリア、ルワンダ、セネガル、シエラレオネ、南スーダン、

スワジランド、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、ザンジ

バル、ジンバブエ（26 カ国） 

第 12 回

代表者会

議 

ナイロビ 2012 年

11/12 

アンゴラ、ベナン、ボツワナ、ブルキナファソ、ブルンジ、

カメルーン、エチオピア、ガンビア、ガーナ、ケニア、レ

ソト、マラウイ、マリ、モザンビーク、ナミビア、ニジェ

ール、ナイジェリア、セネガル、シエラレオネ、南スーダ

ン、スワジランド、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、ザ

ンジバル、ジンバブエ（26 カ国） 

 

指標 b）SMASE-WECSA に加盟し、INSET 活動を実施する国が増加する。 

表－12 のとおり、メンバー国の数は 25 カ国から 27 カ国へと増えたが、2010 年以降増加は

みられない。前フェーズまでは、JICA が将来的にはメンバーとなった国で理数科 INSET プロ

ジェクトを立ち上げることを目的に、積極的にメンバー国を増やしてきた経緯がある。しかし、

現在、サブサハラアフリカにおける 19 の現地事務所のうち、既に 14 カ国で理数科 INSET 強化

プロジェクトを実施中または実施した経験を有しており、これ以上拡大することは困難な状況

である

17
。よって、今フェーズでは積極的にメンバー国を増やす活動を行わず、メンバー国を

増やすことも優先的な目標とはされてこなかった。よって、現在この指標はプロジェクトにと

ってあまり重要な指標とはなっていない。 

 

  

                                                        
17 その他の5つはポルトガル語圏で専門家の派遣が困難であったり、駐在事務所が再開あるいは開設したばかり、あるいは教

育が主要課題分野の1つでないなどのため、プロジェクトの実施は難しい。 
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表－12 メンバー国及びオブザーバー国数 

カテゴリー 2009 2010 2011 2012 2013 

メンバー国 25 27 27 27 27 

オブザーバー国 9 7 7 7 7 

合計 34 34 34 34 34 

 

指標 c）ケニアの主催または他メンバー国との共催により技術会合が 3 回以上実施される。 

表－13 のとおり、技術会合が 3 回実施された。参加者は、技術会合を高く評価しており、そ

の質に満足している

18
。 

 

表－13 技術会合 

タイトル 場所及び日程 参加者数 テーマ 

第 1 回技術会合 スワジランド、

2009 年 5/25～

5/29 

97 名 Enhancing Classroom Activities for 

Quality Teaching and Learning through 

Lesson Study 

 

第 2 回技術会合 ケニア、2012 年

7/23～7/27 

 

63 名 Enriching the practice of ASEI-PDSI in 

the classroom 

第 3 回技術会合 ザンビア、2013

年 6/17～6/21 

 

120 名 A Comprehensive Approach Towards 

Learner-Centered Lessons Based on 

Classroom Practice 

 

成果 2 の達成度のまとめ 

指標の達成度から判断し、成果 2 は達成された。上記で記載された会合や WS 以外にも本成

果の下では技術訪問、第三国専門家派遣、メンバー国の WS 支援、OJT の実施などの活動が行

われており、これらもネットワークの強化に貢献した。評価チームは会合のテーマや WS の質

がおおむね適切であったことを確認したものの、PDM にも質を判断するため指標が事前に設定

されていることがより望ましかったといえる。加えて、指標 b）については、プロジェクト期

間中、特にプロジェクト期間後半においてはメンバー国の増加をめざしてはいなかったため、

整理される必要があった。 

 

成果成果成果成果 3：：：：CEMASTEA のリソースセンターとしての役割が強化される。のリソースセンターとしての役割が強化される。のリソースセンターとしての役割が強化される。のリソースセンターとしての役割が強化される。 

成果 3 の達成度は以下のとおりである。 

指標 a）メンバー国により作成された ASEI-PDSI ひな形授業計画案が取りまとめられ、普

及される。 

終了時評価時点ではまだこの指標は達成されていない。プロジェクトチームは、プロジェク

ト終了までに、TCTP 中に作成された授業計画案のなかから特に良いものを抽出し、取りまと

                                                        
18 「4-2-6 実施プロセスに関する特記事項」の「（4）能力強化のためのシステムについて」を参照のこと。 
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めた後、CEMASTEA のウェブサイトに掲載する予定にしている。 

 

指標 b）TCTP 教材の 1 つが出版のため改訂される。 

プロジェクトチームは現在初等及び中等基礎コースの TCTP 教材を電子化しているところで

ある。2013 年 8 月時点で、第一ドラフトが提出されており、著作権に関する確認が行われてい

る。2013 年の TCTP が終了次第、最終化される予定である。 

 

指標 c）改訂された教材が電子化され、CEMASTEA ウェブサイトに掲載される。 

電子化された教材は CEMASTEA のウェブサイトに掲載される予定である。 

 

成果 3 の達成度のまとめ 

上記の指標から判断し、成果 3 はまだ達成されていない。主な理由は活動の遅れである。し

かし、残りのプロジェクト期間で成果 3 の活動に注力することで、上記指標の達成は可能であ

ると考えられる。なお、成果 1 及び 2 と同様、成果 3 の指標も活動を実施することで達成され

る指標であることから、質を担保する指標やより高次な指標も設定されることが望ましかった。 

 

４－２－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：SMASE-WECSA メンバー国において、INSET 指導員（トレーナー及び

行政官）の ASEI-PDSI に基づいた研修実践能力が強化される。 

プロジェクト目標の達成度は以下のとおり。 

指標 a）研修実践能力強化指標（Capacity Building Index）の総合評価が平均 2.5 以上となる。 

研修実践能力強化指標は、INSET 指導員が自らの INSET 実施の能力を評価するツールであり、

19 の項目

19
すべてに 5 段階（0-強く反対、1-反対、2-よくわからない、3-賛成、4-強く賛成）で

自己評価することで測られる。2011 年 11 月に 17 カ国の 69 名の元研修参加者を対象に実施さ

れたオンライン調査では、平均は 3.08 であったが、2013 年に行われたインパクト調査

20
の結果

では、表－14 のとおり、3.3 とより高い値を示している。また、表－15 のとおり、インパクト

調査では実際に INSET を観察し、元研修参加者のファシリテーション能力が十分に強化されて

いることが確認された。また、インパクト調査で訪問した 4 カ国とも研修の内容も適切であっ

たことが確認されており、特に、特設 TCTP を受講し、数度にわたる第三国専門家派遣を受け

た南スーダンの研修内容が最も高い評価を受けている。 

 

  

                                                        
19 質問は大きく分けて以下の4つのカテゴリーにわけられる：（1）準備（例：私は通常INSETのワークプランを遅れずに作成

します）、（2）研修実施（例：私はINSET中にいつも参加型アプローチを用います）、（3）評価（例：私はINSET中に得られ

たデータを分析し理解することができます）、（4）チームワーク（例：私は他の指導員や参加者とよい関係を築き保持する

ことができます） 
20 プロジェクトチームにより、2013年3月から5月にかけて4カ国（ザンビア、ウガンダ、南スーダン、ガンビア）でインパク

ト調査が行われた。調査は、INSETのセッションの観察、政府関係者、INSET指導員（元研修参加者）及びINSET参加者へ

のインタビュー、並びに関連文書の分析を通して行われ、TCTPのインパクト及び今後のニーズが調査された。 
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表－14 インパクト調査対象 4 カ国の研修実践能力強化指標（自己評価） 

国 名 サンプル数 指 標 

南スーダン 32 3.2 

ガンビア 6 2.9 

ウガンダ 7 3.8 

ザンビア 13 3.4 

合計/平均 58 3.3 

 

表－15 インパクト調査対象 4 カ国の INSET の内容とファシリテーションスキル 

（プロジェクトチームの客観評価） 

国 名 内 容 ファシリテーシ

ョンスキル 

南スーダン 3.21 2.60 

ガンビア 2.65 2.79 

ウガンダ 2.80 2.46 

ザンビア 2.60 3.13 

合計/平均 2.82 2.75 

 

行政官の能力については、主として域内会合での経験共有及び技術訪問を通じて強化を図っ

たほか、あまり人数は多くはないものの、TCTP の提供も行った。彼らの能力を直接測る指標

は PDM では設定されていないが、インパクト調査チームは、INSET セッションの運営管理面

の観察と行政官へのインタビューを通じて、彼らの能力を測ることとした。その結果、研修セ

ッションは、行政官と連携して十分に準備されており、満足のいく運営管理がなされていたこ

と、また行政官が研修をさまざまな面で支援しており、国によっては研修のモニタリング及び

評価にも携わっていることを確認しており、行政官の理解や能力も十分であることがわかって

いる。 

 

指標 b）ASEI-PDSI の概念がメンバー国の研修マニュアル/研修教材に反映されている度合 

本指標評価のため、プロジェクトチームにより、ザンビアの技術会合参加者に質問票が配付

され、11 カ国より回答が得られた。その結果 11 カ国中 3 カ国が ASEI-PDSI の概念の反映は限

定的であるとし、6 カ国はある程度反映している、1 カ国は今後反映させる予定と回答した

21
。

インパクト調査によると、調査を行った 4 カ国すべての研修内容に ASEI-PDSI が反映されてい

た。しかし、以下のとおり、INSET 指導員の能力は、ASEI-PDSI の研修マニュアル/教材への反

映の度合では測れないことがわかった。詳細は次のとおりである。 

ASEI-PDSI の反映が限定的な国 

ザンジバルの参加者は、「既存の研修マニュアルを改訂するには教育省を説得する必要があ

り、時間がかかるため、ASEI-PDSI コンセプトの反映は現在のところ限定的である」としてい

                                                        
21 1カ国からの回答は質問に適切に回答していなかった。 
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る。ナミビアの参加者によると、「授業観察やその後の議論の必要性が組み込まれている点に

おいてはある程度同コンセプトが反映されているといえるが、ナミビアは独自の児童中心教育

手法の教材を使用している」と回答しており、この回答からは TCTP 参加後に ASEI-PDSI のコ

ンセプトを同国の研修マニュアル/教材に反映させたとは考えにくい。 

カメルーンからの参加者は「カメルーンの研修マニュアル/教材は児童中心教育を主眼として

いること、費用対効果の高い教材を使用したり活動を組み込む必要性について書かれている点

で、ASAEI-PDSI モデルと一致している」と回答しているが、これも必ずしも TCTP 参加後に

同国の研修マニュアル/教材が改訂されたことを意味しない。実際、カメルーンの児童中心に関

する教員研修マニュアル

22
は、ASEI-PDSI そのもののコンセプトは組み込まれておらず、他の

仏語圏アフリカで使用されているコンピテンシー・ベースト・アプローチを用いた研修マニュ

アルにより近い。よって、既に研修マニュアル/教材を有する国にとっては、たとえ能力があっ

ても ASEI-PDSI の概念を新たに反映させることは困難であるといえる。 

ASEI-PDSI をある程度反映させている国 

エチオピアからの参加者は、同国のマニュアルには ASEI-PDSI のコンセプトが 95～100％反

映されているとしており、ガーナ、タンザニア、レソト、ザンビアの参加者もある程度同コン

セプトを組み込んでいると回答した。ザンビアに関しては、インパクト調査でも同コンセプト

を研修マニュアル /教材に反映させていることが確認されている。マラウイの参加者は

ASEI-PDSI の弱点をカバーする形のマニュアルを作成したと回答した。また、インパクト調査

によると、ウガンダでは ASEI-PDSI と類似の ALEI-PIEI（Activity/Experiments, Learner-centered, 

Encouragement, and Improvisation - Plan Implementation, Evaluation and Improvement）というコン

セプトを導入しているが、必ずしも同じ内容ではなく、ASEI-PDSI とは質の異なる内容も含ま

れている。加えて、同チームは南スーダンの研修教材が ASEI-PDSI のコンセプトを広く反映し

ていること、ガンビアの研修教材はケニアで使用されているものとほぼ類似のものであること

を確認した。 

レソトとガンビアを除いては、これらの国は JICA 支援により理数科 INSET 強化のプロジェ

クトを行っているか、本プロジェクトによる特別支援を受けた国々である。よって、JICA のプ

ロジェクトが現地に存在するか、CEMASTEA からの特別な支援が得られること、つまり政府

や教育省レベルでの意思決定があることが、同コンセプトをマニュアル/教材に組み込むための

重要な前提条件の 1 つであるといえ、これがないと能力が強化されていても同コンセプトの反

映は難しいことが考えられる。 

さらに、南スーダンのような新しい国やガンビアのような教員研修マニュアルを有していな

かった国は、ケニアのマニュアルをほぼそのまま用いて自国のマニュアルを作成するため

ASEI-PDSI が大幅に反映される傾向がある。一方でウガンダ、ザンビア、マラウイなど自国で

プロジェクトを有する国は ASEI-PDSI のなかで自国にあった部分だけを取り入れたり、より自

国に合うように変更する傾向がある。言い換えると、INSET の経験の蓄積が多く能力が高まる

ほど、研修指導員はその国の状況やニーズに合わせて同コンセプトを改訂する能力を有する。

これらのことから、ASEI-PDSI のコンセプトの研修マニュアルへの反映度合いは、INSET 実施

の能力強化の度合いを必ずしも示さないといえる。 

                                                        
22 Module de Formation des Formateur sur la Nouvelle Approche Pédagogique, l’Approche par Competence 
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＜その他＞ 

アンゴラの参加者は、「将来的にはケニアの TCTP で学んだことを国の研修マニュアルに反

映させるであろう」という回答が得られた。アンゴラは徐々に ASEI-PDSI を用いた研修を行っ

ているものの、同アプローチの INSET への導入ははまだ公的には承認されていない。 

 

プロジェクト目標の達成度のまとめ 

プロジェクトチーム内ではプロジェクト目標の示す「INSET 指導員（トレーナー及び行政官）」

が本プロジェクトで直接研修を受けた指導員のみを意味するのか、またはそれ以外の指導員も

含めた指導員全員を意味するのかについて、事前に共通認識を有していなかった。ほとんどの

メンバー国は、中央及び州レベルの INSET 指導員までは研修に送っていることから、評価チー

ムは主として中央及び州レベルまでの TCTP に参加した INSET 指導員、及び技術会合、域内会

合、その他の技術交換等に参加した行政官を評価の対象範囲と判断し、プロジェクトチームと

合意した。 

この定義に照らし合わせると、設定された 2 つの指標のうち、1 つしか機能していないもの

の、プロジェクト目標である「INSET 指導員の研修実践能力強化」という目標はほぼ達成され

たと考えられる。上記指標以外に、評価チームで配付した質問票の結果、約 96％の回答者

23
が

本プロジェクトからの支援により能力が強化したと答えたほか、メンバー国の日本人専門家 8

名中 7 名もケニアでの研修により C/P の能力が伸びたと回答している

24
。他方、JICA の理数科

教員研修プロジェクトを有する国の研修参加者は、ケニアへの派遣前からある程度能力強化が

行われ、帰国後もそれぞれのプロジェクトで継続的に能力が強化されており、日本人専門家か

らは、C/P の能力強化がどの程度ケニアの研修によるもので、どの程度自国のプロジェクトに

よるものなのか判断しにくいという声も聞かれている。よって、本プロジェクト目標である

「INSET 指導員の研修実践能力強化」には、各国の理数科教員研修プロジェクトによる貢献も

あったと考えらえる。 

2 番目の指標である ASEI/PDSI の研修マニュアルへの反映は、各国の教育省の高次なレベル

の意思決定が必要であるため、既に独自のマニュアルを有している国や、JICA プロジェクトを

有していない、あるいは CEMASTEA から特別な支援を受けていない国にとっては困難である

と考えられる。よって、この指標は必ずしも能力強化の度合を意味しないため、より適切な指

標の設定が必要であったといえる。また、行政官の能力強化度合いを測る指標が PDM 内で設

定されていなかったことから、この指標も設定されておくべきであった。 

 

４－２－５ 上位目標の達成状況 

上位目標上位目標上位目標上位目標：：：：メンバー国におけるメンバー国におけるメンバー国におけるメンバー国における INSET システムが確立システムが確立システムが確立システムが確立/強化される強化される強化される強化される 

現在設定されている 4 つの指標に関し、評価チームの配付した質問票への回答によると、

44.2％が自国の INSET 政策をもち、61.0％が INSET 実施のための行政システムを有しており、

53.2％が資金メカニズム及びモニタリング・評価体制を備えていると回答した。しかし、これ

らの指標の明確な定義、ベースラインデータ及び目標値がなく、また得られた回答の信頼性も

                                                        
23 15カ国の47名より回答を得た。「5-2-1 評価5項目による評価」の「（2）有効性」参照。 
24 「4-2-6 実施プロセスに関する特記事項」の「（4）能力強化のためのシステムについて」参照。 
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低いことがわかった

25
。さらに、研修や会合の実施を主たる活動とする本プロジェクトの介入

と、メンバー国での政策の策定や体制の整備をめざす上位目標との相関関係は限定的である。

よって、プロジェクト終了前までに新たな目標及び指標を設定することが必要である。 

（a）INSET に係る政策が策定される 

評価チームの質問票への回答によると、44.2％が自国が INSET に係る政策を有すると回答し

ている（N=77）
26
。しかし、同じ国からの回答者が異なる回答をしているケースも複数あった

ため、評価チームは本質問票への回答は信頼性が低いと判断した。また、プロジェクトチーム

がザンビアでの技術会合の参加者に配付した質問票では、16 名（16 カ国）から回答が収集さ

れ、そのうち、5 名が政策を有すると回答している。しかし、そのうち、政策は見直されてい

る途中である、政策はあるが文書化されていない、政策はあるが適切に実施されていない

27
と

答えた回答者がそれぞれ 1 名いた。また、回答者が指しているものが、国会等で承認された政

策/法案なのか、教育セクター戦略の方針か、または関連省庁から発出された規定・勧告か、あ

るいは文書化されていない慣習なのか、明確にはわからない。 

インパクト調査チームは、ガンビアとザンビアには INSET の政策文書はあることを確認して

いるが、ガンビアの政策文書は同国が TCTP に参加する前の 2004 年に策定されたものであり、

ザンビアの政策文書は 1996 年に策定されたものであるため、本プロジェクトの影響を受けて

策定されてものではない。 

（b）INSET 実施のための行政システムを有している 

本指標は、それぞれの国の教育省に INSET を司る部署があるかどうか、その部署に十分な人

員が配置されているかどうか等、行政システムの有無について評価することとしていた。評価

チームの質問票によると、61.0％が行政システムを有すると回答している（N=77）
28
。しかし、

指標（a）と同様、同じ国からの回答者が異なる回答をしているケースも複数あったため、評

価チームは本質問票への回答は信頼性が低いと判断した。 

（c）INSET のための資金メカニズムが存在する 

評価チームの質問票によると、53.2％が資金メカニズムを有していると回答した（N=77）
29
。

しかし、他指標と同様、同じ国からの回答者が異なる回答をしているケースも複数あったため、

評価チームは本質問票への回答は信頼性が低いと判断した。 

プロジェクトチームによりザンビアの技術会合で配付された質問票の結果によると、18 名の

うち 14 名が INSET に対し、何らかの政府の資金が得られると回答している

30
。また、ドナー

による資金も得られるとの回答もあった。加えて、ジンバブエとウガンダでは、ディストリク

ト教育事務所が INSET を行えるよう、各学校が一定の金額を州・県教育事務所または関連の委

                                                        
25 質問では、「あなたの国にINSETに係る政策がありますか」「あなたの国にINSET実施のための行政システムはありますか」

等の質問をしたが、これらの定義が明確化されていなかったこと、回答者が必ずしも政策やシステムを詳しく把握するポジ

ションにいないことなどから、同じ国からの回答者であるのに異なる回答が得られた。「3-4 評価調査の制約・限界」で記

述のとおり、時間の制約のため、質問票のプレテストができなかったこと、各国での確認のインタビューが行えなかったこ

とにより、同質問への正しい回答を得られなかった。 
26 16.9％が有していないと回答し、39.0％が無回答であった。 
27 別途調査したところ、この国にはINSET政策はないことが判明した。 
28 1.3％が行政システムを有していないと回答し、37.7％が無回答であった。 
29 7.8％が資金メカニズムを有していないと回答し、39.0％が無回答であった。 
30 残りの4名の回答は質問に適切に答えていなかった。 
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員会に納める制度が設立されている。ウガンダのシステムは SESEMAT 基金と呼ばれ、JICA の

理数科教員能力強化プロジェクトを通じて作られた。 

（d）INSET のためのモニタリング・評価システムが存在する 

評価チームの質問票によると、53.2％がモニタリング・評価システムを有していると回答し

た（N=77）
31
。しかし、他指標と同様、同じ国からの回答者が異なる回答をしているケースも

複数あったため、評価チームは本質問票への回答は信頼性が低いと判断した。 

プロジェクトチームが配付した質問票への回答によると、18 名中 16 名が何らかのモニタリ

ング・評価システムを有していると回答した

32
。そのうちの多くが、教員が研修で学んだこと

を授業で実践しているかどうかついて、校長または視学官が授業を観察して評価し、その結果

をディストリクト教育事務所に報告し、それを州教育事務所及び中央教育省に報告する方式を

採っている。一方、視学官や中央の研修指導員または中央の行政官が INSET そのものをモニタ

リングしているという回答も複数見られた。また、インパクト調査の対象となった 4 カ国はす

べてモニタリング・評価システムを有していることがわかっている。 

 

４－２－６ 実施プロセスに関する特記事項 

（1）意思決定とコミュニケーション 

SMASE-WECSA アソシエーションは、JICA の SMASSE プロジェクトから生まれたネッ

トワークを基に、アフリカにおける理数科教育の促進を目的として設立され、2003 年には

ケニアで NPO 法人として登録された。同アソシエーションは、現在 27 カ国がメンバー国

として加盟している

33
。本プロジェクトで実施している TCTP、技術会合、域内会合/代表

者会合などの広域活動は、同アソシエーションのメンバー国を対象としている。よって、

本プロジェクトは、これらの広域活動の実施について、同アソシエーションと密なコミュ

ニケーションを保ちながら、意思決定を行っている。 

 

（2）モニタリング 

TCTP のモニタリングは、研修参加者による研修前及び研修後の評価、並びに研修全体

の評価の実施を通じて行っている

34
。これらの結果は TCTP 報告書に含まれ、反省点は次

回の TCTP で反映されることとなっている。しかし、評価チームは、同報告書のフォーマ

ットが統一されていない、評価されている項目が報告書によって異なる、グラフ等が読み

にくい、分析が十分でないなど、質の面で改善の余地があると判断した。評価報告書が改

善されることで、報告書が活用されるようになり、今後の研修の改善にもつながることが

期待される。 

PDM 内の指標に沿ったモニタリングはプロジェクトチーム内で十分に行われていなか

った。PDM 内の表現や指標の定義が曖昧なままにされている、プロジェクトチーム内で

PDM の内容に関する共通認識がないなどの課題が確認されていることから、このことで

PDM に沿ったモニタリングが限定的になったと考えられる。  

                                                        
31 3.9％がモニタリング・評価体制を有していないと回答し、42.9％が無回答であった。 
32 残り2名のうち、1名が無回答、1名が質問に適切に答えていなかった。 
33 メンバー国は年間300USドルの会費を支払う。その他、7カ国がオブザーバーとして登録している。 
34 0-4の5段階で評価される。 



 

－54－ 

（3）カウンターパート/オーナーシップ 

プロジェクト終了後もネットワークを持続させるための活動が活発になっており、ケニ

ア教育省からメンバー国に対する SMASE AFRICA アソシエーション設立の支援を募るレ

ターが発出されたり、プロジェクト終了後の支援獲得ためのアフリカ連合（AU）との議

論が継続されていたり、アフリカ教育大臣会合（Conference of Ministers of Education of the 

African Union：COMEDAF）でのプロジェクト活動が紹介されるなど、さまざまな活動が、

CEMASTEA を中心に行われている。また、メンバー国は 2011 年及び 2012 年のプロジェ

クトの代表者会議において、SMASE-WECSA アソシエーションを今後どう持続させるかに

ついて活発に議論を行った。これらのことから、メンバー国の間に帰属意識が生まれてき

ているといえる。 

一方で、インタビューで多くの CEMASTEA スタッフから、WECSA コンポーネントの

活動に関する実務レベルのスタッフのモチベーションが低いことが指摘された。現在、

TCTP のファシリテーターのモチベーションを上げるべく、CEMASTEA がファシリテータ

ーに謝礼金を支払う議論がされているが、実務スタッフとのインタビューでは、TCTP 実

施に関する CEMASTEA のマネジメントレベルの関心が低いという不満が聞かれたり、

WECSA 委員会メンバーからは、同委員会のメンバー数が削減されたり域内会合が任され

ないなど軽視されているという不平が聞かれている。これらのことから、謝礼金などの外

的要因でモチベーションを上げるだけでなく、スタッフの仕事に対する本質的なモチベー

ションを上げる取り組みも必要と考えられる。 

今フェーズ以降、プロジェクトの活動が増えたにもかかわらず、退職したスタッフの補

充が十分にされていないため、スタッフ数は減少している。これが、活動が遅れたり、締

め切りが守られなかったりする要因の 1 つとなっている。 

 

（4）能力強化のためのシステムについて 

1）TCTP 

表－16 に示すとおり、本終了時評価の質問票回答によると、91％の元研修参加者が

TCTP を肯定的に評価している（質問 5）。彼らは CEMASTEA のファシリテーターも高

く評価している（質問 2）。他方、質問票の回答及びインタビューの両方で、「なかには

少数であるが、ファシリテーションに課題が見受けられる者もいた」「ファシリテータ

ーの質は均質でなく人によって異なる」などの意見も確認されている。質問 4 の回答で

は、研修参加者は、ケニアのファシリテーターを自国のトレーナーと比べ必ずしもより

高くは評価していないこともわかっている。 

言語圏にかかわらず TCTP の評価は高いが、評価に多少の違いもみられる。1～4 の 4

段階評価中

35
、肯定的（評価 3：十分である/よい、評価 4：大変そう思う/とてもよい）

に評価した人の割合は、質問 4 を除き、仏語圏英語圏の参加者間でほとんど変わりはな

い。しかし、最も高い評価（評価 4：大変そう思う/とてもよい）をした人の割合は英語

圏の方が仏語圏よりも高い。この理由として、①CEMASTEA で使用する言語が英語で

あること、②通訳が各科目で使う語彙に詳しくないこと、③仏語圏の参加者はケニアの

                                                        
35 4が最も高く（良く）、1が最も低い（悪い）。 
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学校で使われる言語が英語であるため、授業の実践をする機会がない、などが挙げられ

る。ポルトガル語圏の国から質問票の回答は得られなかったが、CEMASTEA スタッフ

より、ポルトガル語圏の参加者が英語での研修についていけていない事実も認識されて

いることから、状況は仏語圏と似ていると考えられる。 

加えて、メンバー国で理数科 INSET 強化プロジェクトを実施する日本人専門家に送っ

た質問票への回答では、8 名より回答が得られた。そのうち、7 名は各国の C/P がケニ

アでの研修により能力が十分に伸びた（4 段階評価中の評価 3）と評価している

36
。また、

同じく 7 名が C/P がケニアで学んだことを十分に業務で活用している（4 段階中の評価

3）と回答した

37
。他方、8 名中 3 名が、自国で INSET システムが構築されたことや、

CEMASTEA で新たな研修コースが提供されないため、今後 C/P や関係者をケニアに送

る必要はないと考えていることも確認された。 

 

表－16 元研修参加者による TCTP 評価 

［F=仏語圏（N=24）、A=英語圏（N=53）、T=合計（N=77* **）］ 

（％） 

質 問  1（低） 2 3 4（高） 

無回答 

1 ケニアの研修で学んだこ

とを実地で使っています

か 

 全く使っ

ていない 

時々使っ

ている 

十分に使

っている 

とても使

っている 

F 0.0 12.5 54.2 33.3 0 

A 1.9 13.2 22.6 50.9 11.3 

T 1.3 13.0 32.5 45.5 7.8 

2 CEMASTEA のファシリ

テーターをどう評価しま

すか 

 
良くない 

あまり良

くない 
良い とても良い 無回答 

F 0 0 66.7 33.3 0 

A 0 0 47.2 41.5 11.3 

T 0 0 53.2 39.0 7.8 

3 研修中に配付された資料

をどう評価しますか 

 
良くない 

あまり良

くない 
良い とても良い 無回答 

F 0 4.2 70.8 25.0 0 

A 0 0 50.9 39.6 9.4 

T 0 1.3 57.1 35.1 6.5 

  

                                                        
36 1名は無回答であった。 
37 1名は無回答であった。 
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4 CEMASTEA のファシリ

テーターは自国のトレー

ナーよりも有能だと思い

ますか 

 
有能でない 

余り有能

でない 

十分に有

能である 

とても有

能である 
無回答 

F 4.2 16.7 58.3 0.0 20.8 

A 3.8 7.5 54.7 20.8 13.5 

T 3.9 10.4 55.8 14.3 15.6 

5 全体として、CEMSATEA 

で行われた研修をどう評

価しますか 

 
良くない 

あまり良

くない 
良い とても良い 無回答 

F 0 0 62.5 37.5 0 

A 0 3.8 41.5 45.3 9.4 

T 0 2.6 48.1 42.9 6.5 

*回答者は本プロジェクト開始前（2009 年 1 月以前）の研修参加者も含む。 

**回答は 16 カ国 77 名から回収された。 

 

2）第三国専門家派遣 

表－17 のとおり、ケニアからの第三国専門家を受け入れた国はその支援に満足してい

る。TCTP に関する回答と同じく、英語圏の国の方がより高く評価をしている。 

ケニアからの第三国専門家を受け入れたことのあるメンバー国の日本人専門家の 1 人

より、第三国専門家の質は人によって異なるとの意見が聞かれた。同専門家によると、

現在の CEMASTEA のシステムでは招へいしたい専門家を受入れ側が指定することがで

きないため、このプロジェクトではケニアの第三国専門家を要請することを取りやめた

とのことであった。 

 

表－17 受入国による第三国専門家評価 

［F=仏語圏、A=英語圏、T=合計* **］ 

（％） 

質 問  1（低） 2 3 4（高） 

1 受け入れたケニア人専門

家をどう評価しますか 

 
良くない 

あまり良く

ない 
良い とても良い 

F（N=5） 0 0 80.0 20.0 

A（N=12） 0 0 41.7 58.3 

T（N=17） 0 0 52.9 47.1 

2 全体として、ケニア人専

門家による技術支援をど

う評価しますか 

 
良くない 

あまり良く

ない 
良い とても良い 

F（N=5） 0 0 80.0 20.0 

A（N=13） 0 0 61.5 38.5 

T（N=18） 0 0 66.7 33.3 

*回答者は本プロジェクト開始前（2009 年 1 月以前）の第三国専門家受入れも含む。 

**回答 1 は 8 カ国 17 名から回収され、回答 2 は 8 カ国 18 名より回収された。 
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3）技術会合 

表－18 のとおり、技術会合参加者の 80％が同会合を「とても良い」と、高く評価し

ている。メンバー国の 8 名の日本人専門家のうち、3 名が自国の C/P の能力が技術会合

で強化されたと答えた。残りの 5 名は、ザンビアでの技術会合が終わったばかりである

ため、能力強化についてはまだわからないと回答した。 

 

表－18 技術会合参加者の同会合評価 

［F=仏語圏、A=英語圏、T=合計*］ 

（％） 

質 問  1（低） 2 3 （高） 

SMASE-WECSA 技術会合を

どう評価しますか 

 
良くない 

あまり良く

ない 
良い とても良い 

F（N=5） 0 0 25.0 75.0 

A（N=21） 0 0 19.0 81.0 

T（N=26） 0 0 20.0 80.0 

*回答は 13 カ国 26 名から回収された。 
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第５章第５章第５章第５章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

５－１ 評価結果（ケニアコンポーネント） 

５－１－１ 評価 5 項目による評価 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から「やや高い」といえる。 

本プロジェクトは、ターゲットグループである、理数科目を教える初等教員及び中等教

員のニーズを満たしているが、彼らの「ニーズ」と「要求」には若干の違いがある。 

ケニアの初等教員及び中等教員は、自分たちの理数科教授能力を向上させたいというニ

ーズがあり、この点において SMASE 研修は彼らのニーズを満たしている。しかしながら、

これらのニーズは、研修に参加して認定証を得ることや、今よりも上の職階の教員資格を

得ることにより、将来の昇進や昇給に結びつくことを前提とした研修に対する彼らの要求

とは必ずしも一致しない。したがって、SMASE 研修に参加した教員の多くは、SMASE 研

修は現行のケニアの教育制度の下では資格取得や昇給に明示的につながらないことに不

満を抱えている。 

本プロジェクトは、ケニアの国家開発戦略及び教育開発政策に合致している。 

ケニアは 2008 年 6 月に完成したビジョン 2030（Vision 2030）という長期開発戦略にお

いて、｢世界的に競争力があり、2030 年までに高い生活の質を伴う繁栄した国」をつくる

ことを大目標に掲げ、2030 年までの中所得国入りをめざしている。 

ビジョン 2030 のもと、ケニアでは 2030 年までに産業構造を工業化することを目標とし

て掲げているが、工業化の基礎となる初中等教育における理数科教育の実態は低迷してお

り、その改善が緊急の課題として取り上げられている。ケニア政府は、2003 年に「初等教

育無償化（Free Primary Education）」を実施し、2005 年にはケニア教育セクターサポートプ

ログラム（Kenya Education Sector Support Programme）という 5 カ年計画をまとめ、2008

年には「中等教育無償化（Free Day Secondary Education）」も導入し、教育へのアクセスの

向上をめざした取り組みを継続的に推進している。しかしながら、無償化による生徒数の

増加に教員の数が追いついておらず、教育の質の低下への対応が求められている。 

また、ケニアの教育開発政策である“Session Paper No. 14 of 2012”“Basic Education Act 

2012”“Teachers Service Commission Act 2012”では、教育セクターにおける人材育成分野

の強化や教育の質の向上に向けた教師教育の重要性、教師教育の強化における INSET の必

要性などが強調されている。 

本プロジェクトは、日本の対ケニア援助政策に合致している。 

第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）で採択された「横浜行動計画」（2008 年 5 月 30

日）の教育部門のなかで、SMASE を通じて理数科分野の教員訓練を拡大することが目標

に掲げられており、その具体策として「10 万人の教員を対象とした SMASE プロジェクト

の拡大」が述べられている

38
。 

また、「対ケニア共和国 国別援助方針」（2012 年 4 月策定）及び「対ケニア共和国 事

                                                        
38 2013 年 6 月 1～3 日に横浜で開催された第 5 回アフリカ開発会議（TICAD V）において、『横浜宣言 2013』及び『横浜行動

計画 2013-2017』が採択され、教育部門における具体策として「理数科教育や学校運営改善を通じた 2,000 万人の子どもの

ための教育の質の向上」が述べられている。 
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業展開計画」（2012 年 4 月策定）において、「理数科教育強化計画（SMASE）を中核とし、

ケニア全国を対象とした初中等理数科 INSET の制度構築・定着及び理数科教育の質の改善

をめざす」と述べられている。 

一方、本プロジェクトの設計（PDM の構成内容）に関し、以下の課題が指摘された。 

1）本プロジェクトの規模は、プロジェクト活動を効果的・効率的に実施するには過大で

あった。本プロジェクトはケニアコンポーネントと WECSA コンポーネントの 2 つのコ

ンポーネントで構成されているが、ケニアコンポーネント自体、初等教育レベルと中等

教育レベルの 2 つのコンポーネントから成っており、本プロジェクトは 1 つのプロジェ

クトではありながら、3 つの規模のプロジェクトを実施しているといえる。さらに、初

等教育・中等教育の両レベルとも全国をターゲットにしているため、活動対象も広範囲

に及び、プロジェクト活動が 3 つのプロジェクトを実施するような過大な数になってい

る。しかしながら、プロジェクト期間中に CEMASTEA スタッフの増員は行われず、プ

ロジェクトのフェーズ 2 は 61 名の CEMASTEA スタッフで活動を行っていたのに対し、

本プロジェクトでは 45 名でより広範囲な規模の活動を行っている。この点において、

本プロジェクトの設計にはやや無理があった点は否めない。 

2）プロジェクト関係者へのインタビュー結果から、初等教育レベルにおいて、SMASE

研修を最初から全国規模で実施する設計にしたことは、時期尚早であったといえる。案

件形成当時のケニア側の責任者であった教育省次官からは、政策的見地からパイロット

の実施は極力避けたいとの強い意向が示されたものの、初等教育レベルの SMASE 研修

は、まずはいくつかのパイロット地域に導入し、パイロット地域での試行を通して得ら

れた十分な経験や教訓を基に、研修のガイドラインやマニュアル、実施体制を含む初等

教育レベルの安定したモデルをきちんと作ってから全国に展開した方が、より適切・効

果的に実施できたと考えられる。 

3）中等教育レベルのプロジェクト設計、つまり、中等教育レベルにおけるプロジェクト

のスコープも、関係者に混乱を来たす要因となった。本プロジェクトでは、中等教育レ

ベルにおいて、校長及びディストリクト教育行政官を対象に、ASEI-PDSI 授業実践の強

化や授業研究用の WS 等を実施することがプロジェクトのスコープ内の活動として設定

され、中等教育レベルの中央研修及びディストリクト研修は、CEMASTEA が独自に実

施するプロジェクト外の活動とされた。これにより、中等教育レベルにおいて、プロジ

ェクトによりサポートされる活動と CEMASTEA が独自に行う活動とで分かれたため、

一部の CEMASTEA スタッフにとって混乱のもととなった。 

4）ターゲットグループの選定として、クラスター研修に参加する初等教員は、6、7、8

学年を担当している理数科科目を教える教員と設定された。しかしながら、初等教員は

毎年担当する学年が変わり、6、7、8 学年を担当していても翌年は低学年を担当する可

能性も十分あり、各学校でクラスター研修に参加する教員を選定する際に混乱を来たし、

また、研修参加教員の継続性が損なわれる原因となった。 
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（2）有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から「中程度」といえる。 

上記「4-1-4 プロジェクト目標の達成状況」で述べたように、初等教育レベルのプロジ

ェクト目標は、指標の結果が良好であり、達成される見込みが高い。だが、研修を受講し

た初等教員が目標数には届いておらず、まだ研修を受けていない教員も多いため、引き続

き研修の実施及び学校レベルでの教員間の研修内容の共有を通して、ASEI-PDSI を学ぶ教

員を増やしていく必要がある。一方、中等教育レベルのプロジェクト目標は、指標の結果

にあまり変化がなく、達成レベルは限定的である。プロジェクト実施中のもろもろの制約

により、中等教育レベルの研修・WS が計画どおりに実施できなかった影響が大きい。 

本プロジェクトにおいて、特に中等教育レベルにおいて、プロジェクト目標の達成が十

分なレベルに至らなかったことは、成果の達成レベルが十分でなかったことに起因する。

さらに、初等教育・中等教育レベルにおける成果 2、3、4 の達成が十分でなかったことは、

さまざまな要因、上記「妥当性」で述べられたプロジェクトの設計に関する問題、「効率

性」で後述される投入の不足に関する問題、「4-1-7 実施プロセスに関する特記事項」で

述べられたプロジェクトの実施プロセス上の問題等によって影響を受けた面が大きい。さ

らに、本プロジェクトでは「CEMASTEA C/P や養成された研修指導員が仕事を続けるだけ

の十分な動機づけを得る」（成果達成レベル）、「他のプログラムが教員の研修への参加を

阻害しない」（プロジェクト目標達成レベル）等の外部条件が想定どおりに維持されなか

った。このように、本プロジェクトの達成度を考えるうえで、プロジェクト実施前に予測

が容易ではなかった多くの困難な課題に直面したということが特筆されるべきである。 

一方、プロジェクト目標の達成レベルとは別に、プロジェクトのフェーズ 1、2 及び本

プロジェクトにおける経験を通して、SMASE 研修の内容の有効性について、ケニア側関

係者の間で以下のような点が認識されている。 

1）SMASE 研修は、研修自体が双方向の対話式であり、生徒中心のアプローチによって

進められる。これにより、教員からの一方的な講義スタイルがベストで唯一の授業の実

施方法だと長く信じてきた研修参加者の目を開かせることになり、教室における授業に

対する彼らの物の見方や態度、行動を変化させることにつながった。 

2）SMASE 研修による教員への直接的な効果の例として、以下のようなコメントが寄せ

られている。例えば、教員が活動主導型・生徒中心型のアプローチを使い、グループで

のディスカッションの導入、生徒に質問を考えさせるなど、授業での教え方に態度変容

が見られるようになった、教員が理数科の授業を教えることに自信をもつようになった、

苦手な単元を扱えるようになった、授業のレッスンプラン・実施内容が向上した、現地

で入手可能な素材を使って授業の教材等を作成する方法を学び、improvisation が向上し

た、生徒を授業に積極的に参加させるようになったなど。 

3）プロジェクトにより開発された研修及び WS 用のガイドライン、ハンドブック、マニ

ュアルなどは、シンプルで実用的であり、SMASE 研修を実施するうえでの堅固な基礎

となっている。これらの成果物は、プロジェクトの初期の段階に行った状況分析調査に

よりニーズを詳細に調べ上げ、幾度もの改訂プロセスを経て丁寧に作り込まれた。さら

に、すべての成果物が既にあったものを改訂・焼き直しして作られたのではなく、ケニ

アにはもともとなかったものがゼロから作成された。各成果品の内容・品質については
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ケニア側関係者の多くから好評を得ており、強く支持されている。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由から「中程度」といえる。 

上記「4-1-3 成果の達成状況」で述べたように、本プロジェクトの成果 1 はほぼ達成さ

れたものの、成果 2、3、4 の達成レベルは限定的である。成果 5 は現在実施中の活動が完

了すれば、プロジェクト終了までに達成されることが見込まれる。このように、本プロジ

ェクトでは期待した成果が十分に達成されたわけではないが、上記の「有効性」でも述べ

たように、各成果の達成度については、プロジェクト活動が広範囲に及んだ点、予算の不

足・配賦遅延等の投入に係る不足、実施プロセス上の課題、外部条件の影響等、さまざま

な要因が影響したことが考えられる。 

上記「4-1-1 投入実績」で述べたように、投入はケニア・日本国側双方におおむね計画

どおりに実施されたが、ケニア側の投入量について、初等教育のバックグラウンドを有す

る CEMASTEA スタッフの要員追加が行われなかったことや、一部の研修・WS 実施に係

る予算の不足・配賦遅延などが活動の進捗に影響を与えた。 

投入の質に関し、CEMASTEA の技術面よりもマネジメント機能の強化に重きを置いた

中間評価以降のプロジェクトの実施方針に対し、一部の CEMASTEA スタッフからは、JICA

専門家には、マネジメントを通した介入ではなく、フェーズ 1 や 2 のときのように直接的

な技術サポートを望む声も寄せられた。また、本プロジェクトにおいて挙げられた PDM

指標データの管理に関する課題から、統計の専門家の配置が検討されるとよかったという

声もあった。 

このように、本プロジェクトではケニア側の投入量やタイミングに不足があったものの、

全体として投入内容はおおむね適切であり、投入された各要素は活動の実施にもれなく活

用されたため効率性は中程度といえる。 

他に効率性に影響を与えた要因として、ケニアの政権交代により、中央・地方レベルの

担当教育行政官の多くがプロジェクトの実施途中で変更になり、新任の担当官への変更後、

プロジェクトの実施体制を再び整える必要があった。また、憲法改正に伴う地方行政制度

の変更により、WS の参加者数や実施体制の変更もあり、プロジェクト活動が一時中断さ

れるなどの影響があった。「4-1-7 実施プロセスに関する特記事項」で述べたように、プ

ロジェクトのマネジメントにおける課題から、実施上の意思決定プロセスもスムーズに行

われたとはいえず、プロジェクト活動の遅延の原因となった。 

 

（4）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、以下の理由から「中程度」といえる。 

本プロジェクトの上位目標の達成見込みに関し、上記「4-1-5 上位目標の達成状況（見

込み）」でも述べたように、初等教育レベルの上位目標の達成見込みは他の指標で判断す

ることが望ましく、中等教育レベルに関しては、指標である SPIAS の結果からははっきり

した傾向が表れなかったため、上位目標の達成見込みは現時点では判断がつかなかった。 

上位目標である「理数科目についてのケニアの青少年の能力が向上する」は、プロジェ

クト目標の達成のみでは達成するのは難しく、他の多くの要因、例えば、教員数の増加、
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教員の理数科目に関する正確な知識、生徒に十分な数の教科書を行き渡らせること、学習

者中心の教育に基づいた評価方法の開発と採用なども、将来の上位目標達成のためには必

要である。 

本プロジェクトの実施中にみられたインパクトに関し、下記のプラスのインパクト事例

が報告されている。 

1）一部の学校では、教員の理数科科目における教授スキルを向上させるために、SMASE

研修やワークショップで学んだことを基に、教員同士で ASEI-PDSI アプローチを使った

授業観察を行ったり、本邦研修において授業研究を学んだ教員が学校レベルでの授業研

究を行ったりするなど、独自に工夫を試みているところがある。 

2）Makueni ディストリクトの視学官へのインタビューによると、Makueni の DPC メンバ

ーは、現場の教員のニーズ・アセスメントに基づき SMASE 研修の内容をより向上させ

る必要性を認識しており、彼ら自身で SMASE 研修のカリキュラムやコンテンツを含む

独自のプログラムをカスタマイズしていく意欲を示している。 

3）ASEI-PDSI アプローチを他の教科にも取り入れるようになった。 

一方、環境や社会配慮面など、本プロジェクトによる負の影響については実施中に報告

がなく、今後もプロジェクトによるマイナスのインパクトが生じることは考えにくい。 

 

（5）持続性 

本プロジェクトの持続性は、以下の理由から「やや高い」といえる。 

政策・制度面での持続性に関して、ケニアにおいて、教師教育の強化及び理数科分野の

教授・学習技能の向上は、国の発展の原動力となる重要な戦略の 1 つと見なされている。

加えて、次期「国家教育セクターサポートプログラム」（National Education Sector Support 

Programme）においても、教師教育機能の強化を支持することが明記される。このような

背景の下、教育セクターにおける教師教育及び INSET にかかわる機関の能力強化は、ケニ

ア政府により今後も引き続き政策的に支持されることが見込まれる。 

CEMASTEA が独立行政法人（Semi-Autonomous Government Agency）の組織である

ICADETA（Institute of Capacity Development of Teachers in Africa）になることが計画されて

いることは、ケニア政府が本プロジェクトの目標や上位目標に向けてのコミットメントを

示していることの強い表れであり、今後、CEMASTEA がケニアにおける教師教育の強化

において中枢機関としての役割を果たすことが期待される。 

教員雇用委員会（Teachers Service Commission：TSC）は教員のマネジメントにおいて主

要な役割を果たす機能をもつ。TSC は既に教員の規則コード（Code of Regulations for 

Teachers）を作成しており、間もなく正式に発表される予定である

39
。更に、カウンティレ

ベルで INSET センターを設立する動きも出ており、同センターにおいて、カウンティレベ

ルでの SMASE 研修の持続性を強化することが必要である。よって、今後の持続性を高め

るため、教育省、TSC、CEMASTEA 間で、教師教育における役割分担に関して協力・デ

マケーションなどの連携・調整を行うために、十分な議論を行うことが望まれる。 

組織面での持続性に関して、C/P 機関である CEMASTEA の実施体制強化について、プ

                                                        
39 TSC は今後、INSET における詳細規則を作成する予定。 
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ロジェクト期間中は組織的な強化が十分に行われたわけではない。しかしながら、上記で

述べたような政策面での後押しもあり、CEMASTEA が今後、ケニアの教育セクターにお

いて教師教育強化に関する主要な役割を果たすことが期待されるため、CEMASTEA の組

織的な権限が強化されることが見込まれる。 

CEMASTEA の組織的な持続性を高めるためにも、今後 CEMASTEA が果たすべき役割

や強化すべき点について、関係者間で十分に議論を行う必要がある。CEMASTEA が

ICADETA になっても、プロジェクトで開発した SMASE 研修及び WS は継続していく計画

であるが、ICADETA 後に十分な数のスタッフがきちんと増員されるかどうかは、1 つの懸

念材料となっている。適切なアカデミック・スタッフの増員がなされなければ、組織的強

化の進展は遅くなると考えられる。 

各カウンティやディストリクトレベルにおける SMASE研修及び WSの実施体制強化は、

各教育長のオーナーシップによる。教育長のオーナーシップが高いカウンティやディスト

リクトでは、CEMASTEA とのコミュニケーションも良好で、他のカウンティ・ディスト

リクトとも情報交換が積極的に行われ、問題の共有や対策などが話し合われている。今後、

各カウンティ・ディストリクトとも、積極的に SMASE 研修における情報提供や啓発活動

を行っていくことが望まれる。 

財務面での持続性に関して、SMASE 研修及び WS の実施コストについて、プロジェク

トの最初の年は研修予算が確保されないなどの状況があったが、その後の期間は予算の配

賦状況にも一定の向上がみられる。しかしながら、予算の配賦遅延はプロジェクトの計画

に沿った活動実施を阻害し、地方教育行政機関においても、SMASE 研修や WS を実施す

るうえで、しばしば厳しい財政事情を抱える原因となった。 

中等教育レベルの研修については、2008 年に開始された中等教育無償化（Free Day 

Secondary Education）政策によって、教育省から学校に直接配賦される予算のなかから、

生徒数に応じて DPC が必要経費を徴収することになり、生徒 1 人当たり 200 ケニアシリ

ングを徴収し、SMASSE 研修基金として設立している。今後の SMASE 研修実施財源の安

定的な確保のため、中等教育レベルの SMASSE 研修基金制度にならい、初等教育レベルで

も初等教育無償化（Free Primary Education）を政策とそれに伴う予算を通じた研修基金の

設立が望まれる。ただし、中等教育レベルにおける研修基金に対する会計監査の不備が、

初等教育レベルの基金設立の障害となっていることから、今後 CEMASTEA と教育省が研

修基金の使途を適切にモニタリングしていくことが切に求められる。 

技術面での持続性に関して、CEMASTEA スタッフの多くは、プロジェクトのフェーズ 2

のころから中央研修指導員としての長い経験を有しているため、中央研修及び WS の企画、

実施、運営、モニタリング・評価におけるノウハウは身についており、彼らのスキルレベ

ルは一定程度、保証されている。しかしながら、CEMASTEA スタッフのスキルは中央研

修指導員としては蓄積がなされたが学校現場のニーズに応えた研修の実施・改善を行うた

めにはさらなる取り組みが求められる。今後中央研修だけでなく、実際の教育現場での状

況も頻繁にモニタリングし、現場関係者に対するニーズ調査を通じて、現場のニーズに適

切に応える研修が提供できるよう一層の能力開発を行っていくことが必要である。 

初等教育レベル（地域・クラスター研修）・中等教育レベル（ディストリクト研修）の

研修指導員のスキルに関し、彼らは本プロジェクトにおける研修実施を通してスキルの向
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上が認められるものの、個々の研修指導員としての技能にはまだ差があるため、今後も引

き続き研修指導員として研修を担当し、実務経験・研鑽を積んでいくことが必要である。

研修指導員本人達も、今後の継続的な研修実施を望んでいる。 

 

５－１－２ 貢献・阻害要因 

（1）効果発現に貢献した要因の分析 

計画内容に関すること 

1）特になし 

実施プロセスに関すること 

1）SMASE 及び SMASSE プロジェクトはケニアで 15 年にわたり実施され、ケニアの教

育セクターに従事する多くの関係者を取りこむことに成功した。CEMASTEA スタッフ

だけでなく他の多くの教育行政部門の人材が、フェーズ 1 のときから長くプロジェクト

に従事しており、彼らは SMASE プロジェクトの目的や内容をよく把握している。本プ

ロジェクトにおいて、政権交代によって中央・地方を含む多くの教育行政担当官が途中

で変更になったが、初等教員養成校の校長や教官、カウンティ教育長、カウンティ視学

官、ディストリクト教育長、ディストリクト視学官、TAC 教官を含む、新しく赴任した

担当官の多くは、以前の担当部署で SMASE プロジェクトについて知っていたため、既

にプロジェクトの内容を理解していた。 

2）プロジェクトからの働きかけにより、2011 年 3 月に当時の教育省視学局により

CEMASTEA への監査が実施されたことや、JCC会合での教育省次官による指示を受け、

2011 年 6 月に「CEMASTEA の改革に関する技術委員会」（Technical Committee on 

Re-engineering of CEMASTEA）が設置され、CEMASTEA の運営改善と SMASE プロジェ

クトの円滑な実施のため、日本・ケニア国側双方の関係者が真剣に議論を重ねた。この

技術委員会がきっかけで、CEMASTEA を ICADETA にすることが提案された。 

 

（2）効果発現を阻害した要因の分析 

計画内容に関すること 

1）初等教育レベルの研修実施は、パイロット活動による試行を経ないで全国展開を行っ

たため、予見可能であった実施運営上の多くの課題を抱えたまま、活動を実施・継続せ

ざるを得ない面があった。 

実施プロセスに関すること 

1）教育省からの予算の不足・配賦遅延により、当初の計画どおりに研修・WS が実施で

きなかった。 

2）いくつかのディストリクトでは、教員組合等の反対により、中等教育レベルのディス

トリクト研修が実施されなかった。 

3）教員のなかには、SMASE 研修への参加が資格取得に結びついておらず、昇進・昇給

等につながらないため、研修に参加しない教員がいた。 

4）ケニアでは学校・教員・生徒の数が年々増加しており、また、憲法改正により地方行

政制度が変更になったため、WS の参加人数や実施体制等を途中で変更せざるを得ず、

計画に沿った活動の実施に影響を及ぼした。  
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５－２ 評価結果（WECSA コンポーネント） 

５－２－１ 評価 5 項目による評価 

（1）妥当性：高い 

以下のとおり、本プロジェクトはアフリカ各国の政策及びニーズ、並びに日本の政策と

合致している。また、ケニアでの INSET の知見を生かし、ケニアと同様の課題を抱えるア

フリカ各国の支援を行うプロジェクトデザインは適切であった。 

アフリカ各国の政策 

本プロジェクトはアフリカ各国の政策と合致している。アフリカ連合は、戦略文書

“Second decade of education for Africa”（2006-2015）において、教員の能力開発及び理数科

教育の強化を優先課題としている。また、ADEA ではアフリカ教育における特定課題対処

のためのワーキンググループを設けているが、WECSA コンポーネントの活動は ADEA の

理数科教育ワーキンググループの活動として位置づけられている。 

日本の援助政策 

本プロジェクトは日本の対ケニア国別援助方針と合致している。同方針によると、人材

育成は貧困削減及び経済成長の基礎となる喫緊の課題と認識されており、5 つの優先課題

のうちの 1 つに位置づけられている。同援助方針では、CEMASTEA を拠点としてアフリ

カ全体の教員の能力向上を測る旨が記述されている。また、2013 年 6 月に開催された

TICAD V の横浜行動計画（2013～2017 年）では、理数科教育の拡充支援が重点活動の 1

つとされている。 

ケニア及び WECSA メンバー国のニーズ 

本プロジェクトは対象国のニーズと整合性を有する。JICA が支援する理数科現職教員強

化プロジェクトを実施するメンバー国では、ASEI-PDSI と類似の児童中心型教育をそのプ

ロジェクトの中心コンセプトに据えていることが多いことから、特にプロジェクトの初期

の段階において、C/P に ASEI-PDSI の基礎について学んでもらい、彼らの理解及び能力を

高めるニーズに合致していた。他のメンバー国においても児童中心型教育を推し進める方

針を採ってはいるものの、INSET 指導員は教室でそれをどのように実践したらよいかの方

法論を有していないことが多い。よって、ASEI-PDSI を用いた実践的な研修は、メンバー

国のニーズに合っていたといえる。一方、ケニアは理数科教育の分野において日本及び他

のアフリカの国々との連携を強化することで自国の理数科教育をさらに改善するニーズ

を有していることから、ケニアとのニーズにも合致していたといえる。 

加えて、メンバー国の新しいニーズに答えるため、プロジェクトチームはプロジェクト

期間中に継続的に研修内容を改訂してきた。例として、既に基礎的な知識を有している参

加者のニーズに応えるため、2009 年に研修コースをより実践的な内容に変更したこと、

2010 年と 2011 年にモジュール形式の研修を試行したこと、2012 年に上級者用の英語圏中

等コースを開発したことが挙げられる。さらに、初等コースの需要が増したことにより、

プロジェクトチームは初等コースと中等コースの受入れ人数を 2011 年より入れ替え、初

等コースの受入れ枠を増やした。また、より技術的な内容に特化した会合と経験共有の機

会を求める声に応えるため、プロジェクトチームは技術会合の頻度を増やし、2012 年以降

は年に 1 度技術会合を開催している。 
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手段としての適切性 

アフリカ各国の INSET 指導員の能力を強化するために本プロジェクトが採用した手段

は適切であった。まず、ケニアは JICA が支援する理数科 INSET プロジェクトを 10 年以

上にわたり実施しており、他国を支援するに十分な知識やスキルを蓄積している。次に、

サブサハラアフリカの国々は児童中心型教育の導入に関し、かつてのケニアと同様、その

実践に課題を抱えている。加えて、特に英語圏アフリカは教育システムやその他の状況も

ケニアに似通っている国が多い。よって、ケニアはアフリカ各国を支援するのに非常に適

しているといえ、本プロジェクトが域内南南協力として CEMASTEA を中心として展開さ

れたことは適切であったと考えられる。 

一方で、PDM の論理の適切性は限定的である。上位目標とプロジェクト目標の間に乖離

があり、上位目標とプロジェクトの介入との相関性が低いことに加え、上位目標の指標が

明確でない、成果 1 の指標及びプロジェクト目標の指標のうち 1 つが適切でなく機能しな

い、各成果の質を測る指標が十分に設定されておらず、活動とほぼ同様のものが指標とし

て設定されている、などの課題があった。よって、プロジェクトのめざす方向性をより明

確にし、PDM の論理性や適切な指標の設定を検討することが望ましかった。 

 

（2）有効性：おおむね高い 

プロジェクト目標の達成度は比較的高く、プロジェクトにより提供された TCTP、第三

国専門家派遣、技術会合は INSET 指導員の能力強化におおむね有効であったと判断される

ことから、有効性はおおむね高い。 

プロジェクト目標の達成度 

「4-2-4 プロジェクト目標達成状況」で記述のとおり、プロジェクト目標はおおむね達

成された。この達成には、本プロジェクトだけではなく、メンバー国で実施されている JICA

による理数科 INSET プロジェクトによる貢献もあったと考えられる。 

TCTP、第三国専門家派遣及び技術会合の能力強化に対する有効性 

「4-2-6 実施プロセスに関する特記事項」の「（4）能力強化のためのシステムについて」

で記述したとおり、TCTP、第三国専門家派遣及び技術会合は高く評価されている。加え

て、表－19 のとおり、約 96％が本プロジェクトの支援により能力が強化されたと回答し

ている。さらに、インパクト調査で 4 カ国の INSET を観察した結果、TCTP 参加者（4 カ

国の INSET 指導員）が適切な研修カリキュラムを策定し、十分に計画を練った研修を実施

していること、研修を参加型で行っていること、研修の評価を行っていること、また、

ASEI-PDSI のコンセプトを用いた授業計画と現在の授業計画との比較を行い、その違いを

適切に抽出していることなどを確認し、彼らの能力が十分に強化されたと判断している。 
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表－19 プロジェクトにより能力が強化された度合 

［F=仏語圏、A=英語圏、T=合計* **］ 

（％） 

質 問  1（低） 2 3 （高） 

1 全 体 と し て 、

CEMASTEA からの支援

（研修、専門家派遣、技術

会合）はあなたの能力を開

発するのに有益であった

と思いますか 

 全 く 有 益

でない 

あ ま り 有

益でない 

十 分 に 有

益である 

大 変 有 益

である 

F（N=9） 0 0 11.1 88.9 

A（N=39） 2.6 2.6 48.7 46.2 

T（N=48） 2.1 2.1 41.7 54.2 

*回答者のなかには、プロジェクト開始前（2009 年 1 月以前）に研修に参加したり、第三国専門家を受入れた

経験者も含まれる。 

**回答は 16 カ国 48 名から回収された。 

 

一方、言語の違いのため、仏語圏及びポルトガル語圏からの参加者に対する有効性は英

語圏の参加者に対する有効性よりも低かったと考えられる。多くの仏語圏の元 TCTP 参加

者は、通訳及び翻訳の質がよくなく、通訳・翻訳を理解するのに困難なことがしばしばあ

ったと回答している。さらに、CEMASTEA のファシリテーターによると、ポルトガル語

圏の参加者のなかには英語の研修についていけていないものもいたことが報告されてい

る。言語の問題のため、ファシリテーターらは、仏語圏及びポルトガル語圏の参加者は英

語圏からの参加者と比較して学びが少ないと認識している。 

さらに、TCTP 及び技術会合における課題の 1 つとして、多くの国を一度に対象として

いるため、内容が一般的なものにならざるを得なかったことが挙げられる。対象国を絞り、

各国の具体的な課題解決をターゲットとした研修や会合を開催することができれば、より

有効性は高まったといえる。 

また、カメルーンからの参加者によると、2 週間の研修は ASEI-PDSI の基礎を学ぶには

十分であるが、同トピックに関して他の INSET 指導員に対して研修を行えるだけの深い知

識や研修実践スキルを身につけるには十分でないとのことであった。JICA による INSET

プロジェクトをもたない他の国からも、自国で ASEI-PDSI を有効に実施し、普及するには、

CEMASTEA による追加の支援が必要であったという声が多く聞かれた。これらの国に対

してよりフォローアップ活動を充実させることで効果はより促進されたと考えられる。 

特別支援の有効性 

南スーダンに対しては、2009 年に特設 TCTP コースが実施され、74 名が参加した。同

時に、第三国専門家が 3 回にわたって派遣され、プロジェクトの立ち上げ、研修カリキュ

ラムの開発、ベースライン調査及び評価ツールの作成支援を行った。インパクト調査チー

ムの調査により、これらのニーズに沿った特別な支援が南スーダンの INSET 指導員の能力

強化に有効であったことが確認されている。また、アンゴラに対しても 4 度の第三国専門

家派遣が行われ、ニーズに合った支援が実施されたが、アンゴラからは本評価の質問票が

回収できておらず、プロジェクトでも同国における成果の確認は計画されていない。 
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（3）効率性：中程度 

南南協力の手法を用い過去のケニアへの投入を生かした点は効率性の向上に貢献した

ものの、TCTP 受講者の 40％が、本来のターゲット層である研修講師ではなく一現場教員

であった点やプロジェクトの運営管理体制が十分でなかったことで、効率性は中程度と判

断される。 

成果の達成度 

成果 1 及び 2 はおおむね達成されたが、成果 3 の達成度は活動の遅れにより低い。しか

しながら、成果 3 の達成度は中間レビュー以降、NPC 及び PCC 会議を定例化したこと、

並びに同成果と CEMASTEA の運営管理を担当する 2 名の日本人専門家を派遣したことに

より加速されてきている。 

費用対効果 

域内研修や技術交換などの活動をはじめとする南南協力は、先進国から開発途上国に対

する協力と比較し、低コストで成果を産出することができる。また、本プロジェクトでは

過去のケニアへの投入を十分に生かし、10 年間で育成された人材や提供された投入を使っ

て実施された。これらの要因は、プロジェクトの効率性向上に貢献した。 

TCTP の主な対象者は INSET 指導員（主として中央の指導員及び州レベルの指導員）で

あるが、既にメンバー国の中央及び州レベルの指導員は本プロジェクトによる研修を受け

たため、本プロジェクトではメンバー国の教員を受け入れることとなった。その結果、本

プロジェクトで研修を提供した 694 名中約 40％を占める 282 名が教員であったことがわか

っている

40
。TCTP は研修を受ける個人には有効であるとは考えられるものの、研修指導員

に比べると教員は研修後学んだことを他の教員に対して広く普及する機会があまりない

こと、各国の教員数が膨大であること、渡航や滞在に費用がかかることなどを考慮すると、

効率性は低い。 

なお、プロジェクトチームは、費用対効果確保のためすべての教員の研修申し込み者に

関し、事前に、その教員が他の教員を指導する立場にあるか否かをメンバー国に確認する

作業を行い、それによりある程度効率性を担保した。一方、この確認作業により、指導す

る立場にあるという返答を得ても、実際に研修に受け入れた後に一般教員と判明したケー

スもあった。よって、遠隔での確認作業には限界があったといえ、この観点からは確認作

業の実施はあまり効率的ではなかったともいえる。 

プロジェクト運営管理体制 

現在のところ、WECSA コンポーネントは、WECSA 委員会が TCTP と技術会合を担当し

ているのに対し、アカデミック・プログラム・コーディネーターの下に結成される臨時委

員会が域内会合の調整を担当している。これは前 CEMASTEA 所長が、アフリカ各国の注

目を集める域内会合はより高次なマネジメントレベルの担当者に任せることに決めたた

めであるが、WECSA 委員会コーディネーターと一部のメンバーはこれに反発しており、

アカデミック・プログラム・コーディネーターとの関係があまり円滑ではない。この二重

の体制により、WECSA コンポーネントに関するコミュニケーションが円滑になされず、

それぞれの委員会の情報が十分に共有されない状況となっている。CEMASTEA は今後

                                                        
40 この 282 名の教員も、何らかの形で他の教員を指導する立場にある可能性はあると考えらえる。 
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WECSA 委員会が一括して WECSA コンポーネントの活動を調整することにしていること

から、将来的にはこの問題は解決されると考えられる。 

プロジェクトにより作られた報告書、授業計画、TCTP 評価などが適切にプロジェクト

チームにより取りまとめられ保管されていない状況である。よって、必要な報告書や情報

を取り出したいときに、それらを探し、入手するのに時間がかかる状況となっている。 

他ドナー及び他スキームとの連携 

ベルギーの NPO である VVOB は、CEMASTEA の ICT 分野での能力強化支援を行って

いる。直接の連携は行われていないが、本プロジェクトでは成果 3 において 2012 年に

CEMASTEA が立ち上げたウェブサイトを活用しているため、VVOB の支援で強化された

ICT 分野のスキルを活用しているといえる。 

加えて、現在 JICA の無償資金協力で CEMASTEA の増築が行われており、2013 年 9 月

に完成予定である。図書館の建設がこのなかに組み込まれていることから、本プロジェク

ト終了までに図書館が完成する予定であり、これは成果 3 の達成に貢献すると考えられる。 

 

（4）インパクト：中程度 

上位目標の達成見込みが測れないこと、正の波及効果はみられるものの、計画の策定や

決議の採択などいまだ準備段階のものであることから、インパクトは中程度と判断する。 

上位目標達成の見込み 

「4-2-5 上位目標達成状況」で示したとおり、上位目標の指標の明確な定義、ベースラ

インデータ及び目標値がなく、また得られた回答の信頼性も低い。さらに、本プロジェク

トの介入と目標との相関関係も限られている。よって、上位目標の達成度は評価不能であ

る。 

その他の波及効果 

現在はプロジェクトから独立して活動を行っている SMASE-WECSA アソシエーション

は、2013 年の本プロジェクト終了にかんがみて、特に 2011 年以降持続性に関する議論を

活発化させてきた。その結果として、2011 年には戦略計画（2014～2018 年）が策定され、

ADEA 総会で発表されたほか、2012 年にはメンバー会費の増額や各メンバー国での支所の

開設、CONFEMEN、ADEA、UNESCO 国内委員会などとの連携強化を含む 13 の決議を採

択した。また、2013 年の会合において、アフリカ教育大臣会合（COMEDAF）はアフリカ

における教員能力強化を実現するための機関の 1 つとして、CEMASTEA をリード・エー

ジェンシーに据えている。 

さらに、本プロジェクトで構築されたネットワークを活用し、各国が独自の活動を実施

し始めている。例えば、ニジェール、ブルキナファソ及びセネガルは 2009 年と 2010 年に

理数科 INSET に関する経験共有 WS を開催している。さらに、セネガルとザンビアは、授

業研究に係る WS を共催することを計画している。また、より下位のレベルでは、元研修

参加者たちが研修終了後も連絡をとり合っており、国境を越えた情報の交換や文書の共有

が行われていることが確認された。よって、域内で相互学習の文化が形成されつつあると

いえる。 
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（5）持続性：中程度 

スタッフの能力が比較的高いことや、2014 年中に CEMASTEA がより独立した組織であ

る ICADETA となることは持続性にプラスには働いているが、ケニア政府の今後の方針を

明確に示す文書がないこと、実務レベルのオーナーシップやモチベーションが比較的低い

ことなどにより、持続性は中程度と判断される。また、本コンポーネントは南南協力のプ

ロジェクトであるため、プロジェクト終了後にケニア側が他のアフリカ諸国を支援するた

めの予算を確保するのは難しい。 

政策面 

現在のところ、ケニア教育省は WECSA コンポーネントの活動実施を正式に CEMASTEA

に委託しているが、プロジェクト終了後もこれを継続するとする正式な文書は今のところ

発出されていない。一方で、ケニア政府は CEMASTEA の ICADETA 化法案作成や

COMEDAF へのコミットメント

41
も行っていることから、ケニア政府が WECSA 活動を続

ける可能性はある。 

財政面 

現在のところ、プロジェクト終了後 WECSA コンポーネントの活動を継続するための予

算は得られていない。財政面での持続性確保のため、SMASE-WECSA アソシエーションの

各国の会費を年間 1,500US ドルに増額する決議が採択されたが、今までの 5 倍の会費をす

べてのメンバー国が支払う準備があるかどうかは定かではない。 

ケニア教育省は、他国を支援するための予算は現在のところ有してない。他方、

CEMASTEA が ICADETA となった後は、各メンバー国が予算を拠出する体制をつくること

で域内活動費を確保することを、案の 1 つとして考えている。 

組織面・人材面 

より効率的かつ効果的に INSET が行えるよう、CEAMSTEA を再構築し、独立性の高い

機関（ICADETA）とする法案が教育省により策定され、同法案は 2014 年度中に国会によ

り可決される見込みである。この法案が可決されれば、スタッフは ICADETA の運営管理

評議会に直接雇用されるシステムとなるため、域内活動を専属で担当する部署をつくるこ

とも現在よりは容易になるともいえるが、この専属部署及びスタッフの配置は、ICADETA

の新所長及び運営管理評議会の意向によると考えられる。当面の間は ICADETA への円滑

な移行を促すため、現在の CEMASTEA の複雑な運営管理システムをより合理化すること

が必要である。 

インタビューでは、毎年行われるルーティンの活動となった TCTP に対する実務レベル

のスタッフのオーナーシップやモチベーションが低いことが多く指摘された。実務レベル

スタッフの間では、マネジメントレベルの同活動に係る関心や理解、それを実施するスタ

ッフへの評価などが足りないと感じているものが多いことも判明している。 

「（3）効率性」において記述したとおり、プロジェクト活動のデータや文書が適切に管

理されていない。よって、プロジェクトにより蓄積された情報や教訓が他のスタッフとも

共有され、組織の記憶・情報が保持されるよう、文書管理及びその活用が改善される必要

                                                        
41 COMEDAF が、CEMASTEA をアフリカにおける教員能力強化のためのリード・エージェンシーの 1 つに据えたことを受け

て、ケニア政府としてそれを歓迎し、支援することを表明した。 
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がある。 

能力面 

JICA 専門家及び CEMASTEA スタッフからの聞き取りによると、CEMASTEA のスタッ

フは現在の活動を継続する能力は有している。一方でメンバー国の新しいニーズに応えた

り、現在の活動の質を改善するためには、常に能力開発を行っていく必要がある。また、

TCTP レポートやオンライン調査報告書の質が十分でないため、今後質の高いモニタリン

グ・評価と調査を行うための能力をさらに強化する必要がある。 

加えて、TCTP 参加者を招へいするための航空チケットや保険等の手配はプロジェクト

期間中 JICA 専門家及び 1 名の CEMASTEA スタッフのみで行われてきた。よって、これ

らの情報やスキルが他の CEMASTEA スタッフに移転される必要がある。 

 

５－２－２ 貢献要因及び阻害要因 

（1）効果発現に貢献した要因の分析 

1）計画内容に関すること 

長期にわたる継続的な支援 

JICA は 1998 年よりケニアにおいて理数科 INSET の支援を行ってきており、このこと

がプロジェクトの効果発現に大きく影響した。まず、ケニアが 10 年以上にわたるプロ

ジェクトの実施で蓄積した国内研修での知見は、本プロジェクトで TCTP を行ううえで

欠かせない要素の 1 つであった。また、長期にわたり継続的に強化された C/P の能力が

本プロジェクトの実施及び成果発現に大いに貢献した。加えて、ケニア側と日本側の間

に構築された信頼関係もプロジェクトの円滑な実施を促進した要因である。また、この

10 年間で CEMASTEA 及びケニアの SMASE プロジェクトはアフリカ各国で革新的な

INSET を行う機関及びプロジェクトとして広く知られるようになり、メンバー国から毎

年多くの研修参加者を得るに至った。 

メンバー国における JICA プロジェクトの存在 

JICA の理数科 INSET プロジェクトを実施しているメンバー国では、自国におけるプ

ロジェクトと本プロジェクトとの相乗効果により、TCTP 参加者/メンバー国 C/P の能力

開発がさらに強化できたといえる。まず、新しくプロジェクトを開始した国のほとんど

で ASEI-PDSI と同様のコンセプトを採用していたため、その国の教育省行政官に対して

啓発活動を行ったり、C/P に ASEI-PDSI アプローチの基礎を学んでもらう必要があった

が、彼らをまず CEMASTEA に送ることで、これらの C/P の初歩的な理解及び能力を高

めることができた。次に、同様のプロジェクトを実施することで、域内会合や技術会合

における経験共有や議論が、より深まり活発なものとなった。さらに、メンバー国に日

本人専門家やその C/P がいることで、技術会合や技術交換などの国境を越えたイベント

の計画及び実施が容易になった。最後に、本プロジェクトでは各国からの研修参加者の

フォローアップをするのが困難であったが、メンバー国でプロジェクトを実施している

ことで、これらのプロジェクトで研修後のフォローアップができ、彼らの更なる能力開

発が可能となった。 
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2）実施プロセスに関すること 

NPC 及び PCC 会議の開催 

中間レビュー後、NPC 及び PCC 会議を定期的に開催することになったため、日本人

専門家側と CEMASTEA 側のコミュニケーションが改善され、活動の進捗確認や締め切

りの念押し、課題の共有等が可能となった。特に、NPC にはケニア教育省が議長を務め

ることとなったことから、これにより、教育省とのコミュニケーション及び巻き込みも

増えた。 

（2）効果発現を阻害した要因の分析 

1）計画内容に関すること 

PDM のロジックの不明瞭さ 

本プロジェクトの PDM では、プロジェクト目標の要約の定義が曖昧である、プロジ

ェクト目標と上位目標の間の相関関係が限られている、適切でなかったり、定義が定ま

っていない指標がある、などの問題があった。プロジェクトチーム内で PDM の内容に

関する共通理解がなく、指標の達成度に対するプロジェクトのモニタリングが限定的で

あったが、これは、PDM が不明瞭であったことが 1 つの要因であったと考えられる。こ

れについては、中間レビュー時にも PDM のロジックが不明瞭であることは議論にのぼ

ったものの、「自国のプロジェクトの有無など多様な影響下にある域内活動を、ケニア

側の活動のみに基づいて整理しきれる性質のものではない」という議論もあり、PDM 上

で明確に整理しきれなかったことも影響している。しかし、そのような理由や、曖昧な

指標を用いて終了時評価においてどう評価すべきかについての指針が残されていない

ため、プロジェクト期間中のモニタリングのみならず、本終了時評価の達成度の評価も

困難な部分があった。 

CEMASTEA スタッフ数の不足 

本プロジェクト開始時より活動数が増えたにもかかわらず CEMASTEA スタッフ数に

変更はなかったため、スタッフは同時並行でいくつも仕事を抱えることとなった。この

ことにより、締め切りが順守できなかったり、仕事の質が確保できないことがあった。 

 

2）実施プロセスに関すること 

情報共有の不足 

「（3）効率性」で述べたとおり、WECSA コンポーネントに係る情報共有が十分に行

われてこなかった経緯がある。2 つの委員会に仕事が分かれていることに加え、WECSA

委員会メンバーの間でも NPC、PPC、域内会合、技術会合などの結果がすべてのメンバ

ーに十分に情報が共有されていない。このため、メンバーは全体像をつかむことなく振

り分けられた仕事をこなすこととなり、仕事の遂行が効果的、効率的に行えないのみな

らず、メンバーの仕事へのモチベーションにも影響している。 

 

５－３ 結論（評価結果総括） 

５－３－１ ケニアコンポーネント 

本終了時評価調査における上述の検証の結果、本プロジェクトは、期待された成果をある程

度達成したが、十分には達成できなかったと結論づけられる。成果 1、2、3 は、初等教育レベ
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ルで新しく導入された中央・地域・クラスター研修や WS に係る活動であったが、研修参加者

数が目標レベルに達しないなどの部分はあっても、初等教育レベルにおける SMASE 研修制度

の仕組みは整ったといえる。成果 4 に係る中等教育レベルにおいては、プロジェクト期間中は

もろもろの制約により活動が計画どおりに実施できなかったため、成果の発現は十分ではなか

った。校長を対象に行った WS 等を通じ、今後、学校現場における理数科教員への ASEI-PDSI

授業実践の強化が本格的に実施されることが望まれる。このように SMASE 研修制度は、初等

教育・中等教育両レベルにおいて、今後の制度改善に向けて課題は残っている。 

上記のように、プロジェクトの成果が十分な達成とはならなかった要因の１つは、初等教育

レベルの SMASE 研修をパイロット地域での試行を経ずに最初から全国規模で実施したことに

よると考えられる。本プロジェクトにおいて、初等教育レベルの研修実施がいくつかのパイロ

ット地域で導入されていれば、より効果的に実施された可能性はある。パイロット地域におい

て、さまざまな経験や教訓を基に、初等教育レベルの研修や WS の安定した実施体制モデルが

設立された後、全国展開を行う方法もあった。他の要因として、プロジェクトの実施プロセス

上で、ケニア側による初等 INSET 用の人員の補充が進まなかったこと、そのため中等 INSET

に従事する人材が初等 INSET に対応しなければならなかったこと、その結果 CEMASTEA の業

務や組織体制（指揮命令系統）が煩雑かつ複雑になったこと、CEMASTEA のトップマネジメ

ントがプロジェクトに対して協調的でなかったことなど、さまざまな課題・制約があったこと

も大きい。 

しかしながら、本プロジェクトにおいて、良好な結果も認識された。初等教育レベルのプロ

ジェクト目標における量的指標の結果は、ケニアの初等教育に初めて ASEI-PDSI アプローチが

導入されるようになってから、良好な数値を示した。また、いくつかのディストリクトにおい

ては、中等教育レベルのディストリクト研修の実施関係者が、独自のカスタムメイドの SMASE

プログラムを開発することに意欲を示している。これらのことは、今後ケニアの初等教育・中

等教育レベルにおいて、政府からの手厚いサポートの下、SMASE 研修が引き続き実施される

限り、プロジェクト目標は将来的に十分な達成を果たすことが見込まれる。 

本プロジェクトの実施により得られた経験・課題等を踏まえ、将来の SMASE 研修制度の改

善に向けて、教育省、CEMASTEA をはじめとしたケニア側関係者が今後一層努力を重ねてい

くことが望まれる。 

 

５－３－２ WECSA コンポーネント 

プロジェクト目標は、成果 1 及び 2 の達成度が高いことから、ほぼ達成されている。5 項目

評価に関しては、妥当性は高く、有効性はおおむね高いが、効率性、インパクト、持続性は中

程度である。 

評価チームは、本プロジェクトは TCTP、第三国専門家派遣、技術会合、域内会合・代表者

会議、及びその他の技術交換等の活動をおおむね計画どおりに実施し、参加者もこれらの活動

を高く評価しているため、順調に成果を発現してきたと判断した。他方、質を伴った目標の達

成や持続性を確保するには、スタッフのオーナーシップやモチベーション、コミュニケーショ

ン、モニタリングなどの実施プロセスなどに改善の余地があるといえる。 
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第６章第６章第６章第６章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

６－１ 提言 

ケニア側関係者と日本側調査団は、協議のうえ、持続可能、効果的、かつ、質の高い INSET の

ため、以下の措置を講じることに合意した。これらの提言については、合同評価報告書にまとめ

られた。 

 

６－１－１ ケニアコンポーネント 

（1）持続可能な INSET を実現するために 

1）SMASE INSET が教員の継続的職能開発（Continuous Professional Development：CPD）

のために義務化されること 

これまで、INSET を受講することが、どのように昇給や昇進等につながるのかが明確

に規定されていなかったため、研修を受講するインセンティブが低かった。2012 年に制

定された TSC 法案によって明確にされた INSET の義務化においても、依然、INSET 実

施の頻度、時間数、方法、資格制度との関連、昇給や昇進との関連が詳細に詰まってい

ない。このような状況を踏まえ、教育省と CEMASTEA は、次の事項を行うべきである。

①SMASE INSETがケニア国内の INSET/CPD プログラムの必須研修として位置づけられ

るよう、TSC と連携していくこと。②教育省による INSET/CPD 政策が策定されること。

③教育省は、より質の高い教育の提供のために、主要関係者との連携の機会を積極的に

増やしていくこと。 

2）初等 SMASE 基金の設立 

初等無償化政策（FPE）を活用した初等版 SMASE 基金の確立は持続的な INSET 実施

に必要であることのみならず、運営上効率的であり、研修受講者の参加意欲を低下させ

ない工夫となる（研修経費の払い戻しがすぐに行われ、それが結果的に参加者のモチベ

ーション維持につながる）。教育省と CEMASTEA は、円滑に初等 INSET が実施される

ために、FPE を通じて資金が流れる仕組みを構築すること。 

3）中等 SMASSE 基金のモニタリング・監査の強化 

・教育省は、既存の仕組みのなかで中等 SMASSE 基金のモニタリングと監査のメカニズ

ムを新たに導入すること。 

4）CEMASTEA 予算の確保について 

・2013/2014 年度以降の CEMASTEA 予算を確実に確保するようにフォローを行うこと。 

5）適切なスタッフの配置と活用 

・フェーズ 2 までの CEMASTEA の活動は、プロジェクト活動と同一であり、すなわち、

中等と域内（WECSA）活動のみであった。他方、フェーズ 2 に入ってからは、従来

の中等・WECSA 活動に加え、大規模な初等レベルでの活動が追加されたものの、初

等の専任スタッフは配置されていないままである。また、ICT や R&D、Gender 等を

扱う特別 Committee 等にみられる CEMASTEA 独自の活動も加わった。その結果、

CEMASTEA の活動量が組織の規模や管理能力に比して過多となっている状況がみら

れる。また、限られた人数の中等専門のスタッフが初等にかかわっている状況下、業

務分担などがうまくなされてないため、全員が均等に地方視察を実施するなど、責任
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が曖昧で、かつ非効率な体制になっている。CEMASTEA の Reengineering レポートで

も提言されていたように、今後、組織改編（ICADETA へ再編）される CEMASTEA へ

のスタッフ増員及び専門性を考慮した適切な配置、動機づけ、役割分担と責任の明確

化、トップマネジメントの管理能力強化は必須である。 

6）組織の持続性 

これまでの CEMASTEA への支援及びスタッフが能力向上してきている状況にかんが

み、今後 CEMASTEA/ ICADETA はその役割/機能が維持されるだけでなく、教育省傘下

の中核的な INSET 提供機関/リソースセンターとしても、更に発展・強化していくこと

が求められる。 

 

（2）効果的な INSET のために 

1）戦略的なモニタリング 

・プロジェクト期間中、CEMASTEA は他のステークホルダーとともに、地域及びクラ

スターレベルの INSET のモニタリングを行ってきた。しかしながら、関係者が多かっ

たことから、それぞれの役割が曖昧になり、必ずしも効率的に実施されていなかった。

したがって、改めて、関係者（DQASO, PTTC tutors, TAC tutors）の役割を見直したう

えで、戦略的なモニタリング体制を構築する必要がある。 

・プロジェクト期間中、研修実施告書の提出が遅延したケースが多々発生したため、今

後はタイムリーに提出されるよう、全関係者が意識を高めることが重要である。

CEMASTEA は、この実施報告書に記載されている有用なフィードバックや改善コメ

ントを吸い上げ、カスケードの各層の関係者にサポート・助言を行う役割が求められ

ている。 

2）各カスケードの階層での SMASE 活動のフォローアップ 

・CEMASTEA は SMASE 活動へのフォローアップメカニズムを確立する必要がある。 

・CEMASTEA はこれまで策定されたガイドラインを今一度見直し、ルールを共有、徹

底化を図る。 

 

（3）質の高い INSET のために 

小学校、中等学校の教員は多くの課題（大人数教室、シラバス、研修参加手当への不満

等）を抱えているものの、授業観察、授業研究を自主的に始めている例、中等学校では年

1 回 10 日間の地方研修を年 2 回の各 5 日間に分けて地域で工夫して教員研修に取り組んで

いる例など、現場で好事例が少しずつ芽吹きつつあることが確認できた。 

CEMASTEA は、原点としての SMASE スピリッツに立ちかえり、現場レベルの好事例の

芽を発掘し、いくつかのパイロット地区でこうした事例を支援し、現場から学び、現在の

研修アプローチ・内容に付加価値をつけていく取り組みが求められていると考える。 

 

６－１－２ WECSA コンポーネント 

メンバー国に対し技術支援を継続的に提供できる基盤確立のため以下を提言。 

（1）アフリカ域内における理数科プラットフォームとしての機能強化 

これまで域内協力については、TCTP、域内会合、技術会合を通じて、JICA のアフリカ
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の理数科教育協力の拡大に CEMASTEA は大きな役割を果たしてきた。CEMASTEA はア

フリカの INSET 指導者の能力強化に継続的に貢献することが期待されている。そのため

CEMASTEA はアフリカの域内の理数科教育のための研修・リソースセンターとしてその

機能を強化されるべきである。 

 

（2）域内活動のための CEMASTEA のステータスの付与 

CEMASTEA は地域機関として AU、ADEA 等でアフリカのリージョナル機関として認知

されているものの、ケニア国内の教員研修が主業務であることから、CEMASTEA の

WECSA コンポーネントのスタッフレベルのかかわりや認識は一様ではない。今後

CEMASTEA が域内協力についての関与していくためにも教育省が CEMASTEA に域内活

動を行える法的ステータスを付与することを検討する必要がある。 

 

（3）更なる域内活動へのサポート 

成功裏に終わった、これまでの TCTP での経験を踏まえ、JICA は TCTP に対して更なる

支援を検討することが求められる。 

 

（4）TCTP の実施における改善 

今後の改善事項は以下のとおり。 

・（短期的）TCTP レポートのフォーマット統一化 

・（短期的）域内協力に関するリソース、特に TCTP で作成した教材・研修実施記録な

どを蓄積を効果的に管理するシステムの確立 

・（短期的）CEMASTEA 管理職による TCTP をはじめとする域内活動モニタリング実施

（CEMASTEA スタッフの士気を高められる） 

・（将来的）新規コースに対するニーズ調査の実施、及びニーズに対応したコンテンツ

の開発 

・（将来的）具体的な研修ターゲット層と適切な研修評価指標の設定 

 

６－２ 教訓 

６－２－１ ケニアコンポーネント 

（1）初等教育レベル 

・フェーズ 2 は、中等理数科教員研修の成功体験・教訓を活用し、全国の初等の既存のク

ラスターでの研修を再活性化し、最終的には学校レベルでも横のつながりが生まれるこ

とをねらって設計された。CEMASTEA の大多数の職員は中等理数科のバックグラウン

ドのため、初等理数科のバックグラウンドを有する職員の増員がなされるはずであった

が、中間評価等を通じて教育省に継続的に申し入れを行ってきたにもかかわらず、人員

の追加配置は実現しなかった。このような当初予定と異なった展開に対応するために、

案件設計時に、2～3 年程度のパイロット（実証）フェーズを組み込んでおいたことが望

ましかったと考える。実証フェーズ後、人員増の課題が明らかになった場合に、JICA と

してはその課題の解決を求めることを全国展開の条件として交渉する、あるいは、適切

な計画（規模・時期）の修正が可能となったのではなかったかと思われる。 
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・フェーズ 2 では、校長研修に参加した（あるいは校長自身が過去に INSET 参加経験があ

る）場合は、その後の積極的な INSET への参加、校内の経験共有のネットワークが広が

る事例があった。したがって、現職教員の INSET 参加を促し、効果的な INSET を継続

させるためには、教員個人のみならず、所属する学校の校長の理解とリーダーシップが

重要である。 

 

（2）中等教育レベル 

・フェーズ 2 における中等コンポーネントの主要活動である中等校長 WS は、形成時には、

校長の代表が CEMASTEA で実施される中央 WS に参加し、それらの校長代表が各ディ

ストリクトにおいて全校長が参加する WS のファシリテーターとなることが想定されて

いた。しかしながら、一部の校長がファシリテーターとなることは、同格意識の強い校

長同士では受け入れられないという見方が CEMASTEA 側にあったため、カスケード型

の校長 WS のアイデアは CEMASTEA 側によって変更された。そのため、2010 年から実

施された校長研修は、CEMASTEA スタッフが各地に出かけて、CEMASTEA スタッフが

ファシリテーターとなる直接方式で実施された。このように、計画から実施方法が変更

されることになったが、結果的に学校長への sensitization は、INSET 内容の共有化や学

校レベルでの取り組みの促進につながった。さらに、校長 WS で DQASO がファシリテ

ーターとしてかかわったことは、ASEI の実践の拡大をもたらし、同時に DQASO の指導

力を高めた。 

 

６－２－２ WECSA コンポーネント 

（1）個別ニーズに対応した協力 

・2009 年に実施された国別特設 TCTP のように、先方ニーズに基づいてオーダーメイドさ

れた TCTP 及びそれに関する第三国専門家の派遣は、各国の INSET に対する意識を高め

るとともに、自ら INSET 制度を開発する能力も醸成した。 

 

（2）TCE 

・CEMASTEA のスタッフが第三国専門家として推薦を受けた際、そのプロセスに受入れ

国側は加わっていなかった。供給側だけで人選などを行っていたことが、結果的に TCE

への関心の低下を招いてしまった。 

 

６－３ 団長所感 

（1）初等教員研修の全国展開：パイロット（実証）フェーズ・段階的拡大なアプローチの必要性 

本プロジェクト設計時において、当時の教育省次官の強いイニシアティブのもと、中等理

数科教員研修の成功体験・教訓を活用し、全国の初等の既存のクラスターでの研修を再活性

化し、最終的には学校レベルの研修へつながっていくことをねらって設計した。理数科担当

（6～8 学年）の初等教員 6 万人の目標値には達しなかったものの、毎年、約 4 万 3,000 人～

5 万 5,000 人がクラスター研修（年 1 回 5 日間/場所：約 4,000 クラスター校）を実施できる

全国展開の仕組みが構築されたことは高く評価できる。 

一方で CEMASTEA の大多数の職員は中等理数科のバックグラウンドのため、初等理数科
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のバックグラウンドを有する職員の増員がなされるはずであったが、中間評価等を通じ継続

的に申し入れを行ってきたものの、人員増とはならなかった。この背景には、CEMASTEA

の職員の人事は教員雇用委員会（TSC）が所掌しており、教育省次官の権限下になく、人事

面での影響を行使できなかったことにあると思われる。結果、中等理数科のバックグラウン

ドの職員も初等教員研修への業務が主となり、中等理数科教員研修に対しても、少なからず

影響を与えられたと考えられる。 

このような当初予定と異なった展開に対応するために、案件設計時に、2～3 年程度のパイ

ロットフェーズを組み込んでおいたことが望ましかったと考える。例えば、初等教員養成校

19 校の約 300 名の教員に対する中央研修は全国レベルで行い、いくつかのパイロット地区の

教員養成校でクラスター研修指導員への研修（地方研修）、クラスター校で理数科担当の教

員への研修（クラスター研修）を行うことによって、パイロット地区の実証のプロセスでの

教訓を活用し、全国展開に伴う課題を最小限におさえることが可能になったのではないかと

考えられる。本実証プロセス後、CEMASTEA の初等理数科バックグラウンドを有する職員

の人員増がなされていない場合、JICA としては増員を求めることを全国展開の条件として交

渉する、あるいは、適切な計画（規模・時期）の修正が可能となったのではなかったかと思

われる。 

全国展開となった場合、もはやプロジェクトではなく、国家プログラム的（予算等含）と

なり、プロジェクト途中での柔軟な計画変更は難しいことが本プロジェクトの経験からいえ

る。中等教育と比較し、初等教育の関係機関数、ターゲットの教員数、研修会場数も格段に

多いことから、実施機関への負担も大きく、オペレーションもより複雑となる。したがって、

プロジェクト前半にパイロットフェーズを組み込み、全国展開の過程において柔軟に計画を

修正できる案件設計とすることが本プロジェクトの教訓であるとともに、他の類似案件への

教訓にもなると考えられる。 

 

（2）SMASE スピリッツの再活性化 －現場から学ぶ－ 

調査団による聞き取り調査などから、小学校、中等学校の教員は多くの課題（大人数教室、

シラバス、研修参加手当への不満等）を抱えているものの、授業観察、授業研究を自主的に

始めている例、中等学校では年 1 回 10 日間の地方研修を年 2 回の各 5 日間に分けて地域で

工夫して教員研修に取り組んでいる例など、現場で好事例が少しずつ芽吹きつつあることも

確認できた。 

CEMASTEA は、現場レベルの好事例の芽を発掘し、いくつかのパイロット地区でこうし

た事例を支援し、現場から学び、現在の研修アプローチ・内容に付加価値をつけていく取り

組みが求められていると考える。 

フェーズ 3 で初等教員研修の仕組みの構築への業務の負担が大きかったことから、付加価

値をつくり出していく取り組みに十分な手が回らなかったと思われるが、初中等の研修アプ

ローチ、内容に進化させていくためにも、現場で芽吹いている動きを支援していくパイロッ

ト試行的な取り組みが必要になっていると考える。 

 

（3）INSET/CPD 政策 

2012 年にケニアでは教員研修を義務化とする TSC 法令（Act）が策定されたが、どの研修
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を義務化の対象とするかについて具体化していく Regulation の策定が予定されている。教育

省は INSET 政策を策定予定であり、TSC の法令・規定と調和しつつ、SMASE INSET が義務

化対象の研修として位置づけられることが重要になってくる。また、CEMASTEA は理数科

のみならず全教科初中等の教員の研修機関として Institute of Capacity Development of Teachers 

in Africa（ICADETA）と位置づけられていく法案（地方においては ICADETA のもと全国各

47 カウンティに教員研修センター設立を計画）が閣議決定され、国会承認のプロセスが予定

されている。約 15 年前、教員養成大学の 1 ユニットから出発し、初中等理数科の INSET セ

ンターとなり、そして、全教科の初中等教員の INSET 機関として発展しようとしていること

自体については、プロジェクトの大きな成果の 1 つとして評価すべきことと考えるが、当面、

組織として再整理・確立していくには時間を要するものと思われる。 

今後、JICA としては、ICADETA の組織の動きをおさえつつ、INSET 政策や TSC の CPD

の法令・規定の動きをフォローし、政策、法令・規定のなかに SMASE INSET をしっかりと

位置づけ、INSET/CPD 政策全体の策定に貢献していくことが求められていると考える。教育

省は JICA に INSET/CPD 政策分野への支援への期待を示していることから、今後、INSET/CPD

政策アドバイザーの教育省への派遣を通じて支援を検討していくことが必要であると考え

る。 
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